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この報告書は,日 本 自転 車振興会 か ら競輪収益 の一

部 である機械工業振 興資金の補 助 を受 け,昭 和47年

度 に実施 した 「47D情 報処理需 要動 向調査」 の結果

をとりま とめたものであ ります。
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序

竃
当財団では,経 営情報 システムに関す る諸問題解決のため,ケ ースス タデ ィ

を行 ない,各 業種 における情報の流 れ とニーズの調査 を実施 してまい りま した。

本年 度は,食 品工業(ビ ール業),都 市 ガス事業 の2業 種 を取 り上げ ま して,

ここに報告書 と して と りま とめ ま した。

これ をもって,過 去5年 間で15業 種 を調査 した こ とにな ります。

ここ に,本 調査実施 に際 し,ご 協 力いただきま した経営情報調査委員会委員

各位 に心 よ り感謝す る とともに,本 報告 書が各方面 に利用 されるこ とを念願す

る次第であ ります。

昭和48年3月

×

財団法人 日本情報処 理開発センター

会 長 難 波 捷 吾
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1調 査 の 目 的 と 内容

1.目 的

わが国の経済社会は,そ の 目ざま しい進 展 と共に,多 様 化,専 業化の傾 向を

強 めて来 ている。 これ らの社 会環 境 に対応す べ く,各 産業,企 業 におい ては,

その巨大 化 し,複 雑化 しっっ ある経営組織 を有機的な もの として確立す る必要

が生 じて きてい る。

本調査 では,経 営情 報 システム形成への アプ ローチの一手段 と して,経 営活

動上,如 何 なる情報の ニーズがあ り,そ れが どのよ うに収集 され,利 用 されて

いるか,ま たその ニ ーズに対 して充足度が十分でない場合には,ど の よ うに対

処 してい るかな どの把握 を 目的 とした ものである。

本 年 度 の ケー ス ス タ デ ィ と して,食 品 工 業 と して ビール業 お よび都 市 ガ ス事

業の2業 種 を対象 とした。

2.調 査 委 員会 構 成(敬 称略順不同)

本調査 を進めるにあた り経営情報調査食品工業専門委員会および経営情報調

査都市ガス事業専門委員会 を設け,各 委員が調査 を担当したほか,関 係業界各

社か ら貴重なデータ,資 料 と意見の提供を頂いた。

(D経 営情報調査食品工業専門委員会

主 査 三木 高栄 麟麟麦酒株式会社 企画部機械計算課長

委 員 小藪 助和 麟麟麦酒株式会社 企画部調査課長

委 員 鈴木 信一 麟麟麦酒株式会社 企画部統計調査主任

委 員 岡田 道一 頗麟麦酒株式会社 企画部企画主任

委 員 山田 裏二 麟麟麦酒株式会社 企画部機械計算主任

委 員 山田 攻 頗麟麦酒株式会社 企画部調査課

委 員 市川 隆 当財団総務部調査課長

以上の委員のほか,同 社の阿部治彦,上 田良,高 橋昭博,門 脇重宏諸氏

のご協力を得た。
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(2)経 営情報調 査都市 ガス事業専 門委員会

主 査 山田 恵康 東京瓦斯株式 会社 システムセ ンター次長効率化推

進 グル ープ総括

委 員 平尾 信正 東京瓦斯株 式会社 システムセンター効率化推進 グ

ル ープ副課長

委 員 岩本 太一 東京瓦斯株 式会社 システムセ ンター業務 シス テム

化 グル ープ副課長

委 員 高橋 俊 彦 東京瓦斯株 式会社 システムヤ ンター業務 システム

化 グル ープ係長

委,員 広田 浩三 東京瓦 斯株 式会社 システ ムセ ンター効率化推進 グ

ループ係長

委 員 東明佐久良 東京瓦 斯株 式会社 システ ムセ ンター効率化推進 グ

ル ープ

委 員 前田 忠昭 東京瓦斯株 式会社 システ ムセ ンタ ー効率化推進 グ

ループ

委 員 市川 隆 鯛 法人跡 形 鯉 醗 セン・一締 調 査課長

協 力関係会社

願麟麦酒株式会社

東京瓦斯株式会社

味の素株式会社

大関酒造株 式会社

近畿 コカ コーラ株 式会社

サ ッポロビール株式会社

雪印乳 業株式会社

大阪瓦斯株式会 社

事務局 財 団法人 日本情 報処理開発 セ ンター 総務部調査課
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3.調 査 概 要

(Dビ ール業

食品工業 の一例 と して,ビ ール業 をと りあげた。

ビール業 は,現 在寡 占体制が確立 してお り,実 質数社によ り市場 が支配 され

ている。 当業 界は,装 置産業 として,多 額 の必要資 金量.流 通組織の固定 化,

ブラ ン ドイ メージな どによ り,新 規参入が極 めて困難な状況下 にあ り,今 後辛・

持続す るもの と予想 される。

また製品 と しての ビールは,そ の需要構造 に重 要 な影響 を与 える商品特性 が

い くつかあ り,特 に,保 存性 に乏 しい,季 節変 動が激 しい,嗜 好性が強 く保守

的 であるな どが上げ られる。

本調査では,こ れ らの背景の番 とに,経 営計画の ための長期 プランニ ング情

報 システムの策定 を中心 に,原 料 ・材料 の調達計画,製 造 ・出荷 ・輸送計画,

容器回収 システ ムの検討 を加 えた。 オペ レー ショナル情報は,販 売部門 を中心

にその経営 情報 の体系化 を計る とともに,コ ンピュ ータの適用例 を中心 に各業

務 システムの現状分析 を行な った。

(2)都 市 ガス事業

公益事業 と しての,都 市ガス事業は,都 市におけ る家庭用エ ネルギ ー,産 業

用 エネルギ ーの供給 の担い手 として,そ の役割 は大 きい。近年 にお ける産業 構造

の変化に伴 い,急 速 な都市への人 口集中に よって,都 市の規模 ・機能 は拡大 の

方 向に進んでい る。

したが って,大 都市お よびその周辺におけるガス需要は急増 の途 をた どるで

あろ うし,こ れに対 処す るための,当 面 の問題 としては,都 市ガス輸送の高圧

化,高 カ ロ リー化が上げ られ る。

このよ うな環 境 下にあ って,都 市ガス事業 におけ る経営計画 と しては,行 政

体 の公共事業計画,民 間の建設計画な どの総合的 都 市活動の情報が必 要で ある。

また,公 益事業 と しての供給 責任の達成,公 害防止,保 安の問題,サ ービス体

制の確立 な どの社会 の要請 を受け入れ,長 期展望 に立つ ところの経営情報 シス
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テ ムが確 立 され ねば な らな い。

本 調査 では,こ れ ら諸 々の外 部 環 境 との有 機 的 結 合 を主 眼 と して の 長 期 プラ

ンニ ング情 報 シス テ ム の現状 お よび 今 後 の あ り方 の体 系 化 を行 な った。 オペ レ

ー シ ョナル情 報 シス テ ム と して は、 既 に稼 動 してい る需 要 家情 報 シ ス テ ム,工

事 関係 情 報 システ ム を中 心 に調 査 し,全 体 と して の経 営 情 報 シス テ ムに お け る

位置 づ け を行 な った。

q
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1.調 査 の ね ら い

t

`

昭和47年 々間の ビールの生産 高は342万keで,人 口1人 当た りの年間消費

量は大壕換 算で約40本 で ある。 これ は,西 ドイ ツの230本,ア メ リカの110

本に比べる と,ま だ まだ需要の伸びが期待 され る。 しか し昭和40年 を境 に ビ

ールは急 成長 で伸び る時 代か ら,年 平均10%前 後 の安定成長期に移った とい

われている。 このこ とは,か っての高級アル コール飲料か ら健康的な飲 み物 と

して,生 活必需品化 した ことで あ り,当 分 の間け着実な伸び をみせ る もの と思

われる。

日本 の ビール会社は第一 に寡 占状態 である こと,即 ち ビール会社 の数 が少な

い こと,次 に ビール税が高い こ と,従 ってその税の保全上免許制度 な どい ろい

ろの問題 がある こと,そ して少品種大量生産 の装置産業で あ り,そ の殆ん どが

国内で消費 され,輸 出は極めて少いこ とが特徴 である。

これ らの特徴の上に立って ビール業の情報 システムを展望 したので,ど の業

界に も比較的 共通 と思われる項 目は避 け,製 造 と販売及び両者 をつな ぐ流通の

問題に焦点 をあて,長 期計画,短 期計画及び オペ レーシ ョナルな面 で情 報 シス

テム との関連 をとりあげ,検 討 した。
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2.ビ ー ル 産 業 の 現 状

2.1ビ ール産業の特性

ビ ール産業の経営情報 システ ムを知 るにはまずその産業特性 を十分理解す る

こ と が必 要 で あ る。 ビール とい う商品その ものが 日常生活の中でな じみ深い

もので あるか ら,他 の産業 に くらべ れば一般に関心 を持 たれてい る方 であ り,

したが ってその特性 についてもかな り知 られている と思われるが,こ こでは主

と して経営情報 とい う観点 か らビール産業の特性 について概 観す る。

2.1.1商 品特性 と産業特性

(D商 品特性

まず ビール とい う商品の特性 を列挙す る と次の ようになる。

① アル コール飲料 であるか ら酒税が小売価格 の48%に も達 してい る。

② 清涼飲料の一種であるか らその需要 は季節や 日々の天候 に左右 される。

③ 嗜好飲料で あるか ら品質 の改良や生産工程 の合理化がむず か しい。

④ 発酵製品で あるか ら,品 質が変 りやす く保存性 に乏 しい。

⑤ か さば り,重 量商品なので運賃 がか さみ,保 管 に場所 をとる。

⑥ 製品工程 で生 きものの力 を借 りるので生産 に時間がかか る。

⑦ 工業製品であるか ら,価 格 が比較的安定 している。

⑧ 歴史の古い飲み もので あ り,ラ イ フサ イ クルが長い。

(2)産 業特性

次に ビール産業の特性 を列挙す ると次 の ようになる。

① 夏 と冬 との稼動率 のちがいが著る しい ので生産能 力に余剰 を持 つ必要

がある。

② ビール税が 国の重要 な財源 なので免許制度があ り酒税法 の規制 を受け

ている。
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③ 少品種大量 生産の装置産業であ り,薄 利 多売 で成 り立 っている。

④ 主要 メーカ ーは ビール専業であ り業績は ピールの売上げに全面的に依

存す る。

⑤ メーカー数 は6社,3つ の ブラン ドで市場の9割 以上 を占める寡 占構

造である。

⑥ 流通段階で の在 庫が少ないので,デ イリーに大量 の出荷 をす る必要が

ある。

⑦ 空容器 を回収 して環 境 をきれい に保 ち,製 品の価 格 を安 くする システ

ムをとる。

⑧ 商品 の需要が長期的 にはかな り安定的 なので長期計 画 をたてや すい。

⑨ 原料 の海外依存度は高いが,製 品の海外市場へ の輸 出はきわめて少い。

これ らの特性 の うち,経 営情報 システ ムを理解 する上で特に重要 と思

われ る もの につい て以下若干詳 しく述べ る ことにする。

2.1.2需 要の変動

ビール産業 の最大 の特性 は,ビ ール とい う商品の需要 が自然現 象であ る天候

に左右 されるのに応 じて生産販売活動 も大 き く影響 を受 けるこ とであ る。

商品の需 要の変動 が 直 接 その生 産 販 売 活 動に響い て来 るのは,ビ ールが発

酵製品で あ り,変 質 しやす いので長期 間保 存 が 出来 な い とい う商品特性 のた

めである。 即 ち在庫 に よる需給 の調整があ まり利かないため である。

一方 ,ビ ールは生産工 程で酵 母 とい う生 きものの力 を利用するため,生 産に

は一定 の時間の経過 が必 要であ り,需 要 が拡大 したか らと言 って直 ぐには増産

出来ない とい う事情があ る。 即 ち供給の弾 力性が低いのである。

このため,ビ ール産業 は生産販売能力に相当の余 力 をもって需要の変 動 に応

ず る必要 があ り,商 品の需要 が変動す る とい うこ とが生産性 の向上 をい ち じる

しく阻害 してい る。

商品の需要 に波 があ り,そ の供給 は弾力性 に欠 ける とい うことになる と,需

要動 向を適切 に予 測 して早 目に手 を打 って行 くことがきわ めて重要 とな る。 ビ
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一ル産業では短期 的 な生 産 販 売 計 画 はある ものの ,そ の変動余地 が大 きい こ

とを考慮 して,日 々の需 要 動 向 を絶 えず 生産 販売計画に フ ィー ドバ ックして

先行の需給 をバ ランス させる よ うに して いる。

2.1.3日 常出荷業務

ビールは カサバル商品で あ り,ま た保存性に乏 しい商品で もあるので流通段

階での在庫量 とい うのは きわめて少ないのが通常 である。 ビール需 要の最 盛期

であ る夏場 の酒屋 店 の 在 庫 量 はわず か1日 ～2日 分 しか ない。わずかそれだ

けの在 庫で商売 して行 くの であるか ら,日 々の販売量 に応 じて仕入 れることと

な り卸業者の段階 でもメ ーカ ーの段階で も毎 日大量の ビール を出荷する必要 が

ある。

しかも ビールの需要は天 候に左 右されるので,日 に よ り出荷量 は大幅 に変動

す る。、ビール業界では,そ れに応 じて弾 力的に出荷 出来 るよ うな体制 をとって

はい るが,昨 今 の交通事情 の悪化か ら,変 動への適応力 が乏 しくな って きてい

るのが現状である。

そ こで 日々の出荷 を平 均化す る努力 と して,最 近 は計 画出荷の必要性 が業界

をあげて さけばれてお り,成 果 は着 々 と実 りつつある。注文 の定期 ・定 量化が

そのひ とつ の方 向である。

注文 の定期 ・定量化 とは,メ ーカーか ら卸店,小 売 店へ配達す る量 を一定期

間毎 日何 ケース とか,1日 お きに何 ケースとか あ らか じめ決めてお き,メ ーカ

ーがそれに よって合理的 な発送計画 をたて られる ようにするための ものである。

注文の定期 ・定量化 をすす める には当然の こ となが ら状 勢の変化へ の対応策が

準 備されていな くてはな らない。

そこに コンピュータが活躍 する余地 がある。

定期注文の変更 をたくみ にこな して,出 荷伝票の発行,手 形 の作 成 と同時に

経営に必要 な販売統計情 報 を作成 している。

2.1.4免 許制度

ビールはアル コール飲料 であるか ら,国 の重要 な担税物資 のひ とつ となって

一8一

亀

畠



θ

●

いる。近 年 は国税総 額に しめ る酒税の ウエイ トは低 下の方向にあるものの,ビ

ール税 は酒税全体の過 半 を占めてお り重要 な財源 とな
っている。

そ こで酒税の安全,確 実 な確 保 とい う観点か ら酒類業界 には製造 ・販売共に

免許制度が あ り,ま た酒税法 をは じめ と した酒税関係法規 を尊重す る義務があ

る。

免許要件の ひ とつに ビールの生産 ・販売の各段 階におい て半製品 ・製 品の受

払い を記 帳 し関係官庁 に報告する義 務がある。従 って毎 日棚卸 しを して在庫 を

確 認 し記帳 している ことになる。 そのため,ビ ール業界の係数的把握はほぼ完

壁 とい える。 しか しメーカーサ イ ドか らみ る と経営管理のための情報 と酒税法

の記帳 義務 とは必ず しも一致 しない場合があ り,経 営情報合理化の際には酒税

法が制約 となる場合 がある。

2.2ビ ールの需要動 向

22.1ビ ー ル消費 の現段階

昭和47年 の ビール生産高は342万ke,前 年 に く らべて12%の 伸び を達成

した・ これは成年人 口1人 当 りでは472・ 普通 の大暑 に換算す ると74本 の

消費水準 であ る。

ビールが 日本 で生産 されは じめたのは明治の初期 であるか らビールの歴史は

まだ100年 に しかす ぎない。 しか もその100年 の うち3/4に あたる第2次 世

界大戦 までの期間は今 日あ らためて振返 ってみ る とビール とい う商品の長い長

い導入期で あった。 ビール消費 が順調に拡大 しは じめたのは戦後 も生活が安定

しは じめた昭和20年 代の後半か らであった。

30年 代 に入る と所 得水 準の向上 を背景 に,食 生活の洋風化,高 級化が進む

なか で ビールの消費 は急速 に拡大 した。毎年毎年20%台,30%台 の成長が

つづ き,ビ ール会社 は生産 に追 われ,う れ しい悲鳴 をあげ た時代 であった。

しか し40年 代に入 る とビールの消費 もよ うや く落ち着 きをみせは じめた。

現在 はすでに安定成長期 に入 っている もの とみ られる。年平均7～8%の 成長
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とい うところが現在 の ビール需要の 力である と思われる。

庫出高

度'
dO.、:・'δ

Oi]j3)(昭45)

図2-1ビ ール庫出100年 の推移

22.2ピ ールの消費構造

(1)地 域別消費

ビールの 消費の地域格差 は年 々減少の傾 向にあるもの の,ま だ まだ大 き

なひ らきがあるのが現状で ある。 都道府 県の1人 当 りの ビール消費量 を調

べてみ る と,赤 ん坊 か ら老人まで含めて計算 した1人 当 りの消費量 のい ち

ばん多 い のは 東 京 で大濠 換 算71本 であるが ・い ちばん少い 山形 県では

28本 と半分以下である。 また東京 ・大阪な どビール消費の多い上位5県

%
70

-
60G

上 位10県

50

-
e

40

}位5原

図2-2ビ ー ル 消費 の上 位5県 お よび 上位10県 の

全国 に 占 め る割 合
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の消費量 が全国消費量に 占める ウエイ トは44%に 達 し,上 位10県 では

これが61%に もなる。

ビール消費 の地域格 差の原因はい ろいろあるが,そ の中で大 きな原因は,

①所得水 準の ちがい,② 生活 の洋風化 の程度の ちがい,お よび③ 都市 と農

村 との年令 構成 のちがいに求 めるこ とが出来 る。今後の所 得水準 の平準化,

農村 における生活様式の洋風 化の進展 によって,ビ ール消費 の地域格差は

縮少 して行 くもの と思われる。

(2)男 女別消費

戦後酒類 を飲む女性 の数 はい ち じる しく増加 した。 夏の夜の ビアガ ーデ

ンで女性 だけが集 まって ジ ョッキ を傾 けて いる光景 な どは,め ず らしい こ

とではな くな った。

市場調査 による と成年女子の うち酒類 を飲 む人は70%の 多 くに達 し,

また酒 を飲む女性 の大 部分 は ビール がい ちばん好 きだ と答 えている。 女性

はい まや ビールの大切 な顧客で ある。

しか し量的 にはまだ まだ とい うの が実状 である。 現在 の ところでは,全

ビ ール消費量 の90%は 男性 が飲ん でお り,女 性 はせいぜ い10%程 度 と

推計 される。女性市場 こそ ビール業 界に残 された大切 な未 開拓分野 である

と言 って よいであろ う。

(3)年 令別消費

酒類の消費 は年令によってか な り異 なる。 若い人は どちらか とい うと,

ビール ・ウィスキーな ど,い わゆ る洋酒 を好んで飲み,年 令 が高 くなる と

清酒 を好む人の比率が高 くなる傾 向がある。 しか しこれは年 をとる と清酒

が好 きになる とみ るよ りも,現 在 の高年令の人は若 い頃 か ら清酒 に親 しん

でいたため とみ る方が正 しい であ ろ う。

ビールの主要消費 層は20才 代 と30才 代の人であ り,全 ビール消費量

の60～70%が この層によって飲 まれている。 しか し近 年は40才 代以

上 の ウエイ トが徐 々に高まる傾 向がみ られ,ビ ール消費の年 令別格 差 も縮
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ま りつ っ ある。
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図2-3最 も好 き な 酒 類 の年 令 別 比 率

才60
以

上

(4)所 得階層別 消費

所得水準の向上 とビール価格 の安定 か らビールは年々買いやす くなって

きてお り,い までは健康的 な飲 みもの と して生活必需 品化 してい る。 しか

し酔 うとい う効率か らみ る と,ビ ールは割 高な商品であ り,他 の酒に くら

べる とビール消費 の所得弾 力性 はかな り高い。

家計調査 をみて も所得水準 が高 くなるに したが って,ビ ール購 入量 が増

える傾 向にあ り,今 後 の所 得水準 の向上 が ビール消費拡大 につなが ること

を示 してい る。 しか しビール消費 の所 得格差 も年 々縮少の傾 向にある。

㈲ 業務用 と家庭用

かっては ビールは主 としてバ ー,キ ャバ レー,食 堂 な ど業務筋 での消費

が中心 であったが,近 年 は家庭消費 の ウエイ トが年 々高 まる傾 向にあ る。

最近 では全消費量の60%近 くが家庭消費である と推計 される。

家庭消費 の ウエイ トが大 きくなってい る理由 と しては,① マイホ ーム主
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義の風潮が強 ま り外で あま り飲 まな くなっ た。② モータ リゼイ シヨンの普

及 と飲 酒運転取締 りの強 化で帰 宅 してか ら飲む よ うになった。③ レジ ャー

の多様化で飲む ことだけが レジャ ーではな くなって来た。④業務 筋での価

格 が高 くな って来 た。 な どがあげ られる。

しか し家庭 消費の ウエ イ トの高 ま りはそ ろそろ頭打 ちになる もの とみ ら

れる。 旅行,ス ポー ツな ど家庭外 で過 ごす時間が多 くな るにつれて,ビ ー

ル もそれ に伴 って消費 され る機会 が多 くなっているか らである。

図2-4所 得階層別ビール消費本数(46年 度)

(6)品 種 別構 成

か つ ては大 場 の 消 費 が圧倒 的 で あ った が,近 年 は 品種 の 多様 化 が進 ん で

お り,大 暑 の ウエ イ トは年 々小 さ くな って い る。

小 容量 化 の 傾 向 は ビール の飲 み方 がい ち どに沢 山 とい う飲 酒 パ ター ンか

ら,少 しつ つ た び た び とい う飲 酒 パ タ ー ンに変 りつ つ あ る こ と を反映 して

い る。

最 近 は 自動 販 売 機 の普 及 や 屋 外 レジ ャ ー の活 発 化 で罐 ビール の 消費 が急

速 に拡 大 して い る。 罐 ビール は そ の機 能 的 有利 性 を買わ れて 今 後 は家 庭 で

も消費 され る よ うに な る もの と思 わ れ る。

(7)月 別消 費 パ タ ー ン

ビール は夏 の 飲み も の とい うイ メ ージは だ ん だん と少 な くな り,冬 で も
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図2-5品 種別 構成 比 の推 移

か な り飲 ま れ る よ うに な って 来 て はい るが,そ れ で も まだ 夏の ウエ イ トは

きわ めて 高い。6月,7月,8月 の3ヵ 月の 消費 量 は年 間 消費 量の40%

を占めて お り,ま た1年 でい ちば ん 消 費 の 多 い7月 の 出荷量 は い ちば ん 消

費 の少 な い1月 の4.6倍 に もな っ てい る。

月別 消費 格 差 が大 きい とい うこ とは ビ ール産 業 の問 題 であ り,今 後 これ

をな く して い く こ とが 業 界 の大 きな課 題 とな っ てい る。

図2-6ビ ール 月別庫 出パ ター ン の 日米比 較(1970年 度)
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22.3ピ 一一ル需要 の将 来

(1)g"一 ル 消費 の国際比較

日本 の ビール消費量は全体 と しては アメ リカ,西 ドイ ツ,イ ギ リス,ソ

連に次い で5番 目の大 きさであるが,1人 当 りの消費量 では ぐっ と落 ちて

30位 くらい となる。 これは ちよ うど少 し前のGNPの 国際比較 とよ く似

ているが,GNPの 方はす でに 自由世 界第2位 とな り,1人 当 りの所 得水

準 の順位 も急速 に上 ってい るが ビールの方 はまだまだで ある。

世界 の ビール先進 国の消費水準は 日本 に くらべる とケ タ違 い に高い。1

人 当 りの消費量 のい ちばん高い西 ドイ ツでは1402,大 濠換算220本 と日

本の5倍 近 く消費 している。

日本 よ り消費水準 のは るかに高い国 々で も所 得水 準 の向上 と共に ビール

消費 も年 々拡大 してい る。 ま してや 日本の よ うに消費水 準の低い国では今

後所 得水準の向上 と共 に ビール消費が増加 して行 くことは十分 に期待 出来

る もの と考 え られ る。

本

300. 1人 当 リ ビー ル生産 高(1970年)

一一 生 産 高50万kl以
、1:の 国 一233

一 一 一

一
200 , 声

一
戸

一 一

100 109

一

45

lT 1

一
白 －

Tnn

㌧墨}:;i::i}/;;iiliil∵
ツ ス け ㌍ 弓 ・'

・ ・ カ 歩 一 … イ ■ ・ ド本 ㌧`

図2-71人 当 リ ビ ー ル 生 産 高(1970年)一 一生 産 高50kl以 上 の 国 一・
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(2)将 来 の見通 し

ビールはライフサ ー クルの長い商品であ り,将 来の需要増 については不

安はない。 日常化 した食 品であるか ら,す でにある程度の水 準にまで達 し

ているので急速な成長 はもはや期待 出来ないにしても安定的 な成長 は望 める。

ビールの需 要要 因の うちい ちばん大 きいのは所 得水 準の向上 であるが,

今後 も引 きつづ く経済成長 の中で,労 働力不足 を背 景に所 得水準 は着実に

向上 して行 くもの とみ られる。 また ビールの価格は他 の物 価に くらべると

安定的 なので,相 対的 には割安 とな り,ま す ます買いやす くなろ う。週休

2日 制の普及によ り レジャーが盛んにな りビール を消費す る機会 も増 えよ

う。

過去の動 向か ら判断 して も,今 後 も当分 の間,ビ ール消費は実質所 得の

増 加率程度の成長 をして ゆ くもの と考 えられる。

`

4

2.3ビ ー ル の生産 と流 通

2.3.1供 給体 制

現在 日本 に は ビール 会 社 が6社 あ る。 即 ち麟 麟,朝 日,サ ッポ ロ,サ ン トリ

ー ,北 海 道朝 日,オ リオ ンで ある。 この うち北海 道 朝 日社 は 朝 日麦 酒 の 子会社

で 北海 道 を市場 と して お り,オ リオ ン社 は沖 縄 の ビール会 社 で あ る。 キ リン,

サ ッポ ロ,ア サ ヒの3ブ ラ ン ドで市 場 の95%を 占 めて お り,ビ ール の 供給 は

い わ ゆ る寡 占構 造 とな っ てい る。 なお キ リン社 の ビール 生産 高 は世 界 で も3位

に位 置 す るほ どの大 き さで あ る。

ビール工 場 は 全部 で28あ り今後 も工 場 の新 設 が い くつ か計 画 され て い る。

サ ン ト リー社 を除 く と各社 とも ビール 専業 で あ り,い ずれ も清 涼飲 料 の生 産 ・

販売 を してい る とは い え,ビ ー ル の ウエ イ トが 圧倒 的 に 高 い 。

ビール の運搬 は貨 車 と トラ ックが主体 で あ る が,最 近 は トラ ック の ウエ イ ト

が高 ま ってい る。

2.3.2ビ ー ル 製造 プ ロセ ス
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ビールの種類 は世 界的 にみ れば国によ り,地 方 によ り,ま た原料 ・発酵 法の

ちがいで種 々の ビールが あるが,日 本で現在造 られてい るのは ピルスナ ータイ

プの ラガー ビールが大部分 であ り,こ のほかには黒 ビールとスタウ トが若 干つ

くられている。 主原料 の麦芽 とホ ップは 国産の もの と輸入の ものを使ってい る

が,最 近 は外 国産の原料の ウエイ トが高 まってい る。

(1)製 麦工程

ビール大麦 を精選 し,水 分 を含 ませ て発 芽 させ,乾 燥 して麦芽 を製造す

る一連 の工程 である。大麦 を発芽 させ るには まず十分 に水 分 を吸収 させる

必要があるが,こ のため麦 を水 に3日 ほ ど浸 してお く。次 にこれ を発 芽装

置 に入れて適 当な湿度 と温度の空気 を与 える と約8日 間で発芽す る。 あ と

は これ を乾燥 し根 を とる と麦芽 となる。'通算2週 間の 日時 を要する。

'(
2)醸 造工程

麦芽 を粉砕 ・煮沸 して麦汁 をっ くり,こ れにホ ップを加 えて苦味 と芳香

を与 える。冷 却 した麦汁 に酵母 を加 えて発酵す ると ビールが出来上 る。発

酵工程 は前発酵 と後発酵 に分 け られる。前発酵は約1週 間 でこの間に麦汁

の中の大部分の糖分 がアル コール と炭酸 ガスに分解 され,若 い ビール とな

る。後発酵は貯蔵 とも呼ばれる よ うに2ケ 月 もの長い間,低 温 で適 当に加

圧 された状態 でゆるやかな発酵が つづけ られ,成 熟 した ビールが出来上る

のである。

(3)製 品工 程'

製品工 程は壕,罐 に詰める部分 と樽 に詰 める部分 とに分か れる。壕 ・罐

に詰めた場合はい 品 質 の安 定 を計 る た め 温 水 シャ ワーで殺菌 を行な う。

壕 詰 め能 力 は1分 間800本 とい う早 さである この製品工程 が最 も人手 を

要す る ところである。 夏冬 の需要 の変動 への対応 の仕方 としては,冬 に稼

動機械 を減 ら し本工 だけで操 業 し,夏 になる と臨時工 を使い残業,2交 替

作業等 で需要増 に応 じてい る。
/
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ビールの生産 プロセスでの課題は,醸 造工程 の時 間の短縮 と製 品工 程におけ

る省 力化である。

醸造工程 における時間 の短縮 けす でにかな り研究 も進 んでお り,外 国で は試

験的 にいろい ろ行なわれ てい るよ うであるが,品 質 を犠牲にせずに醸造時間 を

短か くす るのはむず か しいよ うで 日本 では まだ採用 されてい ない。 嗜好品 であ

るか ら,品 質に変化 を与える よ うな製造工程の合理化は出来 ない が,醸 造時間

を短縮 して供給 の弾 力性 をつ ける ことは大 きなメ リットがあ るので,今 後 も研

究すべ き課題 と言 えよ う。

これに対 し,製 品工程の省力化の方は急速に進ん でい る。 しか しそれで もま

だ ビール工場の中で最 も人手 を要 している プロセ スであ り,省 力化 の効果 のい

ちばんある工程である。 しか し現在い ちばん人手 を要 してい るのは品質管 理の

部分 である。食品は安全性 が第 一の命題であるか ら品質管理 には 万全 を期 す必

要 があ り,こ の工程の合理化 はむず か しい問題 を含ん でい る。

2.3.3.流 通制度

ビールの会社 の販売形 態は図2-8の 様 に,流 通チャ ンネルはそ う複雑 なも

ので はない。 ・

← 一ー一 ← …一 ろ 多 趣 山

1当曇 ゴ テ 』売店へ 　・
ll.lyl田 川庫

く一一一 情育(経路

← 商r]日経硲

く≒==代 τ杵略

図2-8ビ ールの流通

消費 者,料 飲 店 での需 要 は 小 売 店 を通 じて 特約 店(卸 売業 者)毎 に ま とめ ら

れ,メ ー カ ーに注 文 が入 っ て くる。 商 品 の 配 達 は原 則 と して 工 場 ま たは 支 店倉

庫 か ら特約 店,小 売 店,消 費 者 とい う,逆 の経 路 をた どる の で ある が,大 都 市

にお い て は交 通 事情,立 地 条 件 等 か ら,特 約 店 の保 管,配 送 の機 能 が低 下 して,
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メーカーが直接小売店まで配達す る,い わゆる"直 送"が 増 える傾向にある。

しか し,注 文 と代金の取 立て は特約 店 を通 じて行 なわ れてい る。 メーカーへ

の注 文は,注 文 の翌 日に配達す る前 日注文 が原則 であるが,注 文処理 を効率化

するため曜 日毎に前 もって定め られた通 りに配達す る定期注文 も とられている,,

また,特 に緊急 の場合 にはその 日の うちに届ける当 日注文がある。

ビールの特約 店はお よそ2000軒 あり,地 域 に よって唯一の メーカ ーと特約す

る専売 店 と,複 数 の メーカーと特約 する併売 店に分 かれてい る。 小売 店はお よ

そ13万 軒 で,ほ とん どの店が全銘柄 を扱 ってい る。

価格制度 は2段 階制 といって,生 産者価格 と小売価格の2本 建 てであ り,卸

売価格は生産価格 と同 じで,特 約店は メーカ ーか ら販売手数量 をも らう仕組み

になってい る。
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3.ビ ー ル 業 に お け る情 報 シ ス テ ム

ビール業において も,他 の製造 業同様,原 材料の購入,生 産,輸 送,販 売が

企業活動の根幹 をな している。 本調査では これ らの企業活動 が円滑かつ 効率的

に運営 されるため必要 な情 報の種 類 と情報 システ ムについて,プ ランニ ング情

報,オ ペ レーショナル情報にわ けて説 明 している。 プランニ ング情報 としては

4.1で 長期経営計 画の策定 とその諸計画の中で ビール業の最 も特徴的 なもの で

ある製品需給計画 をと りあげて説 明 した。

4.2で は ピールの長 期 及 び 短 期 の 需 要 予 測 につい て述べ,特 に長期 予測の

プロセス とモデル化,そ の ために必要 な外部情報について説 明した。

4.3で は短 期 計 画 と して 月 また は年間 の計画の策定 を製造,輸 送計 画,そ

の ために必 要な原料(大 麦,ホ ップ等)と 材料(ビ ールの容器 と しての壕,箱)

の調達計画 を述べている。

オペ レーシヨナル情報 としては販売,特 に流通 システ ムの情報 がコ ンピュー

タに よっていかに処理 されているか,オ ンライ ン・システム を中心 にま とめた。

ビール業 の情報 システムは2.1で 述べてい るい くっ か の 特 性 か ら特 徴 づ け

られてい るこ とは本調査 をお読み頂ければ理解できるもの と思 う。 そこでここ

では ビール会社の経営情報 システ ム(MIS)の 一環 としてか って検討 した営

業情報 システ ムを紹介 し,次 に情報処理 シス テムの発展 と現状 を機械化,特 に

コンピュータ処理 を中心 に述 べる。

憶

'

3.1情 報シス テムの概要

ビ ール 会社 の 営 業 活 動 が 円滑 に行 なわ れ,販 売,輸 送,容 器 回 収 な ど

の 各 機 能 が十 分 に働 くた め に は,ど の よ うな情 報 シス テ ムが 設 定 さ れな

け れ ば な らない か を次 の5つ の シ ステ ムにつ い て考 えて み る。
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3ユ.1販 売活動推進システム

売 上 を増 大 させ,効 率的 な販売活動 を行 な うために必要な機能 と情報は次の

とお りである。

■

機 能 ぽ 違 り 情 報 艦 ㌶ たり

(D販 売 目標数量の設定 ① 年間利益計画

② 年間販売費予算

③ 過去の売上実績による諸統計

④ パネル店か らの市場動向

⑤ 支店売上予定と本店売上予定の調整

(2)日 常営業活動に必要な情報の提供 ① 特約店台帳

② 販売費予算に基づく具体的手段

③ 予算実績比較表

④ 営業政策の具体化事項

(3)目 標 と実績の乖離を埋めるために必

要な情報の提供

① 地区別,特 約店別,個 人別売上実績

② 達成率

③ 未達成原因分析

④ リカバーするための手段

⑤ 修正目標

⑥ 収集すべ き特殊情報

ω 目標達成度の評価 ① 達成率原因分析結果(売 上増加率

天候要因 他社の動向)

② 評価基準

③ 個人別(地 区別)目 標達成順位

販売部 門には地区別,特 約 店別,担 当者別に当該期間の販売数量 を 目標

と して示 し,そ の達成度に よ り適切な評価 を行な うこ とが販売 活動 を一層

活動的 にす るのである。

この システ ムの 内容は次の通 りであ る。

(1)企 業の利 益計画に基づ く売上予定 と各支店の販売 目標 とを調整す る

こ と。(地 区別,特 約店別,担 当者別の レベルまで下げる)

(2)達 成過程 において実績値,パ ネル店か らの情報等によ り目標 との乖
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離 の 度合 を示 す こ と、,

(3)目 標 達 成 の た めに 必要 な手 段,方 法 を見出す ため の情 報 を提 供 する

こ と。

3]..2製 品 需 給 最 適化 シ ステ ム

この シ ステ ムは品 切 れ を起 さず,か つ トー タル ・コス トを最 小 にす る も

の で,品 切 れ防 止,工 場 の操 業 度 安 定,適 正 在 庫 の維 持 を前 提 と して い る。

こ の システ ムの た め に必 要 な機 能 と情 報 は次 の 通 りであ る、,

機 能 ピ 還 り 情 報 鶴 ㌶ たり

(D最 適需給計画の設定 ① 需要予測

⑦ 製造能力

③ 販売計画

④ 在庫能力

⑤ 製 造,流 通 コ ス ト

(2>コ ミ1ニ ケ ー シ ヨ ン ¢)円 滑 化 ① 生産,販 売部門の必要情報の明確化

② 伝達手段の検討

(3)計 画 と実 績 の乖離 の調 整 ① 生産,販 売,在 庫 の予定 値 、実 績値

② 市場動向の早期把握,伝 達

⑨

3.1.3輸 送 効 率 化 シス テ ム

ビールは液 体 をガ ラスの 曇 に 詰 め た も ので,重 く,破 損 し易 く,総 原

価 に 占め る運搬 費 の大 きい もの で あ るか ら,輸 送 を如 何 に効 率 的 に行 な

うか は ビー ル会社 に とっ て重 要 な課 題 で あ る,,本 調 査 で,工 場 か らの出

荷 に つ いて はLPに よる需 給 計 画 を,支 店 倉庫 か らの 小 口配 達 につ いて

は 配送 計 画 プ ロ グラ ム を説 明 してい るの で,こ こで は輸 送時 間 を短 縮 し,

輸 送 員 を最 小 にす る シ ステ ム の機 能 と情 報 を次 の ご と くま とめ た,,
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機 能 ぽ 還 り 情 報 ピ㌶ ㌫ り

(D効 率的配送計画の設定 ① 受 注 方式 の検 討

② 輸送 ス ケ ジ ュー リン グ ・モ デ ルの開 発

③ 車両 の運行 効 率

(2)物 的流通手段の効率的使用 ① 流通経路

② 輸送機関

③ ス トック・ポイン トの設置,規 模

④ 適正な車種別保有台数

(31実 績 情 報 の収 集 と分析 ① 採 算 性チ ェ・クの た め の実 績 情 報 の収

集

② 流 通 コス トの把 握

(4)運 送会 社 の管理 ① 育成管理方針の提示

② 一貫 した管理体制

③ 運賃荷役単価の決定

④ 外注作業の範囲'

⑤ 業績評価

人

3.1.4容 器 回収 システ ム

容器回収計画につい ては,短 期 プ ランニング情報 で述べ てい るが,製 造 に見

合 う回収 と新壕の補充計 画 をたて,工 場への配分 を適正 にす るためには次の機

能 と情 報 が必要 である。

機 能(こ のシステムがも
つべき機能)

情 報(畿 ㌶ ため)

(D製 造計画に基づく容器需給計画の設 ① 製品製造計画

定 ② 支店の回収予測の計算

③ 回転率,潴 溜日数の統計的処理

④ 破損率,未 回収率の算定
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⑤ 最少新墳投入量

(2)輸 送費最小の工場配分計画 ① 生 産計 画 と回収 予 測 の モデ ル化

② 異 常 値 発生 の とき の迅速 なブ イ ー ド ・

バ 。ク の体 制

「3}容 器 逼 迫時 の迅 速 な補 給 ① 短期回収予測

② 一時的回収促進策

3.1.5販 売部門の予算統制 と業績評価 システム

支店の販売 活動 を高 めるには,利 益主体制 を固め,目 標 を設定 し,そ の業績

を総合的 に評 価,表 彰す るこ とが必要 である。 そのために必要な機能 と情報は

次の通 りである。

機 能(1芸 還 り 情 報 雌 蕊 め)

(1}利 益目標 と業績評価に結びついた予

算編成

① 利益計画

② 編成方針の明示(支 店の自主性,分 権化)

③ 販売計画

④ 売上高と各費目との相関関係

⑤ 適正な仕切価格

(2)目 標達 成 状況 管 理 ① 予算使用状況

③ 目標達成度

(3)業 績 の評 価 ① 評価基準(収 益性,安 全性,成 長性など

を含む総合評価)

② 重点指標達成率

③ 差異分析

(4)報 償 ① 適切な表彰方法

② 業績向上への動機づけ

以上の営業部門の各 システムをま とめ た機能関連図 をかけば図3-1の ようになる。
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図3-1営 業 部門 機能 関連 図

一一25一



3.2ビ ール業 にお ける情報処理 の発展 と現状

3.2.1事 務処理機 械化の足 どり

2.3.3の 流通制度 で述べたご とく,ビ ール会社 の事務処理の機械化 は大都市

においては,メ ーカ ーが小売 店まで商品 を配達する(直 送)割 合が増加 したこ

どを背 景に発展 した。

即ち,大 都市,な かでも東京では昭和30年 前半 か ら,直 送の割合 が増 えた

ことが,ビ ールの需要 の伸び と相まって,出 荷伝票の数 を急速 に増加 させた。

そのため,支 店 と支店倉庫間にテ レタイプを導 入 し,売 上出荷伝票 をタイ プラ

イ ターで作成す る と同時 にその 内容 を,紙 テ ープに さん孔 し,そ れ をテ レタイ

プで伝送 して支店 倉庫 で出荷伝票 を自動的に作成す るシステ ムが生まれた。 昭

和36年 にはPCSが 導 入 され,こ の紙 テ ープをカー ドに変換 して,特 約店か

らの注文 による商品 の配送,空 容器返還の明細書 か ら,債 権,債 務の計算書作

成,即 ち,売 上代 金の請求書,支 払手数料 の計算,空 容器返還に よる代金支払

書な どの作成や 運送会社 に対す る運賃計算,更 に特約 店別 ・・地 区別な どの販売

統計 を機械化 してき:た。・

そ の後,特 約 店 か らの受注 にテ レックスが利 用 され テ・レタイ プに よる送信 は
じ ト

自動 配 信 装置 に よ り 自動 的 に 行tkibれ る:よ うに な つip・ 嗣40年 に なってP

CSは ・ ン ピ1.。一・に 代 り,・ ・鰍}・ は オ ソ ・イZ・1リ ア・レタイAに よる受

注 出荷 シ スデ ム 繊 動 ず る よ う.にな った・ ・

・ン ピ・ 一 タ唖 用業 務 は 第 ・世 代の ・ ン ピ=タ 樽 入 され て か ら拡 張 さ

れ,統 計,OR手 法 を活用 した需要予測や需給計画(後 述)を 始 め,全 従 業員

の賃金計算,賞 与計算 を含む人事,労 務,厚 生関係の事務処理,原 材料の購入

か ら受払 い,在 庫計算,固 定資産の減価償却や支店販売会 計 な どの経理関係 な

どを機械化 してい る。 しか し,コ ンピュータの全稼 動時間 の60%以 上は販売 ・

流通関係の業務処理 と管理繍 の作 成に占め られてい る・ これ}まビール会社の

情 報処理 のニーズが,前 述 したごとく直送 の増加に よ り多量の受注 をすみやかに

配達 しなければな らない こ と,大 麦,ホ ップな ど農産物 を主原料 とす る多量見
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込 生 産 方 式 にお い て は,製 品 の需 給 と空 容 器 の返 還 予 測 さえ把 握 してお けば,

製 造 工 程 にお け る情 報 の 処理,加 工,伝 達 に は コ ンピュ ー タ活 用 の ニ ー ズが少

な い こ とに よる。

こ の傾 向は ビ ール 会 社 に限 らず,食 品 業 全 体 に つ いて も い える こ とで,オ ン

ライ ン ・システ ムが稼 動 して い る会 社,近 く稼 動 す る会 社 の適用 業 務 は ほ とん

ど受注 処理,出 荷手 配 と販 売 デ ー タの ギ ャザ リン グで あ る。 しか し将 来 は ビ ー

ル会 社 に おい て も商 品 の 多様 化 か ら製造 計 画 や 原材 料 の在 庫管 理,自 動 発 注 な

どに コン ピュ ー タが 活 用 され て くるの で は ない だろ うか。

3.2.2関 連 企 業 と の情 報 処 理 シス テ ム の 結び 付 き

昭 和36年 に ビー ル会 社(当 時3社)は 東 京 都 内の小売 店 の コ ー ド番 号 を統

一 しよ うとい うこ とに な り ,3社 が そ れぞ れ手 わ け を して 作 成 した の が,酒 販

店 の統 一 コ ー ドであ る。

これは前 述 した ご とく,直 送方 式 が多 くな り,出 荷伝 票 に小売 店 の 住所,店 名

を記入 す る と同時 に,処 理 を機械 化 す る た め に,コ ー ド番 号 をっ け な け れ ば な

らな くな っ た こ とが 契 機 にな ってい る。

そ の後,醤 油,酒 類 メ ーカ ー と特 約 店 も使 用 で きる よ うに食 料 品 の 販売 店 も

加 えて広 く使 用 され てい る小 売 店 の統一 コ ー ドであ る。 こ れ に加 大 してい る メ

ーカ ー ,特 約 店 に は,小 売 店 の追 加,変 更 が あれ ば,直 ち に コー ド ・セ ン ター

か ら連 絡 が あ り,共 通 の コー ド番 号 で運 用 され てい る。 こ の標 準統 一 コー ドは

現 在,東 京,大 阪,名 古屋 な ど主 要都 市 で そ れぞ れ 設定 され,漸 次 全 国的 な も

の に な って い る 。

こ れ を背 景 と して,45年 秋,コ ン ピュ ー タ を導入 した大 手 特約 店 が 中心 に

な って,メ ーカ ー に 出荷 情 報 を コ ン ピュ ータに 直接 イ ンプ ッ ト出来 る 媒 体 で 提

供 して欲 しい 旨 の依 頼 が あ った。 こ れが発 展 して 現在,食 品 メ ーカ ー10社 が

特約 店23社 に 磁 気 テ ー プ で出荷 明細 の情 報 を提 供 して い るSDP(SaKe

SyokuhinDataPoo1)と な った の で あ る。 従 来 直 送 分 に つ い て は,

特 約 店 は メ ーカ ーか ら送 付 され た 出荷 明細表 をみ て小 売 店 へ の 出荷 情 報 をキ ー
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パ ンチ し,小 売 店に 対す る 売 上 伝 票 を作 成 して い たの で あ る。 しか し,処 理 の

迅速 化,キ ーパ ンチ に よる エ ラ ーの 防止,省 力化 な どの 効 果 をね らって メ ーカ

ーか らの デ ー タ を直 接 コ ン ピュ ー タにイ ン プ ッ トす る方 式 と してSDPが 誕 生

した の で あ る。 この 方 式 は小 売 店 コー ドが統 一 化 され てい たた め,デ ータ を提

供 す る メ ー カー側 も そ れ程 の 負担 な しに提 供 で き,特 約 店 の メ リ ッ トが大 きか

った た め 参 加す る特 約 店 も増 え,近 く大 阪地 区 で も同様 の シス テ ム が動 き出す

予 定 であ る。

SDPの 成功 に よ り,次 にそ の裏 返 しに なる,特 約 店 が 小売 店 に 出荷 した 販

売 デ ー タを,メ ーカ ーが 同 じよ うな方 式 で提 供 を うけ るRDP(Retai・l

DealerDataPoo1)が47年6月 よ り始 ま った 。RDPは 一部 有料

で,デ ータの 提供 を うけ る とい う点 に特 徴 が あ るが,い ず れ に して も,メ ーカ

ー と特約 店 の間 で キ ーパ ンチ とい う手 間 をは ぶい て,迅 速 性,正 確 性,省 力化

をね らった もの で,当 業 界 の 情 報 処理 の 一 つ の特 徴 とな っ てい る。

この よ うに流 通,物 流 関 係 の情 報 処 理 は国税 庁 が 中心 に な って 実 施 してい る

酒類 卸売 業 の近 代 化計 画の 一環 に そ った もの で,ビ ール会 社 もそ れ に協 力す る

と同時 にそ の方 向 にそ った 機 械 化計 画 をた て て い る の であ る。

ψ
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6

4.フ 。ラ ン ニ ン グ 情 報

4.1長 期 経 営 計 画

4.1ユ 長期経 営計画の概 要

(1)長 期経営計画 の特性 と推移

長期経営計画 と呼ばれ るものは,長 期的な企業環境 の変化に適応 して,企

業 の長期的 発展 をはか る具体的 な一つの ツールであ り,産 業 の特性,企 業 の

状況に応 じて,様 々な形態 と機能 を持つ もの であるこ とは 、い うまでもない。

ビール産業 の特性は,既 に産業の概要 におい ても説明 した ところであるが ,

長期経営計 画 との関連 で考 えれば,以 下の事柄 を列 挙す ることが できる。

① 嗜好 品の特性 として,需 要が景気変動等に拘 わ らず比較的安定 している

こ と

② 装置産業 である こと,製 造 工程 で長期の熟 成期間 を要す ること等 か ら,

製造能 力の弾 力性 に乏 しく,短 期的な製造計 画の修正は困難な こと

③ 更に,主 原料 である麦芽,ポ ップ等 が ビール醸造の ための特殊 な農作物

で,供 給 が制約 されてお り,安 定的な確保 のためには,契 約栽培 ない しは

長期 の購 入契約 が必要 である こと

上記の② 及び③ の特性か ら,ビ ール産業 においては常に長期的な業 務の計

画が必要 とされ,し か も4.3に 見 られるよ うに,精 度の高い需要 予測が可能

なこ とに よ り比較的 現実的な諸計画の策定 され うるこ とか ら,早 くか ら長 期

の経営計画 の制度が導 入され,定 着 している。

しか し,そ の 目的 と機能は,企 業環境 の変化 と企業 の成長 に伴 ない次 の様

に変 って きてい る。

① 当初の段階 では,長 期 予算的性格が強 く,製 品の需 要予測に基づ く設備

投資 の計画 ・及び この設 備計画 を前提 と した需給計画 における利 益金並び
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に資金 の見通 しをたて るこ とを主 目的 としていた。

② 次 に,総 合的な経 営計画 と して,各 部 門の具体的な構造計画 を組み こみ,

設備計画 と財 務の見通 しを超 えて,経 営 目標 に基づ く部分計画 の最適化 を

はかる ことが,主 目的 と して追加 されるに至 る。

③ 更に,最 近 では戦略的 な企業計画 を製品需給計画等 の基 本計画 と共に全

体最適化 を 目標 と して展 開 し,構 造計画 をこの観点か ら調整す るこ とを狙

いとしている。このため戦略的な企業計画展開に必要な期間 として,長 期経

営 計画 の期間 も10年 間 と し,10年 間の展望 を試み るこ とで設定 される

戦 略計画に基づ き,近 接 の5年 間の構 造計画 を策定 している、,なお,一ヒ記の

推 移は,ビ ール産業 における成長,成 熟 とほぼ,期 を一 に してお り,① は

急激な成長の時期,② は安定 成長 に向い,成 長 以外 に解決 を必要 とされる

構 造上の諸問題が浮かび 上 って きた時期 に,又 ③ は安定成長か ら成熟に向

う過程 で企業 としての新たな展開のための方策 を求める必要 の生 じた時期

等の,そ れぞれの時期 に相応 した機能 を果 してきた と考 えられる。

(2)長 期経営計画の機能 と目的

長期経営計画 の機能 と目的は,既 に前節で も触れたが現状 におけるそれ を,

要約 して列挙す れば以下の とお りである。

① 長期的な展望の もとで,適 切 な 目標の設定 を行 うこ と

ビール を主体 とす る既 存事業分野 の展望は,比 較的 高い精度で 予測可能

であ り,企 業 目標に対 して,ど の程度のギャ ップが生 じるか推計 し得るので,

これ を埋 めるための 目標 と計画 を策定す る。

② 長期的な予測の上で,適 切な意 思決定 を行 な うこ と

設備の建設,稼 動 までには,通 常3年 近い期間が必 要なだけでな く,原

料の確保 のために は,極 めて長期の原料需給の見通 しに基づ き,契 約栽培,

長期購入契約 の締結が必要で ある。

又,装 置産業 の特性 と して,原 価に 占める固定費の ウエイ トが高 く,操

業度 を常に一定水準 以上 に維持 する必要があ る。
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なお,設 備投資額は,消 費材,し か も食品の メーカー としては例外的に巨

額 である。

③ 個別 プロジ ェク ト計画 の評価 と調整 を行な うこと

個 々の プロジェ ク トを,総 合的な経 営計画 に及ぼす影響 で評価 し,調 整

して実現可能 な計画 を求 める。

このため,ま ず選択 可能な個 々の プ ロジェク トを列挙 し,そ の プライオ

リティ を明 らかにする ことが必要で ある。

④ 長期経営計画策定 の過程 を通 じて,基 本的 な経営方針 に対す る コンセ ン

サスを形成す ること

経営上の問題点 を明確 に し,目 標 を設定 し,更 にそれに対す る具体的な

計画 を策定する過程 で,ト ップ・マネージメントの審議,決 定 はもちろんの こ と,

各部門 の担当者に,立 案 の段階 か ら参画 を求め,構 造計画 に具体性 を帯び

させ る ことと同時に,問 題の認識において共通の基盤 を作 り,基 本方針に

対す る理解 と合意 の形成 を狙い としてい る。

この ことは特に,日 常業務 に埋 没 しがちの ライ ンの担 当者が,長 期的展

望にお ける経営計画 の具現化 として,業 務 を認識,展 開す るこ とを期待 し

ての考 えで ある。、

4.1.2長 期経営計画 策定のプ ロセスとその組織

長期経営 計画策定の プロセスは図4-一一1に 示す とお りで あ り,プ ロセスに し

たが って簡 単に説明 を加 えれば,下 記の とお りである。

(1)長 期経 営計画の前提

長期経 営計画の前提 と して,2つ の予 測 を行 な う。

1つ は企業の経営環境 としての経済 社会の動 向の予測 であ り,も う1つ は,

これに関連 す るが,製 品の 具体的な需 要予測である。

製品の需要予測につい ては,別 章にて詳説する。

企業の環 境予測 と して,と り上げる項 目は以下 の とお りで ある。

① 国民総 生産の推移
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(1)計 画 の 前 提 ① 経 営 環 境 予 測
(企 画部門)

② 需 要 予 測

一 一 ー ー ー 一 口 一

(2)計 画 の 目 標

一 ー 一 一 一 一 ー ー 一 一 一 ー ー 一 一 ー 一 －

F

一 一 一一

→ ③ 長 期 計 画 の 目 標 一(企 画 部 門 → トップ)

一 一 一 一 ー ー 一 一 ー 一 一

委 員 会(
→ ト ップ)

企 画部 門

一 一 ー ー ー ー ー 一 一 一 一 ー ー ー ー 一

関係 部 門(
→ トップ)

企画 部 門

門_____一 一 ー ー ー ー 一 一 一 一 一 一 一 一 ●

(関 係部門、企画部門)

(3)戦 略 計 画

一

、'

→

④ 新 事 業 開 発 計 画

⑤ 技 術 開 発 計 画

⑥ 合 理 化 計 画

一

(4)基 本 計 画

、!

⑦ 製 品 需 給 計 画
'

⑧ 設 備 投 資 計 画

r

一 一 ー 一 一

(5)構 造 計 画

一

一 ー 一

「

⑨ 資 材 計 画

⑩ 要 員 計 画

⑪ 組 織 計 画

⑥ 総 合 計 画

　

、　

一 ー ー

プ一 一

⑫ 第1次 利 益 計 画

⑬ 第1次 資 金 計 画

し

－No・

、

Yes_

、'

⑭ 第2次 利 益 計 画
(企 画部 門 → ト・プ)

⑮ 第2次 資 金 計 画

図4-1長 期経 営 計画 策 定 の プ ロ セス
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② 人 口構造 の推移

③ 産業構造 の変化

④ 生活様式,生 活意識の変化

⑤ 価値観の変化

⑥ 関連産業(流 通業他)の 変化

⑦ 企業構成員の価値観 の変化

⑧ ・その他

上記の うち,最 も予 測が困難 なの は,価 値観の変化で ある。生活意識 及び

価値観の変 化 も,生 活 様式の推 移が ・アメリヵナィゼーシ。ン の過程 と して,

把握 で きた段階 では,そ の関連 においてあ る程度 まで,動 向 を予測で きたが,

最近の よ うに情報 に よる世界の一体 化が進 み,社 会現象生起 のタイ ム ・ラグ

が極 めて短 かい状況では,予 測の参考 としての先 例を見出す ことが困難で あ

る。

しか し,基 本的な方 向 として意 思決定へ の参加の欲求 の高 ま り(具 体的 に

は,政 治的 には市民運動,経 済的には消費者運動,企 業 内では経営 参加)と,

真 の豊 かさへ の希求 として把 えるこ とがで きる。

(2)長 期経営 計画の 目標

企業 の経営 目標は,一 言 でい えば 「よ り良き状態での存続 」と規定 で きる。

この 内容は

① 環境変化 に適応 して収益 力の増 大 をはかること(事 業範囲,利 益 目標・販

売 目標の確定)

② 構 成員,関 係者の利益逓増 をはかること(株 主配当,製 品々質の改善 と価

格安定,従 業員給与福祉等 の 目標確定)

③ 社会的責任 の遂行(公 害の防 止 ・パブ リック ・サー ビスの実施の 目標

設定)

等 と して考 え られる。

この具体的な 目標水準の設定 は,企 業経営 の最近の成果,企 業 の経営環境
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の変化等 の予測,ト ップ ・マネージメン トの意向等 を考慮 して企画部門が立

案 し,ト ップ ・マネ ージメン トの審議決定 を得る。

(3)戦 略計 画の策定

長期経営計画 の 目標 に基づ き,戦 略計画の立案,調 整が行なわれ る。

戦略計画 の立案 に際 しては,主 と して各部 々長に よ り構成 され る,開 発委

員会及び 合理化委員会がその機能 を果 してい る。

両 委員会 は,共 に企画担当役 員が総括 し,企 画部門が事務局 と して調整す

る。

最終的 な審議,決 定は常務会 で行なわれ るが ・事前に関係各部門 とは十分

な調整 を行な う。

戦略計画 も,あ る段階では戦略計画遂行の前提 の整備 を 目的 とし,戦 略的

観点 か らの組織計画 他の構造計画への方針提 示 に とどまるこ ともあるが,こ

れも又,極 めて重要な こ とと考 えられ る。

(4)基 本計画の策定

基本計画で ある製 品需給 計画 及び設備投資 計画につい ては,次 第 において

詳述す るが,簡 単 には以下の とお り行なわれ る。

① 販売計画 の確定

企画部門の製 品需要予測・長期経営計 画 目標に基づ き・営業 ・企画両部

門 で合議 し策 定 した案 を トップに提出 し,審 議,決 定 を受 ける。

② 生産計画の策定

今後 の操業の諸条件及び輸送,保 管等の物的流通 に関す る諸条件 を前提

と して,① に定 めた販売 計画 を満足 させ る生産計画 を製造部門,企 画部門

の合議で策定 す る。

③ 設備投資計画の策定

この生産計画遂行 のために,既 存の製造 設備に追加 して必要 とされる製

造能力 を算定 し,主 として輸送 費最小 の1.P.計 算 を基準 と して,新,増 設

の設備計画 を企画部 門にて策定 し,ト ップの審議,決 定 を うける。
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なお・上記の検討 ない し前提条件(操 業他)の 設定 に際 して企画部門は
,

勤労 ・人事 ・輸送部門等 の関係各部 よ り資料の提 出を求め
,又,見 解 を正 し

て参考 としている。

(5)構 造計画 の策定

戦略計画及び基本計画 に基づ き関 係各部 は担当す る諸個別 緬 に関 して
,

具体的 な構造計画 を策定 する。

ビール企業 におけ る特徴的 な事柄の一つ として
,資 材 における容器(曇,

箱)の リンク制 源 料(麦 芽 ・ホ ・プ)に おける安定 確保 のた めの醐 契約

制度 をあげる こ とができる。

容器につい ては短期 プランニング情報 において説明す るの で省略す る
。

ビールの主原料である ビール麦 及び ホ
ップは,い ず れ も ビールの醸造 にの

み用い られる農作物 であ り,そ の需要 が限定 されてい るため
,供 給 する耕作

者 も必然 的に限定 され る。 又,収 穫が年1回 に限 られるだけ でな く
,ホ ップ

の場合は多年性 の栽培植物 で,長 期の需要見込みがない限 り
,圃 場 の増反は

実施 囎 い・したがって・・れ らの原料は,糊 の段階で ,長 期 の購買契約 を結

ぶか・又 は ビール麦 を加工 した麦芽の購買契約 を締結す るとい うことが
,安

定的に,し かも有利 に調達す るため に多 く行なわれ ている
。

このため・生産 計画に基づ く・必要原料 を確保するために,世 界的な供給

体制の動 向 を予測 し,価 格の推移 を見込んで ,最 も安全,有 利 な形 での契約

地域,契 約量 を決定 してい る。

た だ し,購 入量 の全部 が契約購 入される訳 でな く,生 産 計画の変化,及 び

価格の変動等 を考慮 して,必 要年度に,市 場 において購 買す る物 も残 されて

いる。

(6)利 益計画 と資 金計画の策定

(3)以降 の計画 に基づ き,利 益計 画,資 金計画 を策定す る
。

策定 された利 益計画及 び資金計画が,長 期経営計画 の 目標水準 に達 しない

場 合は・基本計画 に戻 って ・製品構成,販 売計画等 を修正す る
。 この修正で
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も,目 標水準 に達 しない場 合は戦略計画に フィー ドバ ックされ開発計画ない

し合理化計画の修正 を行な う。更に,こ れ らの修 正 を重ねて も・ 目標 とす る

水 準に達 しない場合 は,目 標 その ものの現実性 に疑問 があるこ ととな り・ 目

標 自体の修 正が必要 とされるのである。

(7)ト ップにお ける審議 ・決定

目標に適 合す る利 益計画及び資金計画 が策定 される と,全 計画 を総 合 して,

改 めて トップの審議,決 定 を受 ける。

決定 された長雛 営計画は,事 業総予算及び設備 予算の基本方針ない し前

提 として用い られ る。

又,そ の他 の諸 プ・ジ 。ク トの検討 ・評価に際 して も洞 様の離 を有す

る。

4.1.3製 品需給 計画

長期経営計画策定 の プ ・セスで触 れた よ うに,長 期縫 計画の蹴 は・これ

を① 目標,② 戦略計 画 ③基本計画 ・④髄 計画 ・⑤財務計 画 と して区分でき

るむ

これ らの諸計画 のうち,す べての企業に共通の もの ・ま避 け・ ビール企業 の最も

特徴的 な内容 を有す る もの として ピー・レの製需 給計 画 を取 りあげ ・その 目的 ・

構造,及 び策 定の プ ロセ スを説 明す ることとす る。

(1)ビ ール製品需給計画の 目的 と構造

① 最適生産,輸 送計画の策定

ビール企業で は 洞 一の商品 を全国多数の工場で生産 ・供給 している・

そのため地域 間の需 要 と供給 を醐 に綻 する ことが濡 糸合計画 の 目標

であるむ

この場合,年 間合計で輸送費最小のLP.計 算 を行な うことで済めば容易

であるが,ピ ー,レ企業 の特徴であ る⑤需要 の著 しい季節変動(最 醐 にお

いては需要〉 製造能 力 である ことが・年間での効率的働 のための条件 と

なる),⑤ 製 造が仕込 ・繊 ・臓 ・仕上 と・・う・ミ・処 理 による工程に区
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分 され,そ れぞれ に操業条件が設定 されるこ と等か ら,単 純 な輸送LPモ

デルの適用に よっ ては,有 効な需給計画の策定はで きない。

そ こで,時 間 の変化 に対応 して,条 件 も変化す ることを前提 と した ダイ

ナ ミック ・プログラ ミング手法 を採用 した。

この手法の特徴 は,関 数方程 式 をもとに して多段階 のデ シジ 。ンにおけ

る最適解 を求めてい くもので,コ ンピュータにより最適 製造計画 と最適輸

送保管計画 を策定 してい る。

② 需給計 画の ダイナ ミック ・モデル

このモデルの概要 は,次 頁 の図4-2に 示す とお りで ある。

この モデルは,大 別 して製造工程の解 析に基づ く製造能力 モデル と,輸

送条件 ・保管 条件 に基づ く輸送 モデルのサブ システ ムか ら構成 されてお り,

イ ンプッ ト・ デー タ としては,販 売計画(月 別,地 域 別,品 種別),製 造

設備の操業条件,輸 送 及び保管の条件が必要 である。

(2)ビ ール製品需給計画策定 の プロセス

ビールの製品需給計画 の策定 プ ロセスは表4-1に 示す とお りで ある。

① 即ち,ま ず前提 と しての販売計画 が,品 種 別,地 域 別,月 別 に策定 され

る。

② 次に,そ の他 の前提条件 として,労 働条件の動 向予測に よる ビール製造

設備 の操業 条件(労 働時間,週 休 日,残 業可能時間及び 日数)と 輸送,保

管の基本条 件(機 関別輸送 費動 向による工場 → 需要地輸送料率,市 中営

業 倉庫に よる地域 別保管能力等)を 設定する。
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表4-1ビ ール 製 品需 給計 画策 定 プ ロセ ス

(1)前 提計 画 の策 定 ① 販売計画策定 ④ 月別 ◎ 地域別

◎ 品種別

(2)前提条件の設定 ② 製造設備操業条件の設定

③ 輸送 ・保管条件の設定

④ 労働時間の短縮

◎ 定期修理

④ 市中保管量限度

◎ 輸送保管費

(3)設備投資計画の

策定

④ ビール製造設備増強計画の

策定

⑤ ビール保管設備増設計画の

策定

④ 輸 送 費最 小(シ ミュ レー シ

ョン)

㊥ 総 原価 最小(製 造 ・保 管 の

トレー ド ・オ フ)

(4)製品需給計画の

策定

⑥ ビール製品需給計画の策定 ④ 輸送保管費最小LP計 算

③ これ らの前提条 件か ら,次 の ステ ップによって,設 備計 画 を策定する。

⑤ 既設 の製造工場 に ダ ミーと してのX工 場 を加 え,前 記 の販売計画,そ

の他前提条件 を用 いて ・輸送費最小のLP .計算 に よる需給計画 を求める。

この場合X工 場 の製造能 力は無限大,又,需 要地へ の輸送費は,他 工

場 に比 して最 高 と設定す る。(他 の工場が フル操 業 となっては じめてX

工場 が稼動す る)

⑤X工 場の製造 数量 に より,必 要 とされる追加製造 能力 を決定す る。

◎ 前記LP.計 算に於 ける,既 設各工場 の感度係数(製 造能力 を1単 位追

加す るこ とで得 られ る輸送費減少額)を 参考 とし感 度係数の高い工場 に

近接 の新増設候補工 場に,⑤ の追加製造 能力 を割 当て る。

⑧ 候補工場の優劣 が定かでない ときは,そ れぞれの場合 の需給計画 を策

定 し,輸 送費 の少 ない もの を選択する。

⑤ 保管能 力は,ビ ール需要 の著 しい特徴 の一つで ある激 しい季節変動 を

調整 する もので あ り,製 造能 力 と トレー ド・オ フの関係 にある。
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即 ち,製 造能 力に余 力が あれば,最 盛期 に対する製品 備蓄は不要 とな

り,逆 の場合は,保 管能 力の必要が高 まる。 この両者 のバ ラ ンスを最適

化 す るため総原価を最小 とす る比率 を求め,保 管能力 を決 定 してい る。

なお,以 上の ステ ップにおける計算 は,い ずれ も コンピュータによ り

な されてい る。

④ 最 後に,再 び,前 提 となる販売計 画,そ の他の前提条件,及 び既設の製

造,保 管能 力に加 えて,先 の プロセスで決定 した追加製造,保 管能 力等 に

基づ き,輸 送費,保 管費 を最 小 とす るLP.計 算 モデルに よ り,製 品需給計

画 を策定す る。

4ユ.4長 期経営計画 と外部情報

長期経営計画は,経 営環境 の変化 に対応 しての総合的な計 画の策定 を 目標 と

する ものだけに,最 も外部情 報 に依 存す る ところの大 きい もの とい える。

外部情報 を大別す る と,以 下 の とお りである。

(1)企 業の環境動 向に関す る もの

企業の環境 は,こ れを細分す れば,⑤ 世界経済 の動 向 ⑤ 日本経済

の動 向 ◎ 社会環境の動向,等 とな る。

これ らは,い ず れ も主 と して,政 府,銀 行,民 間研究所 の予測等 の報告,

過去 の動 向分析に よる展望等 に依 っている。

これ らの外部情 報は,① 経営 計画 の 目標の設定,② 開発計画の基礎資料

及び③ ビール等 の製品需要 予測のデ ータと して用い られる。

(2)経 営資源の予測 に関す るもの

経営資源 と して の①要員,② 資材,③ 土地他等の供給 ない しは制約 に関

するもの で,直 接 にはそれぞれ,要 員計画,資 材計画等の構 造計画の方向

付 けの基礎 デー タと して用い られる。

もちろん,経 営資 源に関する制約条件 に,著 しい変化が予測 され,企 業

経営 に重大な影響 が及ぶ と考 え られる場合は,経 営計画の 目標設定ない し,

戦略計画,合 理化計画策定 の資料 として も用い られ る。
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労働 力,労 働条 件等 に関する外部情報 は経営環境 に属す るもの とも考 ら

れ,主 として,政 府,公 共的諸団体 の動向予測 を加工 して利用す る。

資材等 に関 しては,一 部政府及び外国政府 の農作物 に関す るデ ータに も

依存す るが,多 くは,商 社他の関連業 界の情報 を,直 接の購買窓 口を通 し

て収集 し,分 析,利 用 してい る。

外部情報 に対す る経営計画の依存度 は,企 業環境の変化が激 しくなるに

つれて,高 ま りつつ あるが,現 状では,有 効な外部情報探索 の シス テムが

確 立 していず,外 部情報に関す る探索,利 用の システ ム確立 が緊 急の課題

と考 え られる。
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表4-2経 営 計 画 情 報 リ ス ト

情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利 用 部 門
必要度 充足度

AB.C A.B.C

(経 営環境予測)

経済見通 し
経企庁 ・銀行
研究所他 年 企画 ・調査 A A

産業構造の見逸し 諸官庁,他 〃 〃 A B

人口構造の推移 総理府,他 〃 〃 A A

経済月報 企画庁 月 〃 B A

経済統計月報 日本銀行 〃 〃 B A

他社企業動向 新聞 ・雑誌 〃 A B

〃 有価証券報告書 大蔵省 半年 〃 A A

海外同業企業動向 雑誌 〃 B B

〃 年次営業報告書 直接交換 年 〃 B A

経済白書 企画庁 〃 〃 A A

国民生活白書 〃 〃 〃 A A

労働白書 労働省 〃 〃 A A

環境白書 環境庁 〃 〃 A A

公取委 年次報告 公正取引委員会 〃 〃 A A

企業経営の分析 三菱総合研究所 半年 〃 B A

主要企業経営分析 日本銀行 〃 〃 B A

中小企業の経営指標 中小企業庁 年 〃 B B

卸売物価 日本銀行 ・総理府 月 〃 A A

消費者物価 〃 〃 〃 A A

(設 備)

販売計画 営業 ・企 画 年 企画 A A

輸送事情の動向 輸送 〃 〃 A A

現有設備分析 製造 〃 〃 A A

労働事情の動向 人事 ・勤 労
〃 〃 A A

製造技術開発計画 鎚 〃 〃 A C
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情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利用部 門
必要度 充足度

A.B.C A.B.C

環境保護に基づく規制 地方自治体 他 年 企画 A B

工業用水 日本工業用水協会 月 製造 A B

水道協会雑誌 日本水道協会 〃 〃 A B

食品衛生学雑誌 日本食品衛生学会 〃 〃 B B

官公庁公害専問資料 公害 研究 対策 センター 〃 〃 A B

産業公害 産業公害防止協会 〃 〃 B B 、

情報管理
日本科学技術情報セ
ンター 〃 〃 A B

Brauwissenschaft ミュ ンヘ ン工 科大 学 〃 〃 A B

Jounalofthe

Inst.ofBrewi㎎

ブルー イング リサーチ
ー"

フ ァンァ ーシ ョン
〃 〃 A ・B

1

(需 給)

需要予測 企画 年 企画 A A

販売計画(地 域別) 営 業 ・企画 〃 〃 A A

〃(品 種 別) 〃 〃 〃 A A

〃(月 別) 〃 〃 〃 A A

現有製造設備分析 製造 1

〃 〃 A A

製造設備投資計画 〃 〃 〃 A A

現 有保管設備の分析 輸送 〃 〃 A A

保管設備投資計画 〃 〃 〃 A A

製造設備操業計画
1製造
・勤 労 〃 〃 A A

輸 送機関の動向 輸 送,
〃 〃 A A

輸送費の動向 〃 〃 〃 A A

(構造計画)

原料供給動向 原料 年 企画 A A

:

材料供給動向 資材 〃 〃 A B

農業白書 農林省 〃 原 料 ・資材 B B

農林水産統計 〃 〃 〃 A B

作物統計 〃
〃 〃 A B
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情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利 用 部 門
必 要 度

A.B.C

充 足 度

A.B.C

農林省統計年表 農林省 年 原 料 ・資材 A B

食糧管理統計年表 〃 〃 〃 A B

食糧管理月報 〃 月 〃 A B

農林統計調査 〃 〃 〃 A B

GrainBulletin 英政府 年 〃 A B

労働法令通信 労働法令協会 旬 勤 労 ・人 事 A A

賃金通信 〃 〃 〃 A A

労務管理通信 〃 〃 〃 A A

活用労働統計 日本生産性本部 年 〃 A A

アメリカの労働事情 米大使館 月 〃 B B

(財 務計画)

売上計画 営業 ・企画 年 企画 A A

設備計画 製造 ・企画
〃 〃 A A

生産計画 〃 〃 〃 A A

在庫計画 輸送 ・製造 ・営業
〃 〃 A A

輸送計画 輸 送 〃 〃 A A

要員計画 人 事 〃 〃 A A

関連会社事業計画 関連会社 〃 〃 A A

開発計画 研 究 所 ・開 発
〃 〃 A A

原材料調達計画 資 材 ・原料
〃 〃 A A

金融事情の動向 経 理
〃 〃 A B

他企業の動向 有価証券報告書 〃 〃 A B

海外同業会社の動向 営業報告書 〃 〃 A

'

B
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4・2需 要予 測

4.2ユ 予 測の 種 類

ビ ールの需 要 予 測 は 次 の2種 類 に 分 け る こ とが で きる。

第1は 予 測 の期 間 に よる分 類 で あ る。 当 社 で は翌 年1年 間 の 予 測 と向 う6年

間 の予 測 で,前 者 を短 期 予測,後 者 を長 期 予 測 と呼 ん で い る。 短 期 予 測は 主 と

して需 要 の"量"が ど うな る か に ウエ イ トが置 かれ てい る が,長 期 予 測 は主 と

して需 要 の"方 向","強 さ"が ど うな るかに ウエ イ トが置 か れ て い る。

第2は 予 測 をす る主 体 に よる分類 で あ る。 ひ とつ は 企画 部 門 の行 な うもの で,

全 国 をひ とつ の 市場 とみ な して,商 品 の 国 全体 の需 要 動 向 を分 析 し,需 要 モ デ

ル をつ くっ て将 来 を予 測 す る マ クロ的,統 計分 析的 な需 要予 測 で あ る。 いま ひ

とつ は営 業 部門 の行 な うもの で,各 支 店 ご とに担 当地域 の需要 予 測 を行 ない,

これ を集 計 して全 体 を把 握 す る もの で あ る。 この方 法 に よる予 測 に は,各 地 域

の特性 が十 分 に織 り込 ま れ,ま た 日常 の販 売 活動 で 鍛 え られた 鋭 い カ ソが生 か

され る とい う長所 が あ る。 いわ ゆる ミク ・的積 上 げ予 測 と呼 ば れ る。 最終 的 に

は この2つ の予 測 が 調 整 され て一 本 化 され るこ とは言 うま で も ない 。

以上 の よ うに,需 要 予 測 は い くつ か の種 類 に分 け られ るが.こ こ で は企画 部

門 の行 な って い る ビ ール の長 期需 要予 測 を中心 に話 を進 め て行 くこ とにす る。

4.2.2予 測の 目的

(1)短 期 予測 の 目的

ビ ールの 短 期 予 測 は,次 年 の ビー ル需 要 は数 量 的 に み て どの 位 に な る か

を ま とめ る も の で あ る が,こ の 予 測 の 目的 は,営 業 部 門 が策 定 す る次年 度

の 販売 計 画 が,マ ク ロ的 に み て不 自然 な もの でない か ど うか をチ ェ ッ クす

る資料 とす る こ とで あ る。 各 支 店 は 本店 よ り示 され る次 年度 の 販売 方針 を

も とに 各地 の ビ ール需 要 を予 測 し,そ の 中で ど う売 っ て行 くか を考 え るわ

け であ るが,そ れ を集計 した もの が企 画 部 門 の マ ク ロ的 予 測 と大幅 に異 な

る よ うな ら再 検討 の余 地 あ り とみな し,販 売 計画 を修 正 す る こ とに な る。

支 店 サ イ ドで予 測 し,積 上 げ た数 値 とい うの は ど う して も足 も との実 績
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に左右 され がちであ り,現 在の需要が旺盛だ と強気の予測 とな り,現 在 の

需要が不振 だ と弱気 の予測 にな る とい う傾 向があ るが,こ うい うバイ アス

を正すのが統計分析的 予測の役 目である。

(2)長 期 予測の 目的

長期需要予測 の 目的 は,長 期 経営計画 を策定す る際 の基礎資料 とす るこ

とであ る。経営計画 の基礎 とす るためには,将 来 の需要 について数値 をも

って表 現する必要 がある。 したがって,一 応予測値を示す こ とにはな るが,こ

れは 目安 であ り,そ れ よ りもむ しろ考 え方を重視 してい る。即 ち,何 故 に

そ うい う数値 を示 すに至 ったか とい うご とを,過 去の需 要動向 をど う分析

し,現 在 の需 要段階 をど う認識 し,将 来 を どうい う風に考 えるかを明 らか

に しなが ら示すのであ る。

4.2.3需 要予測のプ ロセス

(1)需 要動 向分析

需要予 測の基礎 は需要 動向分 析であ り,こ れが うま く出来れば予測 は半

ば終った よ うなもの と考 えて よい。

まず過 去10～15年 間 のビール需要動 向を分析 し,ビ ールの需要要 因は

何であ り,そ れが どの程度需要 に影響 を与 えてい るのか を明 らかにす る。

需要要因 の影響度合は時間の経過 と共 に変 って くるので,そ の変化の具合

を追 求す る。過去 の需要動 向を多角的 に分析 して いると,ビ ールの需 要は

現在 どうい う段階 にあ るか とい うこ とが 自然 とわかって くる。 ビール需要

の将来 を予測 するには,何 を手掛 りとす れば よいかもおのずと浮んでくるも

ので ある。需 要動 向分析 の主 な内容 を示 す と次の様にな る。

① 七 一ノレと他 酒類 との競合 関係

② ビール消費構造 の変化

③ ビール消費 と所 得水準 との関係 吉

④'ビ ール消費 と物価,価 格 との関係

⑤ ビール消費 と天候 との関係 …
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⑥ 食生活,生 活様式 の変 化 とビール需要 との関係

⑦ 消費者 の考 え方,欲 求の変化 とビール需要 との関係

⑧ 酒類,ビ ール消費の国際比較

(2)需 要 モデル の作成

長期需 要予測の場合は需要動向分析 に よって需 要の将来 の方 向とその強

さがわかれば 目的 の大部分 は達成 されていると考 えられるが,経 営 計画 に

実際に使 って行 くには どうしても数字 と して具体的 に示す必要 が出 て くる。

そこで需要動 向の分析の結果 にも とつ いて,需 要の動向 を左右す る要 因 を

変数 とした需要 モデル をつ くり,過 去 の説明力 をよりどころと して将来値

を推計す るこ とになる。 ビールの需要予測モデル の基本型 は次 の様になる。

y=a十bx1十cx2十dx3

但 しy:成 年 人 口1人 当 りビール消費量

x1:1人 当 り所得

x、:価 格

x3:天 候

所得要 因 と しては国民総生産,国 民所得,個 人 消費支 出な どを利用す る。

長 期予測 の場 合は物 価の変動 を除去 した実質値 を使 う。

価格要 因は ビール大 濠 の小 売 価 格 を消 費者 物 価で割 って相 対価 格 と し

て使っている。 消費者物価の高騰 がつづ くなかで,ビ ール価格 は比較的安

定 しているの で相対的 には割安 にな り需 要を促 している と考え られるので,

その割安感 を この変数 で表現 している。

天候要因は,各 地の 日々の最高気温 をオ リジナル ・データとし,こ れに地

域別 ウエイ ト,月 別 ウエ イ トを付 けて一本化 した指標 を使って いる。天候

要因 は専 ら過 去の変動 を説明す るために使われ る。

人 口要 因は,成 年人 口1人 当 りの ビヘイ ビアを観測 して,全 需 要 を算 出

す る場合は それ を成年 人 口倍す ることで 織 り込む。

ビールの需 要要 因 と してい ちばん重要 なのは所 得である。所得だけでも
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かな りの説 明力があるが,こ れに価 格 と天候 を入 れると99%は 説明 できる。

(3)予 測値 の決定

い く通 りかの モデルの係数 を推計 した ら,ま ず統計的 な検定 を して採用

候補 モデル を数本 え らぶ:選 択基準 はモデルの論 理性,係 数の標準誤差 の

大 きさ,過 去の説 明力等 を総合的 に検 討する。

次に予測 モデルに使われている要因の将来値 を推計す る。所 得や 物価水

準の将来 値につ いては各種 調査機 関の経済見通 しを参考 に して決 める。 ビ

ールの価格については将来変 らな いと仮定,ま た天候 については過去10～

15年 間の平均並 と仮 定 している。

変数 の将来値 が決 まれば,あ とはこれ をモデル に代入 して,ビ ールの将

来 の理論 値 を知 ることが 出来 る。

理論値 は何通 りかの モデル を使ってい く通 りかの将来 の姿 を えが き,そ

れに定性的 な判断 を加 えて最終的 な採 用値 を決 める。

最近採用 したモデルに よる過去 の理論 値 と実績値の比較 をみる と図4-

3の よ うになる。
ノ
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実 績 値

一ー一 ・一 理 論 値

20

-

37年383940414243444546

図4-3理 論値と実績値の比較(成 年人口1人 当たり)
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4・2・4需 要予測 と外部情報

需要予測の 第一歩はデータ収集にある。データは ビールだけの予測をす る場合でも,

酒類業界,食 品業界 まで,な るべ く幅 ひろ く,そ してなるだけ長期間収集す る

ように努めている。 デ ータは統計数値 だけでな く,動 向・事情 をも含んでいる。

需要予 測に必要 な情報はほとん どすべてが外部 情報である。適切 な外 部情 報 をす

ばや く入手す るには,常 日頃 か ら,情 報源 の担当者 と接触 を保つ こ とが必要 で

ある。

(D人 口に関す る情報 〉

消費財,特 に食品の最 も基 本的 な需要要 因は人 口であ る。 ビール の場合

は成年人 口の 数 とその年令別,地 域別構成が重要である。人 口に関す る情

報は過去につ いては十分 に得 られるが,将 来にっ いては必 らず しも十分 で

はな い。 現在 は5年 に一度 くらいの割合 で,将 来の年令 別,地 域別人 口の

推計が な され てい るが,変 化の著 る しい社 会の こ とであ るか ら,毎 年推 計

できる とよい。 各地域 の年令別構成 につ いては国勢調査以外 に資料 がな く,

ま してや将来 については適切 な資 料 がないのが現状であ る。

(2)所 得 に関す る情報

過去 に関 しては官庁統計 で十分知 るこ とが出来 る。最近 時の推計 が遅 く

なるのはやむ を得ぬ事情 もあろ う。

将来の所 得水準に関す る情報 としては ・銀行 ・証券会社,シ ンク・タンク

等 の発表 す る経済見通 しを利用 した り,民 間エ コノ ミス トの意見 を聞 いた

りしてま とめ る。

(3)消 費者 に関す る情報

消費者の一般的動 向に関す る情報 は 日頃接 している情報 メデ ィアか ら入

手 出来 るが,酒 とか清涼飲料 とか,特 定 品に関する消費者 の意 向 とい うこ

とにな る と,外 部 の調査機関 を通 じて消費者調査 をす る必要が ある。 当社

でも毎年消費者調査 を行 ない,消 費者 の動向 をつかむ努力 を してい る。

(4)各 種酒類の消費量 に関す る情報

一49一



酒税 が 国 の重 要 な財 源 な の で,そ の 需 要 動 向 は 国 が完 全 に把 握 して い る。

したが って統 計 的 にも よく整 備されてお り,ほ ぼ 十 分 な 情 報 が 得 られ る。 業 界

の 動 向,事 情 とい った も の につ い ては 業 界紙,あ るい は 自社 の販 売 担 当者

を通 して知 る こ とが多 い。

(5)外 国 の 酒類 消費 事情

ビール 消費 の 将 来 を考 えるの に外 国 の 消 費 事情 は か な り参考 に な るが,

情 報 の入 手 は 十 分 とは言 えな い。 外 国 に 関す る情 報 は外 国 の業 界誌,各 社

の アニュアル ・リポ ー ト,各 国 ビール 協 会 へ の ア ン ケ ー ト調 査等 か ら入手 し

て い る。

白
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表4 3経 営 計 画 情 報 リ ス ト

情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利用部門
必要 度

AB.C

充足 度

AB。C

全国年令別人口の推計 総理府統計局 年 企画 A B
者防 府県別人口の推計 ノノ 〃 〃 A B
全国男女年令別将来推計人口 人口問題研究所 〃 〃 A C
者防 府県別将来推計人口 〃 〃 〃 A C

国民所得統計年報 経済企画庁 〃 〃 A A

国民所得統計速報 〃 4年 〃 A A

国民経済計算一県民個人所得 〃 年 〃 A C
民 力 朝日新聞社 〃 〃 A A

経 済 見 通 し 調査機関,銀 行 〃 〃 A B

消費者物価指数年報 総理府統計局 〃 〃 A A

消費者物価指数月報 〃 月 〃 A A

全国各地の日々の気温 各地気象台 日 〃 A A

気 象 月 報 気象庁 月 〃 A C

長期予報の解説 日本気象協会 〃 〃 A B

東京気象表 〃 〃 〃 A A

都道府県別酒類消費数量表 国税庁 年 〃 A B

酒類課税移出数量 大蔵省 月 〃 A B

洋酒移出数量調査表 日本洋酒酒造組合 〃 〃 A A

清酒課税移出数量表 清酒中央会 〃 〃 A A

家計調査報告 総理府統計局 〃 〃 A C

家計調査年報 〃 年 〃 A C

農家経済調査 農林省 月 〃 B B

輸出入統計 大蔵省国税局 〃
〃 B B

酒類食品統計月報 日刊経済通信社 〃
〃 A A

酒にっいての調査 日本酒造組合中央会 年 〃 A C

ビール 製造 高 ・庫 出 高表 麦酒酒造組合 月 〃 A A

品働ll庫出数量 〃 年 〃 A A

各社 ビール受払旬報 各社 旬 〃 A A

都道府県別各社売上月報 各社 月 〃 A A

ビール消費者動向調査 調査会社 年 〃 A A

Producti㎝ofBeer JonBarth&So㎞ 〃 〃 A C

国際比較統計 日本銀行 〃
〃 A B

世界統計年鑑 国連統計局 〃 〃 A C

AnnualReport 外 国 ビール 会社 〃 〃 A B
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4.3短 期 経 営計 画

ピ ール業 の 特 徴 は 前 に述 べ た 通 りで あ るが,本 章 に 関連 す る こと を と り出す

と次 の通 りで あ る。

(1)ビ ール は 全 国 に分散 す る数 工場 で ほX'同 一種 類 の 商品 を製造 し,全 国 の

市場 に配 送 さ れ て い る。 少 品種 多量 生 産 の商品 で あ る。

また,ビ ー ル の需 要 は 夏 と冬 では 大 き な差 が あ る ため,工 場 の製 造 計 画,

操 業 度 の調 整 が難 しい。

(2)ビ ール は値 段 の割 りに か さば り,重 い 商 品 であ るの で,総 原 価 に 占 め る

輸 送 費 の 割 合 が高 い。

(3)ビ ール の 主 要 原料 は大 麦,ホ ッ プで あ るが,国 内産 は農 家 との 契約 に よ

り栽 培 され る た め,一 定 品 質基 準 以上 の もの は全 量 を購 入 しな ければ な ら

な い。 しか し最近 は国 内 産 で は不 足 の た め外 国 産 の輸 入 の割 合 が増 加 して

い る。

(4)ビ ール の曇 と通 箱 は空 容器 と して市場 か ら回 収 され た ものが 再 使用 され

る シ ステ ム に な っ てお り,不 足す る分 が 新曇,新 箱 と して新 た に供 給 され

る シ ステ ムに な っ て い る。

これ らの特徴 か ら,短 期 プ ラ ンニ ン グ情 報 と して本 章 で は 以 下に つい て述 べ

る。

ω 輸 送 費 と倉 庫 に お け る在 庫 費用 を最 小 に す る工 場 の製 造 計画 と市 場 へ の

配送 計画 は い か な る情 報 に よ り策 定 され るか。

(2)市 場 か ら回 収 され た空 容器 を どこの 工 場 に返還 す る こ とが最 も有 利 か,

ま た,新 壕,新 箱 の補 充 は どの よ うな 情 報 に よ って 計画 され る か。

(3)原 料 の 調 達 は 国 内産,外 国産 とも どの様 な情報 に よっ て 行わ れ るか。

また,図4-4は 短 期 プ ラ ンニ ング情報 の機 能 関連 図 で あ る。

4.3ユ 短 期 製品 製造 出荷 計 画(需 給 計画)

(1)年 次計 画情 報

,.年 間需 給 計 画(支 店 一 工場)策 定 の 基 本 とな るのは 販 売 予定 数 で あ る。
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s

経 営 目標

長期事業計画

企業内外情報

(需 要 ψ測)

↑吉報組織hir麟」 新製品開発計画 新技術開発計画
計 画 新市場開発計画 原材料 計画 輸 送 計 画 生産設備計画 販 売 計 画 人 事 計 画 財 務 計 画

短期売上.目標

期驚警雛

宣伝'広 告計画.

(需 給 計 画)

短期蝶 販売'(需 給計画)

■ttS'29一安 全 文」策 設 備 計 画

(改 造)

品 質 管 理

製造在庫実績

日 程 実 績

原材料計画

ProdUCtMi

輸 送 計 画

材料使用計画

製造在庫計画

日 程 計 画

支店別販売在庫

原材料配送計画

VA

原榊 漕漣計

原 料 配 合

資材発注計画

パ ッ ケ 一一 ジ 流 通 政 策

人tifti用 「充紺{

空容器回収計

SP

多e注

材 料 受 入

運送会社政策

設 備使Alつヒ拳白 原材料消費計画

輸送関係諸契約

材料消費実績 人 員計 画 設備使用計画

(.1:場 別)

計
」

倉庫設備計画

(含場外)

画 実
Jlt

H程 計 画

工 程 管 理

材 料 出庫

製占力指宿「ttt画 空容器回収計画

績

引 取 計 画

日 程 実 績

製造[
作業

実 際 全 部
原 価 」

生 産.

藷'便 用

設備要 員等
諸 費 用

標 全 部
原 価 計算

材 料 在 庫

原価管理資料

総 合祥.営 資料
案

管 理.資 料

営業販ラ巨費」t@i

代金回収計画

製品出荷実績

返 送 計 画

(倉入 ・店人)

配送 計 画

人 員 計 画

材料管理資料

(→ 工場)

回 収dl'画'

(直送 ・席入)

VSP

(→支店)

VSP

支 店 予 算

販 売

変容器回収実績 営業販売費実績

代金回収実績

人員使用実績

事 業 予 算
管 理 費 料

支 店 実 算

販 売 原 価
管 理 資 料

総合経営資料

図4-4プ ラン ニン グ情 報 の機 能 関 連図
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販売予定数は,全 国の支店が過去の販売実績,売 上増加率,市 場性などを基

礎 に作成 す る支店 別の販売予定数 を積 み上げる ことによって作成 される。

販売予定数 を基礎 に工場 別製造予定数 が決ま り,さ らに在庫予定数 が決定

され,需 給計画が完成 され る。

需給計画は,後 述 され る種 々のデータ をコン ピュータに インプッ トし,

LP計 算手法 を用 いて作 成 され るが,こ こで銘記 されなければ な らない の

は,最 盛需要 期 ・不需 要期の需給 関係が製造能力 ・在庫数 に与 える影響 で

ある。つ ま り,4月 と9月 を境 とす る製造能力 と売上数 の逆転 が在庫数 の

決定 を左右す るわ けで ある。4月 か ら8月 までは ビール に とって最盛需 要

期であ り,売 上 数は製造 能 力をは るかに しのいでいる。9月 か ら3月 ま で

は不需要期に あた り,製 造能力は売上数 をま かな うのに十 分である。従 っ

て,最 盛需要期 に向か う数 ヵ月前には十分な供給 力 を持 つための在庫能 力

を確保 しなけ れば な りない し,不 需要期 に向かっては,8月 中旬 を最低の

在庫量 にもってい かねば な らない。 また,最 盛需要期の製造能 力 をカバ ー

するために,そ の数 カ月間は操業 時間 を延長 して実質的 な製造能 力を増強

しなければな らない。

以上の制約 条件 をプ ログラムした上でLP計 算 が行なわれる。

最盛需要期,不 需要期 にお ける売上数,製 造能力,製 造数(実 質製造能

力),在 庫 数の関係 を図示す ると図4-5の よ うになるg

⑥ 製 品在 庫 には次 の3種 類がある。

在 庫

① 工場 在庫

、② 支 店SP在 庫

支 店の数 日間 の売 上数 に対応 する在庫,小 配用在庫 を含む。

③ 支 店場 外在庫

最盛需 要期 に備 えて製造 した ものを保管。
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図4-5製 品需給構造図

イ ンプッ ト情報

① 品種別 ・月別 ・県別引取予定数

支店 が策定す る販売予定表(「 年度 ビール受払予定 」)に は,

売上数,工 場か らの引取数,在 庫数 がそれぞれ 品種別 ・月別 ・県

別に記 されてお り,こ の中の工場 か らの引取数 が使用 される。

② 品種別 ・月別 ・工場別 製造能 力

工場 ご とに1日1曇 詰 ライ ンご との製造能力に稼動 日数 を乗 じ

て算 出 した定時間稼動 を前提 と した製造 能 力。

③ 工場別 仕込予定 回数

④ 工場別貯 蔵能 力

⑤ 工場 別年初貯 蔵タ ンク液見込 残量

⑥ 工 場別酒齢 日数(貯 蔵 日数)

以上の4デ ータは ビールの品質 を決定 す る要 因の ひとつである貯

蔵 日数 と容量 に関す るデ ータであ り,貯 蔵 ダ ンクは先入 れ先出 し制

を とってい る。
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⑦ 月別 ・工場別収容能 力

工場 別の製造 在庫能 力

⑧ 月別 ・県別場 外在庫能 力お よび保管費用

場 外在 庫は,営 業倉庫 を一定 期間契約借用す るもの であ り,最

盛需要期 に向 って要求 され るものである。保管費最 小が望 ま しい。

以上8デ ータは支 店,工 場か ら得 られる情報 であるが,さ らに以

下3デ ータ が本店 で作成 される。

⑨ 月別 ・工場別最低必要在庫数

す でに述べた よ うに,8月 の時点 での在庫 量 を最低 に押 さえる

こ とが必要 であ り,8月 の最低 必要在庫数 が決定 され ると,さ か

のぼ って各月の最低在庫量 が決定 される。

⑩ 県別 ・工場別輸送費

工場 一市場間輸送費最小最適組み合わせのための情報である。輸送

費 を最 小にす るためには,工 場 か らの出荷先 を工 場の近隣市場 に

限定す れば よいわけだが,工 場 のない地方に出荷 す る場合や,工

場 に よっては製造能 力に差があるため,あ るいは巨大 市場 が存在

す るために近 隣 工場 では一市場(県)を まかな いきれ ない場 合が

ある。 そのために,工 場 と市場 との組み合わせには輸送費 を最小 に

す るよ うに最適 組み合わせ を しなければな らない。

輸送費 は,あ る工 場か らある県への地場運賃(ト ラ ックで輸 送

した方 が貨車 よ り運賃が安 い地域分)と 貨車運 賃(貨 車で輸 送 し

た方 が トラック運賃 よ り安 い地域分)と を加重平均 した もの をキ

ロ リッ トル当 りで算 出 したもの である。

⑪ 輸送制 約表

工場 一市場 間輸送 費最 小最適組み合わせのための も うひ とつの情

報 である。工場 一帯揚間の輸 送量(出 荷量)の 上 限 と下限 とお さ

えた もの で,パ ーセ ン トで示 されている。
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輸 送 費 最 小最 適 組み合 わせ を図示 した もの が図4-6で あ る。

ヨヒABCDEFGH「 南

,1ヒ、

a

b

e

d

e

f

g

h

l

南

図4-6輸 送費最小最適組み合わせ図

以上 の11の イ ンプッ ト情報 をもとに,費 用最小(輸 送 費,保 管費)

の原理 を軸 に して需給計画 がLP計 算 され るが,ア ウ トプッ トは,

あ くまで全社的な費用最小 の原則で貫 ぬかれているため,実 際 の製

造,在 庫必要数 とは適合 しない ものも あ り,ま た イ ンプ ットできな

い制約情報(工 場 の労働事情,労 務政策)な どがあ るため,必 要 な

修 正が加 え られる。

(2)月 次計画情 報

月次計画は,基 本的には年 次計画 にそ って設 定するのが建前 であるが,

市場や天候要 因に よって販売 予定 の変更 を余儀な くされ るので,あ らため

て作成 しなけ れば な らない。

年 間の月別 に策定 された需給 計画 をモデル と して以下の情報 をもとに作

成 される。

① 支店 の売上 ・引取予定数

② 工場 の製造 予定数

作成 のセオ リーは年次計画 と同様 であ る。
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なお,販 売要因,製 造要因,輸 送要因 いず れか の大 きな変動 によって,

旬次計画 を作成 しなければな らない ときもある。

4.3.2短 期容器 需給計画

(D年 次計画情 報

す でに述べた よ うに,製 品の製造は,基 本的 には市場 か ら回収 された容

器 を使用 して行 な うのであ り,大 市場 か らは大量の容器 が回収 されるの で

あるか ら,容 器回収計画(需 給計画)は 製品需給計画 と表 裏の 関係 にあ り,

支店(市 場)一 工場間輸 送の最適 組み合 わせ ば製品のそれ と同様 の輸送費

最小の原則が はた らく。

必要情報

① 月別 ・品種別 ・支店別 回収予定数

支 店が販売予定数 をも とに策定す るもので あるが,そ の場合,過 去

の月別 ・販売地域 別回収 実績(回 収率→ 市場沈澱率)が 重要 な情 報 で

ある。

② 月別 ・工場 別収容能 力

最 盛需 要期 に向かって製造量 を増大 させてい くが,そ れ には大量 の

容器 を必要 とす る。 また最盛需要期 か ら不需 要期 にかけて,大 量の空

容器 が工場 に返還 されて くるので重要な情 報 となる。 これは,工 場 に

おけ る製 品の収容能 力と表裏 の関係 がある。

③ 月別 ・品種 別 ・工場別製造 必要場数

製 品製造 計画によって 製造必要壕数 が決 定 される。

④ 工場別年初 在庫数

以上の4情 報 の うち,① 支店回収予 定数 と,③ 工場別必要曇数 を基礎に,

⑤ 月別 ・品種 別 ・工場別新暴投人数

が決定 される。

以上 の①～④ の情報か ら,支 店 一工場間輸送費最小最適組み合わせによ

って,空 壕需要計画 が完成す る。

なお,製 品需給計画策定 に あたっては,最 盛需要期 ・不需 要期 の需 給
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関係が,製 品在庫数策 定に大 きな影響 を与えた が,容 器需給計画策定の

際に も,容 器 在庫数 と新 填役人数 の決定 に同様 の影響 を与 え ることを記

さねばな らない。

製造 能力 と売上数の量的 関係が,あ る時期 に逆転す るの と同様に,8

月 と12月 を境 に空容器 回収数 と製品製造数(要 壕数)の 量的 関係は逆転

す る。 それを図示す る と図4-7に 見 られる ご とくである。したがって,7

月末 の容器在庫数 を最低 必要数 に押 さえる様 に設定 し,新 塚 の投入 もそ

れ を基準 に総投入数 を決定 し,各 月 に配分 しな ければな らな いわ けで あ

る。

また,不 需要 期の大量 の容器返還数 に見合 う在庫 力 も確保 しなければ

な らない。

工場空壇月末残

234567891011121月

図4-7空 増 需 給 構 造 図

(2)月 次計画情報

策定 セ オ リーは年次計 画 同様 である。 以下の情 報 によって,製 品製造 出

荷計画 を基礎 に策定す る。

① 品種別 ・支店別回収 予定数
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② 工場別必要曇数

③ 工場 別月初推定在庫 数

43.3短 期原料調 達計画

ビールの原料 で代表的なものは ビール大 麦 とホ ップである
。 いず れ も特 殊な

農産物 であるため,国 内産 であれ輸入品 で あれ,契 約 によって需給 関係が成 立

する。 また,麦,ホ ップとも国内産の 供給量は ビール企業の需 要の半 分に も満

たない状態 であ り,年 々国内産 の比率 は低 下 している。

したがって,国 内産 ビール大麦,ホ ップの収穫量 で品 質基準以上 のものは,全 量

を購 入 しなければな らない。 しかも収穫i量は天候条件 によって予想 と大幅 に狂

うことも起 こ りうるため,国 内産原料 調達 計画は収穫量予測の域に とどま らざ

るを得ず,そ のか ぎ りでは,そ れは輸 入物 を含めた全体的 原料 計画策定(輸 入

予定量 決定)の ための予測情 報 として機能 してい るにすぎない。 なお,ホ ップ

は5カ 年 の輸入契約 の下 に購入 してお り,基 本的 には長期 計画(狭 義)の 領域

に属す る。

(1)国 内産 ホ ップ調達計画情報

ビール企業 と栽培農家 が構成す るホ ップ農 業協 同組合 との間 に,栽 培面

積 を基礎 に して栽培(購 入)に 関す る5年 契約 が結ばれる。 ホ ップは年1

回,秋 に収穫 されるため(翌 年度使 用),輸 入量補充手当の必要上,生 育

段階 の作柄状 況に よって収量 予測 の修正 を行な う必要が ある。収量 予測の

情 報は次の よ うな ものである。

① 株 齢月別 栽培 面積

株齢 月:3年 生以上,2年 生,初 年 生

② 株齢 月別収量実績

株齢 月別,作 柄(平 年作,豊 作)別 に単位 面積当た り標準収量 を算出

す る。

① と② をも とに収量 が算 出される。

輸入補 充量 は以下の情 報によ って決 定 される。

① 製 品製造予定数 ② 原料 ホ ップ必要数
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① をもとに原料使用 原単 位(品 質管理のために定めた原料 使用基準)

に基づ いて算出される。

③ 国内産予測数量

輸入補充量 一② 一③ 。

(2)国 内産 ビール大麦調達計画情 報

ビール大麦 は,ビ ール企業 と末端 の単 位農業協 同組合 との間 で結ばれ る

数量及び価格契約 のもとに栽培 される(1年 契約)。 ビール大麦は6月 が

収穫期 であ り(翌 年度使 用),輸 入大麦 あるいは モル トの輸入量決定 のた

めの情報 として生産段階 の作柄状況 をもとに,収 量 予測 を行なって い くの

は,ホ ップの場合 と同様 である。

そ のための情報 を記す と以下の通 りである。

① 第1段 階(契 約時 ・春分期)

耕作面積

生産可能 数

② 第2段 階(登 熟期)

作柄状況

予想収穫量

③ 第3段 階(収 穫後 ・下見会)

品質別(等 級 別)買 入予想数量

(3)輸 入 モル ト調達計画情 報

輸入原料 と しては,ビ ール大麦 とそれ を加工 した モル ト(麦 芽)が あ る

が,価 格 条件 な どによってモ ル トの輸入が圧倒的 に多い。

輸 入モル ト数決 定のための情報 は以下 の通 りである。

① 国税 庁方式 で算出 された製造予定数

輸入モル トは,国 税庁の指定 のも とに輸入量 の ビール企業 別割 当て を

受 けるため,必 要原料算 出の基礎 となる製品 製造予定数 の算 出に は,国

税庁指 定の方式 を用いなければ な らない。
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② 原料 モル ト必要 数

① を も とに 原料 使 用 原 単 位 を基礎 に算 出。

③ 国産 モル ト予定 数

国 内産 ビ ール大 麦 収 量 予定 数 を基 礎 に算 出。

輸 入 モ ル トは,数 量 に つ い ては 年2回 の割 当 て を受 け る が,品 質,納 期

に つ いて は メ ー カ ーに決 定 権 が あ る。

表4-4経 営 計 画 情 報 リ ス ト

情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利用部門
必要 度

A.B.q

充足 度

A.B.C

ビール 受払予 定' 支店 年期月 営業 A A

・輸 送

・製 造

ビール 製造 計 画 工場 〃1 〃 A A

ピール製造出荷計画 営 業 ・輸 送 〃 工場 A A

・製 造 ・支 店 、

ビール売上 ・受払 予 定 〃 〃 〃 A A

ビール輸 送 予 定 〃 〃 〃 A A

ピール場外保管予定 輸送 〃 営業 A A

・製 造

支店
, ・工 場

ピール製造 ・移 出高 月報 工場 月 製造 A A

ピール 受 払旬 報 〃 旬 〃 A A

ビー ル受払 日報 〃 日 〃 A A

特約店別売上表 支店 半年 営業 A A

ビール県 別 売上 月報 〃 月 〃 A A

ピール 受払 月報 〃 〃 〃 A A

各社 ビール販売調査月報 〃 〃 〃 A A

ビール 販売 概 況 〃 〃 〃 A B

ピール 売上 日報 〃 日 〃 A B

ビール 在庫 日報 〃 〃 〃 A B
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表4-4経 営 計 画 情 報 リ ス ト

情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 不用部門
－P

必要度
んBC

充 足 度

A.B.C

輸送中事故月報 支店 月 輸送 A B

営業倉庫倉庫料月報 〃 〃 〃 A A

鉄道輸送月報 工場 〃 〃 A A

付保用在庫月報 支店 〃 〃 A A

工場間輸送費実績表 工場 半 年 〃 A A

支店倉庫荷役料実績表 支店 〃 〃 A A

ピール製造輸送費実績表 〃 〃 〃 A A

製品輸送費月報 〃 月 〃 A A

(短期空容器回収(材 料調達) 計画)

空壕回収予定 支店 年 ・月 営業 A A

・輸送

・資 材

空場需給計画 製 造 ・輸送 ・資 材 〃 工場 A A

空壕回収,新 塚投入予定 〃 年 〃 A A

新 ・古墳別使用予定 工場 年 ・月 製造 A A

・輸 送

・資 材

箱需給計画 製造 ・輸送 ・資 材 年 工場 A A

王冠栓需給計画 工場 〃 製造 A A

製栓計画 製造 〃 工場 A A

ピ『ル 空 壕 月報 工場 月 製造 A A

・資 材

ビール事故壕月報 〃 〃 〃 A A

古墳,古 箱購入月報 〃 〃 〃 A A

空容器振替月報 〃 〃 〃 A A

空容器輸送費月報 支店 〃 輸送 A A

空容器受払月報 〃 〃 〃 A A

ビール他社壇旬報 工場 旬 資材 A A

製壕原料月報 製堤工場 月 資材 A A

・製 造

生産出荷在庫月報 〃 〃 〃 A A

製 壕 月 報 〃 〃 〃 A A

箱 材 月 報 工場 〃 〃 A A
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匂

袋4 4経 営 計 画 情 報 リ ス ト

情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利用部門
必要度
ABC

充 足度
んB.C

樽 材 月 報 工場 月 資材 A A

・製 造

罐 詰 材 月 報 〃 〃 〃 A A

王冠貼紙月報 〃 〃 〃 A A

製 栓 月 報 製栓工場 〃 〃 A A

補助材料月報 工場 〃 〃 A A'

(短期製造設備計画)
年度製造設備予算 工場 年 製造 A A

年度製造設備予算 製造 〃 経理 A A

製 造設備予算進捗状況 工場 月 製造 A' A

工事進行月報 〃 〃 〃 A A

予算使用月報 〃 〃 〃 A A

{短期国内産大麦調達計画}
ピール麦耕作台帳 各県ビール麦協議会 年 原料 A B
ビ『ル麦栽培契約書 各農業協同組合 〃 〃 A A

ビール麦春分調査表 各県ビール麦協議会 〃 〃 B B

ビール麦作況調査報告書 工 場 ・原 料 〃 〃 A B

ビヲレ麹 熟期作況調査表 〃 〃 〃 B B

酒造 組'

ピール麦下見会成績表 工 場 ・原料 〃 合原料 A B

大麦引取計画 工場 〃 〃 A B

国内産大麦工場配分表 製造 〃 〃 A B

工場
輸送運賃見積表 工場 〃 ・原 料 A A

大麦保管計画 原料 〃 工場 A A

ビール麦品質調査表 工場 〃 原料 A B

{短期国内産ホ ップ調達計画}
ホップ栽培面積集計報告書 ホ・プ農業協同組合 年 原料 A B

Wプ 作柄収穫状況報告書 〃 〃 〃 A B

ホップ製品生産成績表 ホ ップ管 理 セ ン ター 〃 〃 A B

ホ・ブ乾花生産成績表 〃 〃 〃 A B

年国内産ホップ引取計画 工場 〃 〃 A B
〃 原料 〃 工場 A A

ホ・ブ月別発送貨車数 工場 月 原料 A A

ホ・プ運賃見積書 日本通運 〃 〃 A A

運賃支払明細表 工場 随時 〃 A B

国内産ホ ・プ工場配分表 製造 年 輸送 A A

・原 料

・工 場

ホ・ブ組合総会報告 ホ ップ管 理 セ ン タ ー 年 原料 B B
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5.販 売部 門 の オ ペ レー シ ョナ ル情 報

ビ ール 産業 の特 徴 は,前 述 され た通 りで あ るが,こ こでは,さ らに,販 売 部

門 を オペ レー シ ョナル の側 面 か らそ の特 徴 を捕 え,コ ンピュータを中心 としたオ

ペ レー シ ョナ ル販売 情 報 の 実 態 につ い てふ れ る こ とにす る 。

●

51概 要

5ユ ユ 販 売 部 門 のオ ペ レー シ ョナ ル 活動 の 特 徴

日本の ビール会 社 は,主 に ビール 及 び 清涼 飲料 の製 造 か ら販 売,空 容 器 回 収

に至 る 一貫 した 日常 の 企業 活 動 を行なっている。 地域 的 に限定 される こ とは あ る

が,一 般的 には 全国的 規 模 で あ る。 製 造 工場 の規模,立 地 は 全 国 マ ー ケ ッ トの

需給 の観 点 か ら設 置操 業 され,販 売 支店 は 主要 消費 地 を中心 と した 販売 ブ ロッ

クごとに設 け られている。 したがって,販 売 部 門 のオペ レーシ ョナル活 動 は,地 域 性

を有 す る とは い え,基 本的 に は,全 国的(全 社的)統 制,調 整 の上 に立 っ て 遂

行 され る。特 に,販 売 部門 か らみた 製 品,空 容 器 の需 給の 面 で は,前 述 した 通

り製造 部 門 との 関 連 が 密 で あ る。

(1)商 的流 通経 路

酒類 の 製 造 及 び 販売 は,酒 類 免 許 が 認 可 されて は じめ て営 業 でき る こ と

に なっ て い る。 販 売 に 関 して は,大 卸(メ ー カ ー),卸(特 約 店),小 売

(小 売 店)の 免許 が定 め られ てお り,こ れ らによっておのつ と商 的 流 通 経 路

は設 定 され て い る。 つ ま り,特 約 店制 度 がひか れ てお り,メ ー カ ーは 特 約

店 と,特 約 店 は小 売 店 と,商 取 引関 係 を持 っ てお り,一 部 の例 外 は あ るが,

一 般的 に ,メ ー カ ーが 直 接,小 売 店 と商 取 引 を行 な うこ とはない。

製 品 と同様,空 容 器 につ いて も,ほ ぶこの経 路 に よっ て取 引 され てい る。

(2)物 的流 通 経 路
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原則 と しては,商 的流通経路 にそって物流が な されて いるが,前 に もふ

れ た通 り,大 都市の配送事情 が悪 い地域 については,特 約店 の配送業 務を

メーカーが代行する小配制度 が発生 して きて いる。 最近,こ の比重は高ま

りつつ あ る。

(3)販 売 促進活動

具体的 な 日常 の活動 は,セ ールスマ ン活動 であ る。 いわゆる販売促進 の

観点か ら,最 近 では,小 売店 に対す.る働 きか けも強化 されてきてお り,さ

らにその先の顧客 である飲料店 や大施設へ と活動範囲 は拡大 されている。

(4)製 品 ・容器の需給 活動

大量 の製 品 と容器 の 日常 の出荷,回 収,返 還 を扱 う需給活 動は,全 社的

規模の実行計画 に基づ いて行 なわれている。即ち,全 社的 な製 品需給計画 に

基づ いて需 要に対す る出荷工場 及び出荷量(在 庫補 充量)を 決定,出 荷 し,

又,容 器回収返還計画 に基づ いて,回 収容器 の返 還工場,返 還量 を決定,

返還 している。 さ らに短期的な需要の変動,生 産 計画の変更 に関する調整

活動がある。

㈲ 大 量 データの実績集計

受注 は,特 約店 か ら,空 容器 の回収は,小 配地域 においては,直 接小売

店 か ら,そ の他の地域 においては,特 約 店か らな され る。 これ らの配送 は,

工場 及び数 ケ所 の支店輸送セ ンター(倉 庫)か らなされ る。

日常の オペ レー シ ・ナル活動 の うち,量 的 に膨大 な業 務 として,次 の も

の がある。

① 受注 ・出荷活 動及び受注実績集計

② 販売 及び空容器 回収実績集計

③ 製品 ・空容器需給調整 実績集計

④ 配送手 配及 び配送実績 集計

⑤ 小売店販売動 向集計

⑥ 債権,債 務の整理
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5・1・2販 売 部門 の オ ペ レー シ ョナ ル 情 報体 系

オペ レー シ ョナル活動 は,オ ペ レー シ ョナ ル情 報 に よっ て支 え られ て い る こ

とは い うま で もな い。 オ ペ レー シ ョナル 活 動 の指 針 とな る もの は,短 期 の実 行

計画 で あ り,そ れ は 全社 的 な事 業総 予 算 か ら月次 の段 階 ま で展 開 され た実 行 計

画 であ り,月 次 の修 正 が加 味 され て実行 単 位 で設 定 さ れる。 実行 計 画 及び オペ

レー シ ョナ ル情 報 の単 位 と しては,例 えば,販 売 予 定 で あ れ ば,地 域,特 約 店,

製 品需 給 に 関 して は,製 造工 場,倉 庫,出 荷 地域 とい った 具合 で あ る。空 容器

は,前 述 した通 り,製 品 と表 裏 の 関 係 に あ り,ほ ぶ同一 単 位 であ る。

ビール,清 涼飲 料 の商 品 の 特性 に つ い ては す でに ふ れ て あ るが ,実 行段 階 に

お い て,実 際 に それ らは,如 実 に反 映 され て い る。

即 ち,季 節 格 差 が 大 きい こ と,天 候等 の 要 因 で短期 の需要 が変動 し易 い こ と

等に 関連 して,品 質管 理 と在 庫 調 整 の問 題,特 に大 都 市 の小配 等 を含 む大 量 商

品,空 容 器 に絡 む配 送 手 配 の 問題,原 価 引 き下 げ合 理化 の 問題,総 じてサ ー ビ

ス レベ ル の改善,維 持 の問題 等 々が あげ られる 。

オ ペ レー シ ョナル 活 動 の軸 と な る もの は,販 売 予定 で あ り,こ れ か ら配 送,

空 容器 回 収返 還,引 取,在 庫 等 へ と展 開す る。 販 売 予 定 は,あ らか じめ特 約 店

か ら月間 又 は 旬 間の 販 売 見 込 が聴 取 され,予 定 に加 味 さ れ てい る 。

受 注段 階 に お い ては,計 画 受注 方 式 が 採用 され,曜 日別 又 は 日別 に 事 前 に受

注 され る。

この方 式 に よ り,特 約 店 の発 注 の手 間 を省 く と共 に,メ ー カ ーの 配送 手 配,

受注 出荷 指図 業 務 が 以 前 よ り一 段 とス ムー ズ にな っ た。 小配 地域 に 関 して は,

特 に効 果 が大 き い。

実績 集計 の サ イ クル は,日,旬,月,月 以 上 の一 定期 間 となっ て い る。

小 配地 域 につ い て は,日 々 の販 売,回 収 実 績 集計 の デ ータ 量 が多 く,コ ンピ

ュー タ化 され て い る。

現 在 は,受 注 出荷 指 図 か ら,販 売 会計 迄 の 一連 の 処理 が コ ン ピュ ー タ化 され

てお り,債 権,債 務 情 報 は,自 動 的 に 会 計 システ ムへ 流 し込 ん で い る。
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禽

製 品,空 容器 需 給 調 整 に は,次 の情 報 が 日々必要 と されて い る。

(D関 連 工 場 の製 品生 産 計 画,在 庫状 況

(2)地 域 別,倉 庫 別 出荷,回 収見 込

(3)各 倉 庫 の在 庫 状 況

(4)過 去 の 計 画 達成 状 況等

配 送 は,ト ラ ック と貨 車 に よっ てな され るが,貨 車 に つ い て は,貨 車確 保 の

問題 が あ り,ト ラッ ク とは別 に月 間 の 予定 をた てて,貨 車手配 を して い る。 ト

ラ ッ ク配 送 は,傍 係 運 輸会 社 が行 なっ て お り,メ ー カ ーは,そ れ に対 して,日

々配 送 指 図 して いる。 扱 い量 に季 節差 が あ る こ とか ら,自 社 車 両 を超 える もの

は傭 車 に よ っ て まか な わ れて お り,日 々の 配 送手 配 では,傭 車麩 決 定 が一 つ の

主要 業務 と して あ る。 配 送手 配 に必 要 な情報 と して は,次 の もの が あ げ られる。

(1)製 品,空 容器 の扱 い見 込 数 量(出 荷,回 収,返 還,在 庫量)

(2)荷 役 見 込 量

(3)傭 車 状 況

(4)過 去 の 配 送 実 績

小売 店 販 売 動 向 に 関 しては,前 に若干 ふ れて あ る が,販 売促 進 が小 売 店 レベ

ルに 延 び て い る こ と,拡 売 営 業 政策 の 観 点 か ら,月 次 で把握 す るよ うにな って

い る。

以 上,ビ ール企 業 にお け る販 売部 門 の オペ レー シ ョナ ル活動 及 び そ れ を支 え

る情 報 に つ い て 記述 して来 た が,次 に,コ ン ピュ ー タ処 理 を 中 心 と した 販 売

部 門 の情 報 シス テ ム につ い て記 述す る。

5.2販 売部 門 に お ける オ ペ レー シ ョナ ル 情報 シス テム へ の コン ピュ ー

タ の適 用 例

ビール会社 の情報 処理のコンピュータ化は,36年 頃 か ら販売部門 のオペ レーシ
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ヨナ ル 分 野 に お い て は じ ま っ た 。(前 述)

小 配 が は じま っ て,日 常 の 販 売,回 収 に 関 す る情 報 処 理 が,人 手 の 限

界 を越 え た こ と,将 来 を見通 して,コ ンピュ ータ利 用 の必 要 性 を認 識 した こ

とに 依 っ た もの と思 わ れ る。

一 部 の会 社 で ,リ モー ト・バ ッチ ・シス テムを 用 い た と こ ろは あ っ た が,47年 度

迄 は,バ ッチ処 理 システ ムが 中心 であ る。 現在 は,す で に一 部 に オ ンライン・シ

ス テム を導 入 した も の,近 い将 来 オ ン ライ ンを指 向す る もの 等,情 報 処理面 に

お い て も変 革 を迎 え る時 期 に あ る と言 え る。 又,ミ ニ コ ン を業 務 部 門 に 導 入

した り,ブ ロック・センター を設 置 す る動 き もあ る。

コ ンピ ュータ 処理 に まず 必 要 な 得意 先 の コー ド設定 に 関 して は,早 くか ら業

界 が一 丸 となっ て統 一 コ ー ドを設 定 し,現 在,各 地 域の コード・セ ンタ ーで維 持

管 理 され てい る。 こ れ には,他 業 種,卸 業 界 も参 画 して い る。

ア プ リ ケー シ ・ソ と しては,日 常 の 大 量 業 務 デ ー タ処 理 か ら,需 要 予 測,製

品 需給 計 画,製 造 技術 計算,市 場 調査 へ と領域 が拡 大 され,経 営 管 理 情 報 をも

指 向す る よ うに な って きて い る。 オペ レー シ ョナルな もの を適 用範 囲(事 業所)

か らみ る と,全 社 的 な もの(給 与 賞 与 計 算,固 定 資 産,人 事統 計,原 材 料 受払,

購 買 等)と 重点 的 な もの(販 売,販 売 会 計 等)が あ る。

以 下 に 記述す るもの は,コ ン ピュ ー タ化 の進 ん だ営業 所 に関 して の もの で あ

る。

まず,適 用業 務 に つ いて み る と,現 在 す でに シ ステ ム化 され て 実働 して い る

もの と,今 後 シ ステ ム化 が予 定 され て い る もの とが あ る。

す で に,実 働 して い る シス テ ム分 野 と して は次の もの が ある 。

(1)受 注 ・出荷 指 図 シス テ ム

(2)配 送計 画 シ ステ ム

(3)販 売 実 績 速報 シス テ ム

(4)販 売 集 計 シス テ ム

(5)小 売 店 販 売 実績 シス テ ム
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(6)輸 送 実 績 システ ム

(7)販 売会 計 システ ム

これ らの 個 々 のサ ブシ ス テ ムの 説 明 に 入 る前 に,販 売 シス テ ム全体 の コン ピ

ュー タ ・シス テ ム につ いて ふ れ て お こ う。

47年11月 か ら:,従 来 の
、バ ッチ ・システムに加 えてオ ンライ ン ・システ ムが,一 部

の支 店 と本 社 コ ン ピュー タ との 間 に導 入 された 。

オ ン ライ ン ・・シス テ ム導 入 の 目的 は,次 の5つ に あ った。

(1)省 力化

従 来 の エ ッジ ・1カー ド ・シ ステ ム要 員,業 務 集 計 係,倉 庫 の配

車 係,倉 庫 要 員

(2)コ ス ト引 き下 げ

配 送計 画 を コ ン ピ ュー タ化 して,よ り効 率 的 配 送 を行 うこ と。

(3)迅 速 化

(4)管 理 情 報 の収 集

販売,物 流 情 報 の照 会

㈲ サ ー ビス ・レベ ル の維 持,向 上

上 記 の7つ の サ ブ シ ス テムの うち,オ ン ライ ン化 され,又 は予 定 ざ れ て い る

もの は,次 の4つ で ある。

(1)受 注,出 荷 指 図 シス テ ム

(2)配 送計 画 シス テ ム

(3)販 売 実績 速 報 シ ステ ム

(4)製 品 需給 シス テ ム

こ の4つ 以外 の もの は,バ ッチ ・シ ステ ムで あ る。

サ ブ シ ステ ム全体 の 関連 を図 に表 わせ ば,図5-1の よ うにな る。

参 考 ま で に,オ ン ライ ン導 入 後 の コ ソ ピュr－タ ・シス テ ム(ハ ー ド)を 図 に

示 す と,図5-2の 通 りで あ る。

それ で は,次 に,各 サ ブ シス テ ム につ い て説 明 しよ う。
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受 注 ・出荷 指 図 シス テム

販 売 会 計 シス テ ム

販売実績速報システム

販 売 実 績 シス テ ム

小売店販売実績システム

販 売 促 進 シス テ ム

図5-1コ ン ピュー タ サ ブシ ステ ム の関連 図
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5.2ユ 受注,出 荷 指 図 シス テ ム(オ ンラ イ ン)

この シ ス テ ムの 機 能 は,(1)特 約店 か ら電 話 又 はTelexで 受 けた注 文 を しか る

べ き出荷 倉庫 に 正 しく 自動 的 に伝 達 す る こ と。(2)受 注 内容 の 照 会 に対 す る即 時

応答,訂 正処 理 及 び 出荷 倉庫 へ の即 時伝 達。(3)倉 庫 で の伝 票,手 形,明 細表 の

自動 作 成。 主 に こ の3つ で あ る。

注 文 は,即 日出荷 分,翌 日出荷 分,指 定 日出荷 分,指 定 曜 日 出荷 分 の4つ に

分 け られ る。

注 文 件 数 は,年 間平 均1日3,000件 前後 で,夏 の最 盛 期 で1日7,000件 程 度

で ある。

注 文件 数,出 荷 数 量 も多 い の で,曜 日指定 注 文 を 奨励 して い る。特 約店 では・

変 更,追 加 の ない 限 り,毎 日 メ ー カ ーに対 す る発 注 の手 間 を省 くこ とがで きる。

配 送 先 は,約8,000軒 で あ る。 コ ン ピュ ー タ処 理 の場 合,コ ーデ ィ ン グが問

題 で ある が,こ こ では,配 達 先 名 が受 注 の段 階 で,文 字,コ ー ドの区 別 な く処

理 で き,ど ち ら を利 用 して もそ の手 間 は,・ほ 貸変 らな い 様 オ ンライ ン化 されて

いる。

出荷倉 庫 は,配 送 先 の所 在 に よ りあ らか じめ決 定 され,コ ンピュ ータ に フ ァ

イ ル され て い る。 注 文 は,一 旦 コ ン ピュ ータ に フ ァ イル され,該 当 日の もの が

自動 的 に抽 出 され て,回 線 で 出荷 倉 庫へ伝 達 され る。 端 末 か ら,注 文 内容 の照

会 が あ れば,即 時 に 応 答 され る。 訂 正 処理 も 同様 で,訂 正 内 容 は,直 ち に該当

倉庫 へ 伝 達 され る。 倉 庫 での伝 票,小 配 手 形,明 細衰 頽 の作 成 の た め に,特 殊

仕 様 の タイ プ ライ タが開 発 され,従 来,人 手 を要 して い た作業 か ら人 間 を開放

した。.従来 は,エ ッジ ・カー ド方 式 で 処 理 して お り,多 くの機 器,、要 員,事 務所

ス ペ ニ ス を必 要 と して いた が,オ ンライ ン化 に よ り情報 の 質 の 向上 の 外 に,こ

れ らの面 で の 改善 が な され た。

5.2.・2配 送 計 画 シ ス テ ム

輸 送費の原価}ご占める比 率は高 く,合 理化分野 の一つ である。又,配 送計画

には,熟 練 と人 と時 間 を要 す る。 配 送 効率,サ ー ビス の 向上 は,メ ー カー の念
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願 で あ る。 これ らの改 善 をね らっ て,配 送 計画 の コ ン ピュ ー タ化 が な され た。

現在 は,小 配分 につ い て シ ス テ ム化 され て い る。 従 来 は,物 的 シス テ ムの合 理

化 が 浸透 して い た が,こ れ か らは,情 報 面 か らの ア プ ロー チ も強 化 して行 く こ

とにな ろ う。 小配 分 の 件数 比 率 は 高 い。 しかも,そ の配送は,小 型車両 に よる。大

都 市 で の交 通 規 制 も か らむ 。 こ れ らの与 件 を加味 して,1日 の扱 い 量 全体 を最

適 に配 送 処理 す る シス テ ム を指 向 して い る。 システ ム の 具体 的 内容(流 れ)は,

以下 の よ うで ある。1日 の注 文 デ ー タ が,配 送 日の前 日に ま とま っ た段 階 で,

配 送計 画 プ ログ ラ ムで,1車 単 位 の配 送 最適 解 が 出 され,そ れ が オ ンライ ンで

倉庫 へ 伝達 され る。 倉 庫 で は,そ の 解(配 送 指示 書)に 基 づ き,伝 票 の 組 み 合

わせ,荷 役,出 荷 を行 な えば よい。 こ の資料 か らは,車 両 別の 運 行 管 理資 料 な ど

種 々の 管 理資 料 が コ ン ピュ ー タの!ミ ッチ処 理 で作 成 さ れ る。

5.2.3販 売 実 績 速報 シス テ ム

この シス テ ムぽ,特 約 店別,倉 庫 別,販 売 地域 別 の 受 注 状況 又 は;販 売 実 績

につ い て,オ ンライ ン で即時 に照 会 応 答 す る もの で あ る。 この システ ムの利 用

者 は,受 注 セ ンタ ー,製 品需 給,配 送 計 画,営 業 の各 担 当 者 と多岐 にわ たる。従

来の 事 務 ジ ス テ ムで は;人 手 で 集計 処理 され てい たが,タ イ ム リーに ア 〆 シ ョ

ンが取 り うる よ うに な った 。

5.2.4販 売 集 計 シ ス テ ム

従 来 か ら存 在 した代 表 的 な バ ッチ ・システ ムである。 業 務 部 門 か らの ニ ーズに

よ り,シ ス テム 自体 は,次 第 に大 き くな り,そ の内容 も質 的 に変 っ て き て い る。

一般 的 に い わ れ る販 売 業 務 は ,こ の シス テ ムに はい る。

処理 サ イ クルは,日,(半 句),旬,月,一 定 期 間 とい うと とに な る。'

(1)日 の サ イ ク ル

まず,製 品売 上,空 容 器回収に関十 る,特 約店,小 売 店別 の集計,明 細表

作 成 を行 な う。

デ ータの チ ェ ックは,最 終的 に,倉 庫 の 確定 数 との照 合}ごよって行 なわれる。

'上 記の 明細 表 の具 体 的 名 称 は ,-咄 荷案 内,受 入 案内 であ り,各 々,出 荷 日の
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翌 日,回 収 日の2日 後 に作 成 され,業 務 部 門 で さ らに照 合 さ れ た上,毎 日,

特 約 店 に発 送 され て いる。 日計 表 は廃止 され,そ の 要 素 は,こ の 明 細表 に盛

り込 まれ て い る。 前述 され た特 約 店 との情 報 交換 での提 供 デ ー タは,こ の時

点 で磁 気 テ ー プに作 り出 され,毎 日先 方 に届 け られ る。 明細 デ ー タ,合 計 デ

ー タは
,後 の処 理 の た め に保 存 され る。

(2)旬 の サ イ クル

旬 間の 集計 が,合 計 デ ー タか らな され,社 外 へ の 請求,支 払 計 算 書 が作 成

され,同 時 に販 売会 計 デ ー タ が 自動発 生 し,会 計 シス テ ム に収録 され る。 社

内帳票 は フ リー・フ ォー ムが使用 さ れて い る。

(3)月 の サ イ クル

旬 サ イ クル の もの の月 間 集計 が な され,月 締 の請 求,支 払 計 算 書 が作 成 さ

れ る。

旬,月 と も,ビ ール,清 涼 飲 料!製 品,空 容器 そ れぞ れ に つい て処 理 され

る。

④ 一定 期 間 のサ イ クル

主 に,営 業 政 策 に よっ て,一 定 期 間 につ い て 集計 処 理 す る もの があ る。

以 上 は,い わ ば 日常 定型 処 理 とい えよ うが,コ ンピ ュー タに デ ニ タ が蓄積 さ

れ て来 る と,過 去 の分 析調 査 の 際 に,社 内情 報 を得 た い場 合,そ れ らを活 用 し

よ う と考 え るの は 当然 で あ ろ う。 そ の場 合,デ ー タを いか な る型 で フ ァイ リン

グ してお くか が1つ の 問題 とな ろ う。

販 売 集 計 シ ス テ ムの 処理 タ イ ム が,全 体 で 占 め る比 率 は 高 い。

5・2・
-5小 売 店販 売 実 績 シス テ ム

特 約店 か ら小売 店 に販 売 され る月 間の 販売 実績 が特 約 店 か ら提供 され,月 間

処理 を行ない,特 約店 へ も一 部 ア ウ トプ ッ トを提 供 レて いる 。 処 理 タ イ ムの比 率

は,販 売 集計 シス テ ム に次 い で高 い。

5.2.6輸 送 実績 シ ス テ ム

製品,空 容器 は,ト ラ ック(地 場)又 は 貨 車 で輸 送 され て い る が,地 場 輸 送
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に つ い て の 実 績 集 計処 理 を行 な っ て い る。

支 払 輸 送 料 金 計算 の外 に,輸 送 経 路 別,製 品別 集計 が 月又 は 一 定 期 間 につ い

て作 成 され,料 金 改訂 時の検 討 資料 に も利 用 され てい る。 輸送 合 理 化 の 観点 か

ら,今 後,拡 充 され る分 野 で あろ う。

5・2.7販 売会 計 シス テ ム

販 売 会 計 取 引 の 大半 は,得 意先 との債権 債 務 勘定 に関す るも ので あ るが,そ

れは,前 述 した 販 売 集 計 シス テ ムで 自動 的 に発 生 し,こ の シス テ ム に収 録 され

る。 そ の 他 の会 計 デ ー タ と しては,現 金 収 支,そ の他 の振 替 デ ータ があ り,こ

れ らは,支 店 か ら別 途 紙 テ ー プで イ ンプ ッ ト され る。 財務 会 計 の外 に,予 算 管

、理 情報 も,現 在 シ ス テ ム化 され てい る。

この シ ス テ ムで の問 題 は,法 的 規 制 との 関連 でデ ー タの保 存,ア ウ トプ ッ ト

を今後 ど う改善 す るか であろ う。 コ ンピュ ータ ユ ーザ ーの共 通 した問 題 で も あ

ろ う。
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表5 1 経 営 計 画 情 報 リ ス ト

情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利 用 部 門
必要度

AB.C

充足度

ABC

受 注 表 特約店 日 受 注 セ ン ター A A

特約店別受注集計表 受注表 〃 〃 A A

小 売 店 コ ー ドブ ・ ク コ ー ドセ ン タ ー 一 〃 ・業 務 A B

出荷訂正連絡表 輸送 センター ・業 務 日 コ ン ピ ュ ー タ ・業 務 A A

倉庫別製品在庫受払表 輸送 セ ン タ ー 〃 輸送 ・業務 A A

出荷明細 表 〃 〃 輸 送 セ ン タ ー ・業 務 A A

小配手形明細表 〃 〃 業務 ・特約店 A A

出庫 表(配 送計画表) 配送 モデル とデ ータ 〃 輸送 セ ン ター A B

空容器回収伝票 特約店 ・小売店 〃
●

〃 ・ コ ン ピ ュ ー タ A A

倉庫別空容器受払表 輸 送 セン タ ー 〃 容器 A A

"空 容器集計表 〃 〃 容 器 ・コ ン ピ ュ ー タ A A

製品出荷案内 麺 多≠ 幻 ンピ 〃 業務 ・特 約店 A A

空容器受入案内 〃 〃 容 器.〃 A A

(製 品)売 上旬計表 〃 旬 業務 ・会計 A A

〃 売上 月計表 〃 月 〃 A A

(空 容器)受 入旬計表 〃 旬 容器 ・会計 A A

〃 受入 月計 表 〃 月 〃 A A

計画受注表 〃 〃 業務 A A

(製 品売上)ご 計算書 〃 旬 ・月 〃 ・特 約店 A A

空容器支払明細書 〃 〃 容 器 ・ 〃 A A

販売手数料計算書 〃 月 業 務 ・ 〃 A A

同 上明細書 〃 〃 〃 A A

運賃計算書 〃 旬 輸送 ・運送会社 A A

輸送数量統計表 〃 月 〃 A B

輸送期間集計表 〃 月半期 〃 A B

製品需給計画表 販 売予定 ・生産計画 月 〃 ・業 務 A A

空容器回収返還計画表 回 収予 定 ◆ 〃 〃 〃 ・容 器 A A
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1.調 査 の ね ら い

文明の流 れの中 で,人 口1,000万 人にもお よぶ巨大都市の出現 は ,現 代文明

の大 きな特徴 の一つ であ り,か つ この巨大都市が現代文明 を支 える基盤 を提供

している ともいえよ う。 また当然の こ となが ら,巨 大都市が文 明の所 産である

諸 々の技術 に も とつ く道具だ ての上に存立 が可能 となってい るこ とも論 をまた

ない ところであろ う。 巨大都市が消費するX大 な ユーテ ィ リテ ィの安定 した供

給 を保証 できる信頼性の高い システ ムの存在 が必要 であ り,エ ネル ギーの供給

システムはその典型 的な一つである。 「都市ガ ス事業 」は,消 費地に貯蔵 の設

備 を原則 と して必要 とせず,輸 送がパイ プに よ り自動的連続的に行なわれ,ま

た使用 のた めの設備 も比較的簡便 で,し か も人間のエネ ルギ ー利用 の原初的方

式 である。 「火 を使 う」とい うこ とを簡単に実現 できる とい った効率的 で,信

頼性の高いエ ネル ギ ー供給 システ ムとして,都 市に発達 し,巨 大都 市において

もその都市の機能 を支 える基幹 の一つ となってお り,公 益事業 といわれるゆえ

んである。 一方 で 「パイ プに よ り一般の需要に応 じガスを供給す る 」都 市ガス

事業 は都市 をはず れた農村,山 岳地帯においては,か な らず しも効率的 ,経 済

的 なエネル ギー供給形 態 とは いえない場合 も多 く,都 市ガス事業は都市に密着

した存在 であ るといえる。経済社会の発展に伴い,都 市の機能,構 造 ,都 市に

おける諸活動 の態様 の変化が激 しいが,都 市 ガ ス事業 の経営においては ,経 済

社会の動向,都 市 の状態の変化や,社 会的諸要 請をは じめ とする事業環境 の変

化 を適確 に把握 し,そ れに対応 して経営の方式 を適切 に対処 させ つつ,効 率的

な社会的 責務の達 成 を計 ってい くこ とが極 めて重要で ある。

ところで,現 代の社会は情報化社会 ともいわれるよ うに,事 業の内外 におい

て老大な量 と多様な質 の情報が発生 し,流 通 し,消 費 されているが,事 業環境

の状態の適確 な把握,経 営方式 の適切な対処,効 率的社会的 責務の達成 のため
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・には,情 報の必要 十分 な収集,選 択 と加工,伝 達が行 なわれ る必要 がある。 ま

た,そ のための体制の如何 な らびにそ こであつかわれた情 報に よって,諸 活動

の効率や,様 相がまった く一変 する とい うことが情報化社会 の特徴的 な現象で

ある。

先に述 べた都市 ガ ス事業経営 の重要 な要件か らして,経 営活動に必要 な情報

処理体系の効率的 な整備は,常 に 要請 される重要施策で あり,都 市 ガス事業 に

おける経営情報 システム確 立の重要性は,今 後 ますます,増 大す ることは必然

である。 この調査 は,こ の ような観点か ら事業環境の変貌 と,こ れに対処する

今後のあ り方 を検討 し,望 ま しい経営情報 システムのあ り方 についての ケース

スタディを行 なった もので ある。

なお,都 市 ガ ス事業 が都 市に密着 した ものであることか ら,都 市の規模 が都

市 ガ ス事業 を規定 してお り,日 本全 国で事業主体 が地方 自治体 である ものを含

め238の 一般 ガス事業 が存在す る。 その事業 規模 も大 きな格差が あ り,最 大は

首都圏を供給区域 とす る東京 ガ ス(需 要家件数約450万 件)か ら1,000件 以下

の需要家 の事業体 まである。 その うち大 都市へ の人 口の集中 か ら首都圏の東京

ガス,京 阪神の大 阪 ガス,中 京地 区の東邦 ガ スの三社が特 に事業規模 が大 き く,

需 要家件数は全国の約80%,ガ ス販売量 も約75%を 占めてい る。従 って,

情報の収集,利 用の ニーズや スケ ールに しても事業規模に応 じて大きく異なって

お り,ガ ス事業一般 の状態 の調査は意味 をなさない。 今回は情 報収集,利 用の

ニ ーズにおいて も,そ の範 囲において も,き わだって大 きい巨大都市の都市ガ

ス事業(例 えば首都圏)に,調 査対 象 を しぼ るこ とと した。
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2.事 業 環 境 の変 遷 と都 市 ガ ス事 業

2.1第 二次 大 戦 後 か ら今 日に至 る経 済 社 会 の動 向 の基調

第二次大戦直後の壊 滅的に破壊 された経済社 会の状態の中での国民の復興 と

新社 会建設へ の志気は高 く,そ れが 「もはや 戦後 ではない 」と経済 白書 が書い

た昭和31年 頃 を契機に国民所 得倍増計 画に代表 される国 をあげての経済成長

への指向へ つながってい ったこ とは改 めて述べるまでもない。

この成長へ の基調か ら自由世 界GNP第2位 の高密度経済社会 の出現 と,経

済の国際 化が起 り,他 方高度成長 によってもた された社会的歪 の発生が表面化

し,更 に経 済成長 への神話が崩壊 し,新 しい志 向の模索 が続け られてい る。

2.2経 済社会の動 向 か らもたらされた都 市 ガス事 業 環 境 の変 遷 と現状

(D大 都市への人 口集中 と大都市の地域的拡散

経済 の復興か ら高度成長は,大 都市への人 口の集中をもた らし,こ とに

首都 圏へ の人 口の集中が激 しく,こ れは一方 では,郊 外への とどまる こと

を知 らな い都市化の進展 とな ってあ らわれた。 また都市部のオ フィ ス化は,

人 口の ドーナツ現象を生 んで,都 市の スプ ロールを助長 した。 都市ガ ス事

業に とって昭和20年 代後半以後の一定 した需要の増大,需 要家件数 の伸

長 を生ん だが,こ の ことは,ま た,季 節的,日 間的,時 間的需要変動 の増

大 を もた らした。 また需要の地域的拡大は供給 エ リアの拡大 となった。 こ

れ らの ことは経営に様 々なイ ンパ ク トを与 える ことであった。

まず,昭 和20年 代後半 か らの石炭 ガ スにおける原料炭不足 と,そ れに

対応 した石油系原料 への転換 の開始,設 備 の増設が行 なわれ,需 要変動の

激化 に対応 した製造方式 の転換(コ ークス炉 か ら油ガ ス発生装置 へ)が 進

展 した。 また配管輸送 とい う供給形態 は,供 給 エ リアの拡大に伴い供給 コ

ス トを増大 させ,そ れに対処す る高圧供給 方式 の採用 とい うこ とにな った。

この基調 は年 々継続 して,原 料製造 供給方式な らびにその コン トロール方
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式の大転換 をもた らした。 またそ の間にあって年 々膨大 な設備投資 を誘引

す る こ ととな った。

この人 口集中 と都 市の地 域的拡 散は40年 代に至ってますます勢 い を増

し,現 在で も都市ガ ス事業 を とりま く環境条件の きわ だった もの としてあ

げるこ とがで きる。

(2)都 市の経済活動 の多様化 と高密度化

経 済成長は都市に集中 した産業 の活動 を多様化 かつ 高密度化 させ,そ れ

は地域 的需要増大や,用 途 に応 じた ガ ス品質の要求 とな ってあ らわれ,供

給導管 の投資や原料な らびに製造供給方式に とっての制約 とな り,ま た,

用途に応 じた機器 開発 を促す こ ととなった。

(3)エ ネルギ ー源の多様化

関連 各産業の発 展に ともな う原油の輸 入量 の増大,ナ フサ,LPG等 石

油製 品輸入量の増 大,国 産天然 ガ ス開発,石 油精製な らびに石油化学 各社

のオ フガス(ト ップガス)の 増大,LNG等 新規原料 の導入等 々,原 料選

択 の 自由度は極めて増大 したが反 面その時 々の価格 に応 じた最適 な使用の

ための運用の効 率化が極めて重要になった。

(4)技 術革新の進展 に伴 う諸手 段の選択可能性の増大

技術革新の進展 によ り,都 市 ガ スの製造供給それに伴 う諸 々の業 務に対

し,技 術的諸手段 を組み 合せ,選 択で きる可能性 が飛躍 的に増大 した。従

って最 も効果的 な手段の選択 のために,情 報の高度な収集 と利用 を必要 と

す るに至った。

(5)都 市 エネルギ ー供給方式,消 費方式 の多様化

LPGの ボ ンベ詰供給,灯 油 ス トーブの発達,セ ン トラル ヒーテ ィング

方式の開発,電 気機器の発達 は,都 市 ガ スの供給 と同様の消費分野に向け

られたものであ り,こ れ らの手段 の発達は,競 合体系への完全 な くみ込 ま

れ を意味 してい る。

また,団 地のみへ のLPG集 合配管供 給 といった類似事業形態 の発生 は,
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供給 区域 とい う区域 に対 し,責 任 を持 って供給 を確保す る とい う都 市ガス

事業の基盤に問題 を投げかけ,「 都市ガス事業」というものの見直 しと,他 事業

との調整 を必要 とす るに至 った。 これは簡易 ガ ス事業,小 規模LPG供 給

とい うもの を位置づ けるこ ととなった。

㈲ 生活 レベルの向上,生 活意識 の変化,生 活用式の多様化(よ りよい生活

の追求)

経済成長 によって もた らされた生活 の経済的 レベルの向上 は生活条件の

要求水準 を上 昇 させ,エ ネルギ ー消費 を増大 させ る と共 に個別の嗜好 に応

じたエネルギーの選択が 行なわ れる に至っ た。 また,地 域全 体の空間 コン

ディシ ョニ ング(地 域冷 暖房)等 の従 来よ り一段 と要求水準の 高いエネル

ギー需要も あらわれるに至った。 これは競合体系 への組 み込 まれ を強 くし

た。

また,サ ービス レベルの向上の要請 となってあ らわれ顧客 への よ り効率

的 サー ビス体制 を益 々必 要 とす るに至 った。

また,機 器の開発 等の投資 を促進 させた。

(7)外 部不経済 の増大

① 環境整備の投資 の増大

都 市の経 済の高密度化 に伴 い,大 気汚染,水 質汚濁,騒 音,振 動,地

盤沈下,産 業廃棄物等 の公害現象が強 まり,そ れの防 止の諸施設が必要

とな ったが,都 市 ガ ス事業において も工場近 隣へ の住宅の接近等 に応 じ

た改善や 都市大気 汚染防止の ための積 極的原料転換が進 め られ特 に新工

場 の建設の際には設計の前提 として,公 害防 止が盛 りこまれ,そ れに合

わせた原料 が選択 されて建設 が進 め られるに至ってい る。LNGの 導入

はその典型的 なケー スであるが,更 に都市 ガ ス事業は,無 公害燃料 を提

供す る とい った こ とを通 じて 都市公害 の防止 に積極的役割 をはたそ うと

してい る。 このよ うに公害防止 のための設備 投資の増加 があげ られる反

面,公 害防止 のため の都 市ガ スの利用促進 も,マ ーケッ トの状況 として

あげ ることがで きる。

-83一



② 保安 の確保 の増大

都市の活動の活発化は都 市の中に複雑,巨 大 な建設工 事 を導 入す る

こと となった が,都 市 ガス配管の これに対す る防禦対策の必要性 が強 ま

り,保 安 の確保に対す る社会的要 請 も厳 しくなっている。

③ 工 事等 の困 難度 の増大

都市の交通の増大は昼間 の工事 を困難 と し,夜 間工事等,工 事条件は

極 めて悪 化の一途 をた どった。

(8)労 働 市場の変 化

経 済成長に伴 い労 働力不足が慢性化 しつつあるが,都 市ガ ス事業は巨大

都市にあ っては,そ のサー ビス対 象件数 も多 く,ま た工事等 の件数 も多 く,

労働集約的な側 面 ももってお り,労 働 力不足 とそれに伴 う労務費の高騰は

事業 の運営上,大 きな配慮すべき要因 となっている。

(9)資 源酒湯へ の予感の増大

現在 のX大 な石油消費量 か らい って,世 界的にはまず石油資 源の洞渇の

予感があ り,ま た天然 ガ ス等 について も勿論 無限では な く,こ れ らの予感

は,資 源確保 のための政治経済的 な努 力を惹起するが,こ れは ことに 巨大

都市のエネルギ ー供給事業の経営環境 を型つ くる ファクター とな りうるも

ので ある。

2.3事 業 環 境 の変 遷 に対 す る都 市 ガス 事業 の対 応

経済の高度成長等か ら醸成 され た事業環 境の変遷 の中で,日 本の巨大都市の

都市ガ ス事業は信頼性 の高い,効 率的 で,良 質のエネルギ ーの供給 とい う責務

の遂行の上で,種 々の 施策 を講 じ,対 応 を行 なって きた。

(D原 料,製 造供給方式 の大転換

第2次 大戦 前の都市 ガ スの製造 原料 はすべ て石炭に限 られていたが,先

に述べた経 済の復興 と成長 に応 じ,原 料 は不足 し,か つ コークス炉等 の石
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炭系製造 プロセ スは需要 の変動に十 分対応 しかねた ところか ら,重 油,原

油 とい った石油系原料,そ れ を分解する油 ガ ス製造 プ ロセ スの採用が始 ま

った。 それは更に老 大な設備投資 を避ける意味か らも,ナ フサ等 の軽質原

料 を高圧連 続式 に処理で きる新技術の採用や 低 イオウ原油 の先駆的採用等

等 とめま ぐる しく転 換 した。そ して無公害かつ処理の極 めて簡単な原料と

して昨今の技 術革新 の成果を フルに活用 したLNG(液 化天然 ガ ス)の 導

入に まで発 展 した。 このめま ぐる しさは,他 の産業に例 を見 ない ともいえ

るであ ろう。 また,供 給方式 において も戦前の低 圧,中 庄供給方式にか わ

り,高 圧供給 方式 に よる供給導管 投資の削減 がはか られ,更 には カロリー

アップ,昨 今の天然 ガ ス転換 とい った合理化施策が どられた。 この ように

都 市ガ ス事業 は変転 め ま ぐる しい都市活動 に柔軟に対応 して 安定に エネル

ギ ーを供給 する手 当 を行ないつづけて きた とい うことがで きる。

(2)経 営活動 方式 での対応

① 経営組 織の対応

種 々の代替手段の選 択 と,各 種 プ ロジェク トの整合性 ある組み合せ と

い うこ とが都市 ガ ス事業においては特に必要で あり,従 って ライ ン ・ス

タッフ制の明確化 と,ス タッフの中で もプロジェク ト選定 スタッフと,

プロジェ ク ト推進 スタ ッフの分離,総 合調整の一元 化が年 を追 って進展

した。

② 計画先導 型運営 の明確化

各種 プ ロジ ェク トが多発 し,設 備投資額 がX大 となるにお よび,計 画

先導型の経 営体系 となる ことは 当然であ り,数 年 間の長期 計画 の ロー リ

ングと短年度計 画に よってすべての プ ロジ ェク トの推進 の状況 を,一 元

的に調整運営 する方向が明確 に なって きてい る。

③ 情報 処理 体系の合理 化

巨大都市の都 市 ガ ス事業 の業務 の一 番の基盤 は,毎 月,数 百万件 の顧

客 との取 引 と個別精 算,年 間数十万個の器具 の取引 と精算100万 件にも
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のぼ る工事の管理 と精 算,時 々刻 々の製造 と供給の予側 か ら,遠 隔 コン

トロールに至 る瞬 間的 対応 とい った細かな作業 のつみ上 げであ り,そ の

能率的 な処理が基礎 であってみれば,そ れに関す る情報照会,情 報の処

理伝達 ・ コン トロール・計画への抽 出 四 つた情 報処理の体 系の合理化

とい うことは大 きな関心事 であ り,昭 和30年 代 の初頭か らEDPSは

着実 な発 展を見た。現在,こ れを抜 きに して経営 が成 り立つ こ とは殆ん

ど考 え られない状 態にある。製造供給の プロセ スにおいて もオー トメー

シ ョンの作用,プ ロセス ・コンピュータ の多方面 での利用,テ レメータ リ

ング,テ レコン トロールの大幅な採用に よって情報 処理 の体 系の合理化

は着 実な進展 を見 てい る。

④ サ ー ビス強化,保 安 の確保の要請 への対応

人員 の大量 配置,制 度,組 織の改善,教 育 の実施,高 性能 機材の導入

等に よって,都 市 の要請に対応 してい る。

⑤ 研究開発投資 に よる競合体系への対応

新器具開発,セ ン トラル ヒーテ ィング等の エネルギ ー利用の形 態の抜

本的変更,そ の他 の研究開発 に よって生活意識,サ ー ビス要求水準への

対 応をはかる ことに よ り,競 合体 系への対応 を行 なってい る。

3.都 市 ガ ス事 業 の経 営 活動 にお い て必 要 とな る情 報 の体 系

都市ガ ス事業 の経営 においては経済社会 の動 向,都 市 の状態 の変化や,社 会

的諸要請 をは じめ とす る事業環 境の変化 を適確 に把握 し,そ れに対応 して,経

営 の方式 を適切に対 処 させっっ,効 率的 な社会的責務の達成 を計 ってい くこと

が極 めて重要であるが,そ のため必要 とな る情報 の体系 について ま とめてみる

こ ととす る。
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3.1事 業 環 境 の 変 化 に 関 す る予 測 の情 報

す べての事業体 の活動は,そ の環 境の変化について予測 し,そ の予測に もと

つ いて主体的 な活動 の計画 をたて,そ れに も とづ き,'各 部門の活動 を実 施 し結

果 をフィー ドバ ックす るのが常の様式 である。 ことに 巨大都市の都市 ガ ス事業

は複雑 で,変 化 のはげ しい事業環境 の中にあ り,そ の影響 をかわす ことは殆ん

ど不可能で あるの で,予 測な らびに それに もとつ く計画は極めて重要 である。

予測すべ き主要項 目は下記の ことになろ う。

(Dエ ネル ギ ー資源の予測'

世 界的:国 家的 予測を必要 としよう。

(2)経 済成長 の予測'

国家的 レベル,巨 大都市経済圏 レベル

(3)都 市の適 当な区画にお ける諸状態量の予 測

人 口,世 帯数等

国勢調査結果等 の小地域情 報 シ ステム的整理 と,そ の上 での予 測

(4)外 部不経済 の予 測

㈲ 労働市場 に関 する予測

㈲ 種 々の問題 を総合 した上での ガス需要量の予測

(7)合 理化投資,教 育投資,厚 生福利投資,研 究 開発投資等事業内部の投資

結果 の予 測

3.2プ ラ ンニ ン グ に必 要 な情 報

3.2.1都 市ガス事業 と計画

都 市ガ ス事業 の範囲は一般 に次の範囲 とい える。

① ガス原料の購 入貯蔵

② 都市 ガスの製 造,供 給,販 売 ・.

③ 都市 ガス製造設備,導 管(ガ ス工作物)の 建設 一㌧ ふ

④ 需要家用 ガス工 事(装 置工事)'○ ∵㍉.
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⑤ 器 具の販売,修 理

⑥ コークス,タ ール,冷 熱等の 副産物の販売

要す るに都市 ガス供給 に関 し製造か ら販売,配 給 サ ービスまで を一貫 して行

な う事業内容になってい る。 この他 に,熱 供給事業や卸売 のような事業 を兼業

す ることもあ り,関 連す る部門が複雑にか らみ あ うためすべて一元的 に計画 さ

れる必要が ある。

また,事 業環境へ の対応の結 果 として,昨 今は原料導 入の面 で,他 のエ ネル

ギ ー産業 との連携,コ ンビナー ト化 が進ん でお り,電 力会社 とのLNG供 同導

入,石 油精油所,石 油化学工場 との ナフサ供給 ・オ フガ ス供給に関する コンビ

ナ ー ト化,製 鉄所 との コークス ・コンビナー ト,国 産天然ガ ス会社 とのパイプラ

イ ン等 々があげ られ,ま た副産物販売には多 くの系列販売 店,シ ェアを持 って

いる。 これ らのこ とは,他 企業 との計画 の調整が きわめて重要にな ってい るこ

とを示 してい る。

更に,都 市 ガス事業は供給 区域 または供給地点 を定め,通 産大臣の許 可 を得

て,そ の供給 区域 または供給地点 での事業 を始 めるが,ガ スの供給 を3年 以内

の通産大臣が指定す る期 間 内に開始 しなければな らない。

従 って供給区域 または供給地点 を拡大するためにはその地域の十分 な見通 し

が必要であ り,ま た簡易 ガ ス事業 との調 整が必要 となる。

また,近 隣の都市ガ ス事業 との境界線 での競合 も,し ば しば起 る問題 である。

ところで,都 市 ガ スの需 要は着実に一定 ペ ースともい える スピー ドで伸長 し

てい るが,こ の ことは一面で計画 上むず か しい側面 を持 ってい る。現在,工 場

の建設,プ ラン トの増設,大 規模配管建 設,そ の他業務用木型設 備 〔例,コ ン

ピュータ等)の 設置の場合,大 型 ユ ニッ トが経済性が あ り,人 員節減 として も能

率 が良い が,あ ま りに大型 ユ ニッ トの先行投資 も経済的 でない。特に配管工事

においては道路 事情 か ら何回 もの敷設工事はや りに くい ので,そ の地域 の需要

量の伸びを勘案 して適切 なのび を予測する必要 がある。

他 の産業 の工場建設は 大規模 ユニ ッ トで,一 挙に推進 し,企 業 間の シェアの
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調整,製 品 の融通 で,相 互の プロジェ ク トを調整 し,経 済性 を確保 するこ とが

可能である が,都 市ガス事業 においては,首 都 圏,中 京,近 畿 を結ぶパイ プラ

イ ンに よるエネルギーの相互融通はまだ もって将 来の研究課題で ある。 現在で

は,相 互に独立で海路 原料 を受 入れる方がはるかに経済的であ り,ヨ ーロッパ,

アメ リカ大陸 等 との相違 があ る。 もっ ともこのよ うな ステ ップ ワイズの投資に

よる大型経 済単位の効果 をも くろむ もの と しての例には,昨 今行なわれている

国際的規模 でのLNGの 導入があ り,こ れは各社間 のプロジ ェク トをま とめる

ことに よって経済ベ ー スでの実現 しよ うとす る ものである。

また,都 市 ガ スの製造 と供給には独 特の特徴 があ り,こ の ことは工 場製造 プ

ラ ン ト建設,ホ ルダー建設,導 管建設 をすべて一 元的に評価 し,計 画する必要

をもってい る。都 市ガ スの製造供給は,あ る計画年度の需要 ピーク日の ピ ーク

の1時 間の供給の安定確保 を制約条件に常時 の操業 を含めて,安 定性(冗 長度),

経済性 を保 つ ように計画 し,な おかつ,土 地取 得や共同溝建設等 の タイ ミング

を勘 案 して計 画するものである。 ・ ・

以上の如 く,都 市 ガス事業の プランニングにおいては,

① 事業体 が1つ の融合体であ り,単 に部門別 の計画は意 味がな く,す べて

一元的 に計画 を調整作成す る必要 がある。

② 都市の小地域 の情報 と密着 して作成 しなければな らない。

③ 各関連企業,あ るいは地方 自治体等 の公共事業の計画 と調整を とって計

画 を作成 しなければな らない。

④ 先行 投資の評価が極 めて複雑 である。

⑤ 設 備計画は計画期 間の1時 間の単位 にまで落 としこまなければ,正 確 な

評価 を期 しがた く,巨 大 な シ ミュ レーシ ョンモデルや最適化手法 の適用 を

必要 としてい る。

等 々の特徴 がある。

そ して 当然 の ことなが ら,各 種 プロジ ェク トの集合 として の計 画は,財 務状

態に よって評価 され,資 金調達,利 益計画 との調 整において意志決定 されるは
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こび とな る。

3.2.2計 画の種類

計画の期 間 としての レベルはい くつ か必要 であ り,当 然,プ ロジェ ク トの期

間の長 い もの も多 く,見 通 しとしての長期計画 が必要である。 また,都 市 ガス

事業は,そ の事業対 象の特徴か ら諸活動 に明確な季節 の影響 があ り,経 営 活動

には1年 間 の区切 りが適 当な レンジ となっている。従 って年次 の計画 と,そ の

年 次の計画 と同 じ精 度をもって先 を見通す数年間 の計画(初 年度が年次計 画)

を必要 としてい る。

また一方,個 別の プロジ ェク トご と,あ るいは部 門に ブ レー クダウ ンした実

施計画が必要 である。

3.2.3プ ランニングに必要な情報

必要な情報 とその充足度は,章 を新 めて詳述す る。

3.3オ ペ レー シ ョナル 段 階 に お い て 必 要 な情 報

計画が決定 され,実 施の段 階 となった場 合,勿 論計画情報は上位情 報 として

必要 であるが,さ らに個別に対応 しての種 々の情報が必要 となる。

ところで,実 施段階の活動 を分類 す る と主 と して次 のよ うに なろ うb

① 新設需要家獲得ならびに諸設計,工 事 ⑪ ガス製造供給操業集中コントロール

②本支管工事設計,工 事,工 程管理

③器具販売

④需要家 設備保全サ ー ビス

⑤集 金 検 針等 需 要家 関係 業務 処理

⑥ ガ ス輸 送大幹線建設,工 程管理

⑦ ガスホル ダー建設,工 程管理

⑧供給設 備保全

⑨製造設 備建設,工 程管理

⑩製造,製 造設備保全

⑫ 地域冷暖房関係業務

⑬ 天然 ガ ス転換関係業務

⑭ 宣伝活動

⑮購売活動,在 庫管理,輸 送

⑯資 金繰 り

⑰経理 処理

⑱教育,勤 労サ ービス

⑲ 研究,開 発

⑳ コンピュータによる情報 集中処理
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■

こ れ らの うち,大 量 の情 報 を必 要 と し,処 理 を行 なっ て い る例 と して,検 針

集 金等 の 業 務,操 業 集 中 コ ン トロール 関 係業 務,本 支管 工 事 設 計,工 事,工 程

管 理 関 係 業 務,装 置 工 事 関 係 業 務 が あ り,こ れ らにつ い て は,コ ンピュータ ・シ

ステ ムに よ る ところ が 大 き く,そ の 例 と して,東 京 ガ スに お け る需 要 家情 報 シ

ステム(CISナ,製 造 供給 自動調整操 作 シ ステ ム(TGCSii本 支管工事

シ ステ ム,装 置 工 事 シ ス テ ムにつ い て第5章 で そ の概 要 を述 べ る。 な お,こ れ

まで 述 べ て きた プ ラ ンニ ング段 階,オ ペ レ ー シ ョナル段階 に お け る業 務 の 関連

を図示 す る と,次 頁 図3-1の よ うに な る。
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4.プ ラ ン ニ ン グ 情 報

4.1ガ ス事 業 に おけ る経 営 計 画

ガス事業 にお ける経営計 画 と しては下記の2種 類 の ものが ある。

(1)短 期経営計画(2)長 期 経 営計画

短期経営計画 は,今 後5カ 年 間の経営計画 であ り,こ れは,各 担 当 セ ク

ション か らの詳細 なる積 み上 げに よって主 に作成 され,こ れの初年度計 画

は,初 年度 の年次計 画 となる。

一方
,長 期経営 計画は,5カ 年 か ら15年 位の長期にわた る将 来計画 で あ

って,ガ ス事業 を とりま く環境変化 の中での将来展望 に他な らない。

4.2経 営計 画 策定 の 際 の基 礎 計 数

以上 の短期経営 計画,長 期経営計画 を策定す る際に,ガ ス事業 として必

ず考慮 しなければな らない,い くつかの施策 あるいは計画 が存在す る。 こ

れ らを具体的 に列挙す る と次 の表4-1の よ うになるが,計 画段階 におけ

る情報 の利用 につ いて,こ れ らの計画単位 ご とに以下に述 べ る。

表4-1ガ ス事業に拾ける主要計画

家 新 針

目 送 出 量 予 測

計

転 換 計

追

討

造 備

支 計

供 給 管,ガ ス メ ー タ計 画

投

要 計

そ の 他 費 用 収 益 計画

計
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4.3長 期 経 営計 画 に お け る情 報 の 利 用

長期経営計画は次の2種 類 に分類 され る。

(1)事 業 の外部環境予測

(2)外 部環 境下 にお ける政策決定 も含 めた上での ガス事業の経営状態 の予測

(1)に関 しては,国 家経済的 レベル での,各 種の予測 を行 な う必要があ り,

その 内容の概略 あげ る と以下のよ うになる。

① 経 済成長の予測 ④ 都市人 口の予測

② エ ネルギ ー需給の 予測 ⑤ 消費構造の予測

③ 都 市 ガスの潜在需要の予測

これ らに必要 とされる情報 は,殆 ん ど外部 か ら提供 される。

(2)の外部環 境下 における経営状態 の予測 に関 しては,マ クロモデル を構成

し,予 測す るのが能率 が良 く,昨 今,一 般的傾向 としてその方 向にあ る。以

下に都市 ガ ス事業 についての1つ の典型的 な経営計 画 マクPモ デルにつき,

その概略構成 と情報の利用 を述べる。 この経営計画 マ クロモデルは5つ のサ

ブモデルか ら構 成 されてい る。

① 販売 量予測 モデル ④ 生産計画,製 造設備 モデル

② 地 域配分 〃 ⑤ 総合収支 モデル

③ 導管投資 〃

これ らの全体的つ なが りは図4-1に 示す通 りである。

各 モデルで行 なってい る機 能 と,こ こで必要 とされ る情報 を以下に記す。

① 販売量 予測モデル

販売 量予測 モデルは,昨 年毎 の需要家新設件数 と,器 具の販売 台数を入

力 し,ガ スの販売量の予測 計算,ガ ス送 出量の予測,需 要家1件 当 り使用

量の計算等 を行な う。

必要 とされる情報は(情 報源)

① 前年 度末調定件数 社 内(CIS)

② 〃1件 当 り販売量"
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入 力 代 替 案

1
1

1
1

1

∀

新 設 件 数

器 ・具 台 数

導管 敷設

単 価

需 要 家件 数

ガス 送 出量

販 売 量
一ー ー三 一 一 「

.

天1然ガス転 換計 画

供 給 カ ロ リー別

・・送嶋

生 産 計 画

製 造 設 備

1新 設関連
1.投 資

L三 一ー一一ーーーーー一

図4二1

③ 前 年 度 末 調 定率

④ 器 具1台 当 り使 用量

⑤ 器 具増 備率(新 設 需 要 家 を除 く)

⑥ 器 具市 販 率

注)装 置 件 数:

をい う。
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原材料費1

製造設備1

投 資1

SNG使 用割 合

原料単価

社 債 ・増 資

経鰍 画 マクロザ ルの概略図

社 内(CIS)・

社 内(総 合 器 具調 査)

〃

〃

ガス管 は勿論,ガ スメータが設置 されている顧客の件数

調定件数:ガ ス使用可能状態 の顧客に対 し毎 月1回 使用量に応 じ,



料金算定 を した件数 をい う。 したが って,閉 鎖状態 の顧

客 は含 まれない。

調定件数調定率 一
装置件数

(2)地 域配分 モデル

これは,(1)で 計算 された販売量,需 要家件数 を行政区単位 に して配分 し,

かつ,ガ ス送出量 に関 しては,天 然 ガス転換順序 を入 力す ることによって

供給 カ ロリー別 に配 分す るモデルである。

配分の規準 としては,行 政区の人 口世帯数等 が使 われる必要情報 は以下

の通 りであ る。

(情 報 源)

① 行政区別人 口世 帯数 地方 自治体

② 〃 需 要家件数 社 内(CIS)

③ 〃 実績 ガス販売量 〃

④ ノ'供 給 エ リア面積 地方 自治体'

⑤ 〃 低 圧 本支管延長 社 内(本 支管 システ ム)

(3)導 管投資 モデル

これは,(2)で 配 分 された地域 別の需要家 件数,新 設件数に基づ き,地 域

別の新設関連投資,供 給 改善投資額の計算 を行な うモデルで ある。

ここで必要 とされ る情報は(情 報源)

① 本支管 工事単 価 社 内(本 支管 システム)

② 供給改善単価 〃

③ メー ター,供 給管単価 社 内(装 置工事 システ ム)

④ ピー ク日,ピ ー ク時送出割 合 社 内(TGCS)

④ 生産,製 造設備投資 モデル

このモデルは,(2)の 地域配分 モデルで分割 された供給 カ ロリー別の ガス

の生産計画,製 造設 備計画 を行な う。
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ここで必要 とされる情 報は,以 下の通 りである。

① 購 入 ガスの受 入パ ターン,カ ロ リー契約量

② 石炭 の装炭量

③LNGの 受入 パ ターン

④SNG使 用割合

⑤ 原料別 プ ラン ト別の ガス発生量加熱割合 、

⑥ 〃 ガス製造 ・ろ ト(変 動費)・ ∵

⑦ 製品 自家使用 コス ト(〃)

⑧LNG貯 蔵 タ ンク建設費

⑨SNGプ ラ ン ト建設費

(5)総 合収支 モデル

(情 報 源)

政 策

〃

〃

〃

社 内(TGCS他)

〃

〃

プラン ト業界情報

社 内実績

〃

ここでは,販 売 量 予測 モデルか らの ガス販売量,新 設件 数,器 具販売台

数 を使い,ガ ス売上高,装 置工事収益,器 具販売収益 を計算 する。導管投

資 モデルお よび生産 製造設備投資 モデルか らの製造設備投資額,供 給 設備

投資額お よび原材 料費 を計算す る。 これ を用い減価償却費,長 期借入金,

当期純利 益等の計算 を行ない,最 終的に予想財務諸表 を作成す る。

ここで必要 な情報 は,

① ガス料金平均 単価

② 給与単価

③ 固定資産税率

④ ㎡当 り修ぜん費

⑤ 償 却率etc

⑥ 借入金利

(情 報 源)

社 内(CIS)

〃(人 事情 報 シス テ ム)

〃(経 理 〃)

〃

〃

〃

なお・経営計画 マ クロモデル に必要な情報 と情報源 となる各 システ ムの

関連 を図4-2に 示す。
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↑青幸臣9源 ・・…s∵ ・

図4-2経 営 計 画 マク ロモ デ ルの た めの 必要 情報 と社 内情 報 源

4.4短 期経 営 計 画 に お け る情 報 の利 用

4.4.1新 設計画

ガス事業 におけ る新設需要は,次 の6つ の形態 に分類 され る。

① 都営,県 営,住 宅,日 本住宅公団の計画 に よる新設

② ビル ・マ ンシ ョン

③ 宅地造成,分 譲地 開発計画 に よる新設

④ 既設市街地の 集団新設

⑤ 既設集落の個別新設(ガ ス管 敷設要)

⑥ 〃(〃 不要)

これ らの6つ の形態 の うち,① と③ に関 しては,日 本住宅公団,都,県
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の建設計画,大 手 デベ ロッパーの建設計画等に依存するので,そ れ らの計

画 情報 を前 もって集収 し計画に反映 させねば な らない。

これ らの計画情報 は地域的 な集団新設件数 の算定に使用 され る。② の ビ

ル ・マ ンシ 。ンの建設 需要は,都 市の再開発 に よる土地の効率的 利用 のた

めの住宅の高層化等 によって都市 の中心部に主 と して発生 しているが,こ

れ らの情報 は ・例 えば首都 圏整備委員会 その他 デベ ロッパ ー等 か ら得 られ

る。

また④ と⑤ に関 しては,各 地域 の人 口世帯数の動向に非常 に影響 を うけ

るため,各 行政区単位 の人 口,世 帯数の予測 を行ない新設の潜在的需要 を

予測 し・そ れに地域別の導管投資計画 を考慮 して投資の採算性 の評価 を行

ない,新 設件数の決定 を行な ってい る。

た だ し,こ の算 定に際 しては,あ らか じめ通産 省の認 可 を受 けた供給計

画 に も りこまれた 目標 普及率 の線 に沿 って行 なわ れる。

⑥ のガスの導管敷設 を要 しない需要家 は,過 去 に先行投資 し敷設 した低

圧 ガス導管 に沿 って発生 した需要であ り,こ れ は.導 管の敷設延長に相関

す るため,地 域別 にそ の相関係 数 を計算 して作成す る。

この他 に既設需要家で ガス設備 をとりはず す需要家 もあ り,こ れ らを撤

去 と称 してい るが,こ の撤去件数 は,各 地域 別に実績 か ら推定 す る。

この ように,新 設 件数の大部分 は外部環境 に依存 してい るわけである。

新設計 画に必要な情 報は,以 下 の とお りで ある。

① 都営,県 営住 宅建設 計画

② マンシ。ン・ビル建設計画

③ 宅地造成 ・分譲地開発計画

④ 世帯数予測値

⑤ 昼 夜人 口 〃

⑥ 各地域 の需要家件 数

⑦ 〃 の撤去件数 ・

外 部(日 本住宅公団,住 宅供給公社 ……ete)

外 部(大 手 デ ベP・ パ ー)

〃

外部(人 口問題 研 究 所 … …etc)

外 部(〃)

社 内(CIS)

〃

一99一



⑧ 各地域の低圧導管 延長

⑨ 工事能力 ・

社 内(導 管情報)

社 内

前年度

低圧導管

延長

者1～営 県1'

舗あ織
言－h面

欝
ト

.㌻
1

」

莞
醐
鑑

き

既設集

落からの

国別申込

既設集

落 か らの

1[捌 申込

域
団
数

地
集
件

異本支
管新設
件 数

行聯81

画

設

数

計

新

件

⑨

図4-3新 設 計 画概 略 図

4.4.2器 具販売計画

ガス器具 はその販売が直接 ガス販売量 の増加 につなが る とい う面か らも,

都市 ガス事業 に とって極 めて重要 な商品である。 また,風 呂,瞬 間湯沸器

な どガスが燃料 と して最 も適 してい る一部の器具を除けば,ガ ス器具は電

気,石 油 な どを使用す る他燃料器 具 と競 合関係 にある。特 にス トーブ,セ

ントラル ・ヒーティングな どの暖房機器や炊飯器 にこの傾 向が著 しい。 これ

らの器具について は需 要家 へのセ ールス活動が販売台数 を大 き く左右す る。
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この よ うにガス器具は一般 の商品 と同様 の性質 を持 ってお り,市 場 の正

確 な把握 と適切な販売戦略に基づ いて販売計画が作成 され る必要があ る。

市場の状態は市場調査 によって得 られる次 のよ うな指標で表 現 され る。

① 普 及 率

・ 既設需要家 にっいて

・ 新設 需要家 について(最 近1年 以 内)

② 購 入 率

あ る器 具 を過去1年 間に買った需要家の全需要家 に対す る割合。

③ 買 替 率

あ る器具 を過去1年 間に同機能 の器具 と買替 えた需要家の全需 要家に

対す る割合。

④ 共 有 率

A器 具 を持 ってい る需要家の うちBも 同時に持 っている需要家の割合。

⑤ 市 販 率

あ る器具 を過去1年 間 に買 った需要家 の うち,ガ ス会社 以外(デ パ ー

ト,金 物店な ど)か ら買った需要家 の割 合。

これ らの値は器種,地 域,需 要家の用途 分類(木 造 アパー ト,独 立家屋な

ど)に よ って当然 異なるため,そ れぞれの層について求め られる。 なお調

査 の際の サ ンプ リング,お よび解析にはCISの 情報 が利用 される。

この調査結果に基づ き'

① 目標普及率 の設定

② ∨買替数の予 測

③ 重点販売器 具の設定`

④ 販売戦略の作成

⑤ 新器種開発計画の立案

な どを行ない,最 終的 に器種 別,地 域別 の販売計画 を作成す る。

なお ガス器 具には一般家庭用 のほかに商業用,工 業用の大型器 具が ある
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が,こ れ らは個別 に検討 され,販 売 目標が設定 される。

器 具販売計画作成の情報 の流 れ を図4-4に 示す。

器』顕 正 システ ム 総 合 器 具 調 査cls新 設 計 画

ホ

普及率

版元実績 目標普及率

増 備 数

cls器 具 情 報

*購 入 率

*共 有率

・熱 熱

政 策

需要家件

社.内統 計 な ど

*買 替率

*新 設

率

新設件数

*新 設購入率

買 替 数 新設購入数

・般 器 具 需 要 数

　

市販率

政 策

(}CH目]支 うq善言tl由1

ビ ル冷暖 房 計 画

器 具 販 売 計 画

`
.* ,は 総 合 器 具 調 査 か'らの 情 報

図4-4'・ 器 具 ・販 売:計
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4。4.3ガ ス販売計画

通常 の商品にお ける販売量 の予測 は,消 費者の趣 向価格競争等 に よる影

響 が大 きく,い きおい 人間の判断が計画の大部分 を占め ざる を得 ないが,

ガスの販売 計画において は比較的 アルゴ リズム化の容易 な要因が大 きな位

置 を占めている。

逆 にガスの売 り切 れ,売 れ残 りが絶対 に許 されず,そ の計画値がす べて

の計画の基礎 となるこ とを考慮すれば ・通常の商品 にお ける予測 とは厳密

さにおいて比較 にな らない程厳 しくなって くる。

ガス販売量 を予測するための情報には次の ような ものがある。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

前年度の ガス販売量

〃 ガス送出量

〃 検針 日程
`

今年度の需要家新設計画件数

〃 新規大 口,ビ ル冷暖房 ,地 域 冷暖房

需要家 見込 使用量

〃 器具 販売計画 台数

〃 検針 日程

前年度,気 温 お よび平年 気温

社 内(CIS)

社 内(TGCS)

社 内(CIS)

社 内(新 設 計 画)

社 内

社 内(器 具販売 計画)

社 内(CIS)

社外(気 象庁)

すなわちガスの販売量}ま,前 年 度の実績 に今年度の予測増量 を加味 す るこ

とに よ り計算 され,概 略以下の手順 で行 なわれる。

① 前年度 ガス販売量 ・前年度 ガス送 出量 お よび検針 日程 か ら販売量 と送

出量 との関係式 を求 める。 これは ある月のガス送出に よる効果 が必 らず

しもその月の販売量 に反映 しない こ とによるもので,そ の関 係式は月毎

に異なる。

必要 な情報は次の よ うな ものがある。

⑦ 日毎の送 出量 社 内(TGCS)

⑦ 検 針 日毎 の販売量 社内(CIS)
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② 前年度 ガス送出量 と気温の関係 を分析 し,平 年気温ベースに標準 化する 。

必要 な情報 と しては次の よ うな ものがあ る。

⑦1℃ 当 り増 減量 社 内(TGCS)

④ 日毎平 均気温 社外(気 象庁)

◎ 平年気温 〃

③ 今年度の ガス増量の要因 として新設需 要家 による寄与分 を算定す る。

必要情報 は以下の通 り。

⑦ 新設需要家件数 新設計画

④ 新設1件 当 り平均使用量 社 内(CIS)

◎ 新設調定率 〃

④ 同 じく新規大 口需要家,ビ ル冷暖房,地 域冷暖房 需要家 による増量分

を算定 す る。

必要情報は主 として社外 よ り得 られる。

⑤ 同 じく,器 具販売 に よるガス増量 を算定 す る。

器具販売計画 に基づ いた各器具販売 台数お よび市販 される台数 の うち,

器具の増備になるものを指定 し,そ れに各器具1台 当 り使用量 をかけて

算出す る。 必要 な情報 としては次 のよ うなものが ある。

⑦ 各器具1台 当 りガス使用量 社内(総 合器具調 査)

④ 市 販 率 〃

鷹 …
平年気温による

標準化

前年度販売量

図4-5

標準販売量

今年度ガス販売量

器具販売によるガス販売量予測
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◎ 増備率(器 具の総販売 台数の うち新設需要家の買 った もの と,ガ

ス器具 どうしの買替台数 を除いたものの割合)

社 内(総 合器具調 査)

＼

/

＼
具1台 当 り

ガ ス使 用量

＼
國

前 年 度
針 日程

今 年 度
針 目

図4-6ガ ス販売計画

4.4.4ピ ー ク 日送出量予測

ピー ク日送 出量予測は,設 備容量決定 の基礎 になるので ガス事業に とっ

て非常に重要 である。

ちなみに重 要な設備容量 と しては

① ガスの製造設備能 力

② ガスホル ダー

③ 特別路線

の3つ である。
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図4-7ピ ーク日送出量予測

4.4.5天 然 ガ ス 転 換 計画

天 然 ガ ス転 換 計 画 は,首 都圏 の将 来 需 要 に 良 質 ・安 全 な る ガス を供給 す

るた め に ア ラス カ,.tブ ル ネ イのLNGを 受 入 れ,広 範 囲 に供 給 す る こ とを

目的 ど して始 め られ た。

これ に よ って,将 来 の都 市 ガ ス需 票 に対 応 す る こ とが 可能
,とな る。 ガス

の 消 費量 の増 加 に対 処 す るた めに は毎 年,ガ ス製 造 能 力 の増 強 ,新 輸 送導

管 の敷 設,既 設 導 管 の 口径 ア ップ等の巨額 の設 備 投 資 を要 す るが この天 然 ガ

ス転 換 計 画 に よ っ て,供 給 カ ロ リーが5,000K・u2か ら11,000K・ueに 高 く

な り,ガ ス輸 送 量 能 力は 倍増 され る。

天 然 ガ ス転 換 に よ って 供給 ガ ス が同 じよ うに燃 え,ガ ス器 具 が 同 じよ う

に使 え るた め に転 換 前 に ガス器 具 をす べ て調 整 す る必 要 が あ る。 しか し,

全 需 要 家 の ガ ス器 具 を同時 に調 整 す る こ とは 不 可能 な ので,一 度 に で きる

広 さの 区域 を定 め,こ の 区域 を導管 網 か ら遮 断 し,5,000K・aeの ガ ス をこ

の 区域 か ら追 い 出 し(パrジ)代 りに11,000K・aeの 天 然 ガ ス を送 りこみ,

ガ ス器 具 を調 整 す る とい う方法 で 天然 ガス の供 給 区域 を逐 次拡 げ て い く。

計 画 と して は 大 別 す る と
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ピー ク日送 出量 は,ガ ス販売

量計 画で立案 された年 間送 出量

に基づ き,そ れ に月別送 出量割

合 をかけ,ピ ーク月の送 出量 を

計 算 し,そ れに ピーク日最大送

出係数 をかけて作成 され る。

ピーク日送 出量算 出の際に必

要 な情報は左図 に示 したよ うに

月別送 出量割合 と ピーク日最大

送出係数で あ り,そ れ らはすべ

てTGCSか ら得 ることがで きる。
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① 地域 別の転換作業 量推定 による人員計画,転 換順序作成

② 転換地 区の供給 不良の チェ ック

③ 〃 の パ ージの計画

④ 器具調整部品の調達

⑤ 転換費用 計画

に分類 され る。

① の長期的 作業量推定 による人員計画 には,地 域別 の器具の普及台数 を

予測 し,そ れに転換作業時間 をかけ合わせる ことに よって算出 される。

器具の普及 台数 を予測す るための情報 と しては,以 下の ものが必要 であ

り・それ らの情報源 との対応 も以下に示す通 りで ある。

⑦ 地域別,用 途別需要家件数 社 内(CIS)

④ 用途 別,灯 数別器具普及率 社内(総 合器具調査)

⑨ 大 口工業需要家 ガス使用量"

作業時間の予測に関 しては以下の通 りである。

⑦ 器 具別 作業 時間 の実績 社 内(天 然 ガス転換 システ ム)

⑦ 大 口器 具 〃

②の転換地区 の供給圧 力のチ ェックは,5,000Kt・ae地 区 を切断 して11,000

K泌 地 区に転換 す る場 合の供給不良個所 を低 圧導管網解 析に よって チェ ッ

クす るのであ るが,必 要データと しては,次 の ものがあ る。

⑦ 低圧導管情 報 社 内(導 管情報 システ ム)

④ 月別 ガス需要量(ピ ーク日)社 内(CIS,TGCS)

以上の他 に実際 の人員計画の策定,切 断個所 の決定 には,多 くの具体的

な環境チ ー タ政 策 デ ータが必要である。

4.4.6ガ ス製造計画

ガス製造 計画は ガス販売 計画 に基づ くガス送 出量 を天然 ガス転換計画 を

考慮 して カ ロ リー別の ガス送出量に展開 し,各 工場 別の原料使用量 を決定

す る計画 であ る。
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そ の際⑦ ガスの送 出量が気温 の影響 をうける。

⑦ 製造設備 以外に ガスを溜めるホルダーがあ る。

◎ 工場別 に ガス発生 プラン トの種類が異 な る。

等の こ とによ り,以 下に述べ る ような手順 を要す。

① 日々の ガス送 出量 の予測

日々のガス送出量 は,日 々の気温 の変化 によって大 き く影響 を受ける

ために,送 出量 の予 測は過去 の実績か ら求 めた送 出量 と温度の回帰式に

乱数 を発生 させた温度 をい れて求めている。

送出量

温度 温度

図4-8図4-9

② ガ ス供給 パ タ ー ン,ガ ス製 造 レベ ルの作 成

① で 求 ま っ た 送 出量 に時 間別 送 出割 合 をか けて ガ ス供 給 パ ター ンを作

成 し,そ れ に ホ ル ダ ーの有 効稼 動 量 を勘 案 して ガ ス製 造 レベ ル を作成 す

る。

0

供 給 パ タ ー ン

12

図4--10

h,,h2,h3,h4は 製 造 レ ベ ル で あ る 。
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図 中"S"の 部 分 は ホ ル ダ

ー か ら 送 出 さ れ る
。

tts
1",t's2",t's3"の 部 分

は ホ ル ダ ー に ガ ス が 溜 め られ

る 。 ホ ル ダ ー の 稼 動 量 は1日

分 の 容 量 し か な い の で

S=S1+S2+S3と な る 。



③ 工場 別,プ ラ ン ト別 原 料使 用量 の作 成 ②で求 ま っ たhl,h,,h3,h。

ご とに原料,品 質等 を制約 条件 に した線型 計 画 モ デル を解 く。

④ 原料 別集 計

②,(刃 を 日単 位 で く り返 し月間,半 期,年 間 集計 を行 な う。

これ ら一 連 の プ ロセ スに必 要 な情 報 は 以 下の 通 りで あ る。

⑦ 単 位 原 料 使 用量 別 の ガス発 生 量

(工 場別,プ ラン ト別,

の 副産物歩留(〃

⑰ 加熱燃料割合(〃

㊤ 自家使用割合(〃

⑧ ガスの組成(〃

㊥ カ ロリー(〃

⇔ 比 重(〃

② 変 動 費(〃

㊧ 供給 パターン

◎ 月別送 出量

㊥ 気 温

◎ ホルダー稼動量

原料別)

)

)

)

)

)

)

)

社 内(TGCS)一

〃

〃

〃

〃

〃

〃

社 内(経 理 シ ステ ム)

社内(TGCS)

〃

社外(気 象庁)

社 内(TGCS)

も ちろん,こ の他 にもLPで 取 り扱 えない現実的 な情 報お よび原料契約

に関する情 報は,時 々刻 々変化 する ものであ り,こ れ らは 日本全体の 社会

情勢,経 済情勢お よび国際的経済情勢 を前 もって予測す る こ とによって対

処せ ねばな らない。

4.4.7副 産物販売計画

ガス製造工程 で発生す る副産物は原料に よ り,い くつかの ものが存在す

るが,こ こではその中でも中心 的存在である コー クスの販売 計画 につい て

述べる。必要情報は,主 とじて コークスの市況の予測値で あ り,こ のた めに

デー タも外部のデ ー タが殆 ん どある。
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① 鉄鋼 生産予想量

② 鋳物生産予想量

③GNP予 測

④ 産業部門別予 測値

⑤ 直売店,販 売店の希望数量

⑥ コー クス生産能 力

4.4.8製 造設備計画

社外(鉄 連統計)

〃

社内(設 備計画)

ピー ク日送 出量 に基づいて,必 要製造能 力が決定 され,そ れに基づいて

製造設備計画が立 案 される。

旧い プラン トを新 しい ガス化 プラン トと取替 える場合は,既 設 プラン

トと新規 プ ラン トのcost比 較 をす る必要が あ り,新,旧 プラン トの経

費 に関す る情 報が必 要 となる。

①

②

③

④

⑤

⑥

原 料 費

補助材料費

修 ぜ ん 費

減価償却費

人 件 費

(円/㎡)

(

(

(

(

その他諸経費(

〃

〃

〃

〃

〃

)

)

)

)

)

社 内,技 術情報

〃

〃

〃

〃

〃

また,新 しく導 入 した プラン トの発生 ガスが他の ガス化設備 のそれ と

混 合 した際に混合 ガスの カロ リー,比 重,燃 焼性が制約 内に入 るか否 か

のチ ェ ックも しな ければな らない。 そのために,新 規 プラン トに関 して

ガスの製造計画 で述べた よ うな

① 原料単価 あた りガス発生量 ④ カ ロ リ ー

② 副産物歩留 ⑤ 比 重

③ 組 成

等 の情報 が必要で ある。

また,こ の他 に環 境規制 に よる大気汚染 ・水質汚濁 ・騒音等の制約情
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報 は,プ ラン ト選択の際の 大 きな要 因になる。

将来 に亘 っての ガス化 プ ラン トの設備計画に関 しては,先 行 きの エネ

ルギー事情 を考慮 した原料 の価格 予測情報 および ガス化 プラン ト技術,

冷熱 利用技術等の情報 が重 要で ある。

4.4.9ガ スホ ルダー計画

ピーク日の送 出量 に基づいて製 造設 備計画,特 別路線計画 と同時 に決定

され る。

ガスホルダーは,都 心部の環 状 ライ ンに直結 したホル ダー と,地 域需要

に密着 した ガスホル ダー,東 京 ガスについてい えば浦和,立 川等 との2種

類 あ り,都 心部のホル ダーは用地 買収 の困難 さか らしだいに低圧 か ら高圧

ホル ダーへ と移行 しっつある。 ホ ルダーを適正 に設置す るためには,対 象

となるホルダーが適切 に稼動 す るか をチェ ックする必要が ある。 そのため

に24時 間の製造 供給状態の シ ミュレーション ・モデルが必要である。 この

モデルは,工 場の送出量,ホ ル ダー稼動量,中 高圧導管 網情報,ガ バナー

圧 力各 ノー ド点の消費量 を入 力 して24時 間 シ ミュレー トして供給不 良点

があるか否 か を判定す る。

これに必要な情 報は以下の通 りである。

① 特 別 路線 デ ー タ

② ガバ ナ ーデ ー タ

ガバ ナ ー最 大流 量(ピ ー ク 日)の 伸 び率

③ 供 給 パ ター ン

④ ホ ル ダ ー保 有 率

⑤ ホ ル ダ ーの稼 動 パ タ ー ン

こ れ らの デ ー タは す べ てTGCSか ら得 られ る。

社 内(TGCS)

〃

〃

〃

〃
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4.4.10本 支管設備投資計画

ガス を供給 す る導管 の うち工場 か ら需要家の敷地前の道路 に到 る部分 を

本支管 といい・供給 区域の地 下 に ア ミの 目の よ うには りめ ぐらされ,一

大導 管網 を形成 している。(東 京 ガスの場 合その総延長 は27, 、OOOK皿 を超

える)

この導管網の形式には膨大 な資 本投 下が必要で,都 市 ガス事業 が装置産

業 といわ れるゆえんであるが,そ の拡大 ・充実 ・保安に関す る投資 の計画

が本支管設備投資計画 である。

本支管設備投資計画は投資 目的 によ り下記の5つ に大別 して作成 される。

① 需 要本支管… …新設計画 でのべた6つ の形態 の新設需要に こた えるた

め導管網の平面的拡大お よび充実 をはかる もの。

② 供 給 改 善 ……⑤経年管入替 え等 保安対策 を目的 とす るもの と,⑤ 供

給能力の改善 等導 管網のいわば立体的拡大 をはか るも

の。

③ 道 路 関 係 ……共同溝への参 加および道路 工事に対応 して導管の移設

等 を行な うもの。

④ 特 別 路 線 … …長期的 な計画路線お よび輸送幹線

⑤ そ の 他……地下鉄工事,上 下水道工事に対応 して導管の移設 ・防

護 を行 な うもの。

上記のほかに,長 期の需要予測,環 境予測に基づ き政策的に計画 される

供給大幹線 計画 があ り,こ れ らは別途 に詳細な個別計画が作成 され る。

投 資額 の算出は 内容別 ・口径 別延長 に単価(労 務費,材 料費,道 路 復旧

費)を 乗 じて算定 されるのが一般的 である。

また単価については,実 績値 をベースに,工 事環境条件 変等 に よる単価

上昇率 を考慮 して設定 す る。

本支管設備投資計画 作成 に必要 な主 な情報は以下の とお りである。

① 新設件数 社 内(新 設計画)
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② 新設1件 当 り延長

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

需要家1,000件 当 り改善延長

需要家件数

道路関係工事 実績 延長

道路工事増 加率

共 同溝延長 社内(参 加計画)

労務費,材 料費,道 路復旧費実績単価

単価上昇率 社内(実 績統計)

社 内(CIS,本 支管工事 システ ム)

社外(環 境条件等)

社 内(統 計,計 画)

社 内(CIS)

社 内(本 支管 工事 システム)

社外(道 路整備計画等)

社外(共 同溝建設計画)

社 内(本 支管工事 システム)

社外(賃 金 ・物価統計,環

境 条件変化等)

4.4.11供 給管 ・ガスメー タ設備投 資計画

導 管 の うち,前 述の本支管か ら分岐 して需 要家の敷地 に到 る部分 を供給

管 といい,需 要家 の新設 に応 じて敷設 されるが,そ の意味 で供給管設備投

資計画 は新設計画 と密 接に対応 してい る。

供給管設備投資 額は供給管本 数に供給管1本 当 り単価 を乗 じて算 出され

るのが一般的で あるが,供 給管 本数の算定 は新設計画で述べた6つ の形態

の特性 によ り下記の2通 りに大 別 され る。

① 空地造成 ・分譲地開発関係

供給管本数 は分譲地等の新設区画数 と同数 とする。

② 上記以外

新設計画件数 に,過 去の実績等 を考慮 して設定 した供給管率(新 設1

件 当 りに必要な供給管 本数)を 乗 じて算定す る。

また単価 については,下 記 の費 用項 目別実績値 をベ ースに工事環境条件

等 に よる単 価上昇率 を考慮 して設 定す る。

費用項 目……労務費,材 料費,砂 埋 費,道 路復 旧費,賃 金,測 量作 図費

供給管 設備投資計画作成に必要な主 な情報は以下の とお りであ る。

① 新設件数 社 内(新 設計画)
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② 供給管率 社内(統 計,装 置工事 システム)

③ 新設区画数 社 内(新 設計画)

④ 供給管1本 当 り実績単価 社 内(装 置工事 システム,統 計)

⑤ 単価上昇率 社 内(装 置 工事 システム,統 計)

社外(賃 金物価統計,環 境条件変化等)

ガ スメータの取 付 け,取 外 しに関す る計画が ガスメータ設備投資計画で

あるが,取 付け,取 外 しの理 由は下記 の4つ に大別 される。

① 需要家 の新設 による取 付け

② ガス メー タの能力(単 位時 間当 りのガス通過量)変 更のための取付 け・

取外 し

③ ガス事業法 に定 め られた ガスメータの検定期間満了に よる取付 け ・取

外 し

④ 撤 去に よる取外 し

投資額は{取 付 け単価 ×取付 け個数}一{取 外 し単価 ×取外 し個数}に

よ り算 出され るのが一般的 である。 一

ガス メータ設備投資計画作成 に必要 な主な情報は以下の とお りであ る。

① 新設件数 社内(新 設計画)

② 撤去件数 〃

③ 実績の ガス メータ能 力別構 成率 社内(CIS,統 計)

④ 需要家件数 ・'〃

⑤ 検定年度別 ・能 力別取付数 〃

⑥ ガス メータ庫 出単価,簿 価 社内(貯 蔵システム,固定資産 システム)
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5.オ ペ レ ー シ ョ ナ ル 情 報

5.1ClS(需 要 家 情 報 シ ステ ム)

5.1.1・CISの 概要

(D需 要家関係業務 の概要

東京瓦斯は450万 件 を超 える需 要家に対 し,直 接に接触 している要員は

2,000人 を超 えてお り,そ の業 務の内容 は次の通 りである。

① ガ スの販売 に関 するもの

・ 検針,料 金計算,領 収 証発行,集 金,収 入管理

・ 需要家名儀,住 所,支 払 方法等の需要家 固有 の情 報の管理

・ ガスメーターの開通,閉 鎖,取 付け,取 外 しな ど

② 需要家 内ガ ス供給設備 の保 安管理

・ 需 要家 内ガ ス配管 な どの検査

・ 需要家 内のガ ス器具な どの保 安調査

・ 検定期限指定 によるガ スメー ターの取替(以 上法令 による)

③ ガ ス器具の販売に関する もの

④ 需 要家 内ガ ス供給設備の新設,増 設工事

以上の各種需要家 関係業務に必要 な情報 を表 にま とめる と次の とお りで

ある。
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表5-1需 要 家 情 報 の 内 容

CISの
情報の種類 情 報 の 内 容 記 録 ファイノk、

範 囲

新 増 設

基本情報(工 事場所,使 用者工事費負担者) 、 z
建物情報(構 造,建 築工事予定)

工 事

工 事 費情 報(見 積,入 金,精 算 な ど)

関係情報

工程情報(設 計,分 担,着 手落成) 〃
メ ータ情 報(社 番,開 通,閉 鎖,検 定 満期 年 月な ど)

装 置

内管検査情報(検 査年月,検 査結果)
メ ー タ

器具保安情報(換 気,排 気筒有無など) 需
関係情報 要

内管供給管情報,装 置修理履歴
家

基本 情 報(住 所,氏 名,目 標,用 途 な ど)
マ C

ス ●

料 金調 定

料 金計 算情 報(灯 数,指 数,カ ロ リー,検 針 日,非

課 税 率 な ど)

タ

1

1

●

関係情報 支払方法情報(支 払方法,銀 行口座番号,郵 送先な
S

ど)

使用量履歴(過 去の使用量,請 求額など)

所 有器 具 所有器具の種類,台 数

関 係情 報 割賦器具(契 約中の契約内容,支 払状況)
割 賦 マスター

入 金 未収情報(未 収領収証情報,遅 収扱情報など)

未 収 マスター
関係情報

依頼事項
器具の配達,修 理の依頼 /
雑工事,装 置修理の依頼

情 報 !

開通,閉 鎖,集 金 な どの依 頼 〆 /

(2)CISの 目的 と シ ステ ム化 内容 ・

上 記(1)の 業 務 の シ ステ ム化 につ い ては,凍 京 瓦 斯 では,料 金 調 定 を主体
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に順次 実施に移 してきているが,昭 和45年 にはOCRの 導入 とともに料

金 ・入金業務 を主体 とした ガス販売 に関する情 報及 び割賦器具に関する情

報の処理 を全面的に吸収 した総合 システム を開発 し,実 施 した。

しか し本質的にバ ッチ処理 と しての限界が あ り,需 要家 か らの問い合わ

せに応答 する場 合に も社 内の実務処理 の上で もまだ まだ手 間 と時間 を要 し

ていた。

CISで は,こ れ らの問題 を抜本的 に改善 し,合 理化 を徹底す る と同時

に,需 要家サ ービスの向上 と,需 要家 内のガ ス供給設備の保安強化 を 目的

として,そ の情 報管 理の体系化 をはかるために,オ ンライ ン ・リアルタイ

ム処理に よる全面的 シ ステ ム化 をはかった。

すなわ ち,

① 需要家 リス ト,未 収 リス ト,装 置 カー ドな どの帳票 を廃止 し,ラ ンダ

ム ・ア クセ ス記憶装置にデ ータを統合収録 して,需 要家情報の一元化 を

は かった。

② 各営 業所 に端末装置 を設置 し,こ れ とランダム ・アクセ ス記憶装置 と

を結合 した オ ンライン ・リアル タイ ム ・システ ムを構成することに より,

需要家情 報の即時検索 と異動報告 デ ータに よる即 時更 新処 理 を行 なっ

た。

③ 装置に関す る情報の吸収に よ り,新 たに保 安巡回業務の シ ステム化を ・

行 なった。

④ 将来は工事 関係業務の情報 を含 めて,需 要家情報 システム としての総

合情報体 系化 をはかる。

(3)CISオ ンライ ン業 務

CISで は オ ンライ ン業 務 として,需 要家情報 に関する各種 の問合 せ照

合業務及 び オ ンライ ンに よる需要家情 報の異動 更新業務(内,半 数が リア

ルタイ ム更新)を 行なってお り,1日 約3～4万 件の トラ ンザ ク シ ョ ン

を約100台 の営業所端末装置 より受付 けてい る。
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こ れに よ り,営 業所 作 業 の合 理 化 と同時 に,需 要 家 か らの問 合せ に対 す

る応 答 は 一 段 と ス ピー ドア ッ プ され た。

(4)東 京 瓦斯 のCISは 現 在 の と ころ約500本 の プ ロ グ ラ ム,約50万 ライ

ンの コーデ ィ ング ・ ステ ッ プ,約20億 バ イ トの ラ ンダ ム ・ア クセ ス記憶

装置,約4～5時 間/日 のCPU稼 動 時 間(IBM360/65)を よ うす る

大規 模 な シ ステ ム とな って い る。

な お,CISの 全 貌 を図 にす る と次 の 図5-1の 通 りで あ る。
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5.1.2CISに よ リ得 られ る計画 および管 理に必要な情報

(1)ガ ス販売計 画作成 の 目的に利用 され ている情 報

① ガ スの用途,ガ スメータの大 きさ区分別に集計 したガ ス販売量 とその

件数

② 新設 した需要家 の新設後1年 間の ガ ス使 用量の動向

③ 地域別 のガ ス販 売量 実績分析用情報

④ ガ ス使用期間 と販売量 との関連に関する情報

⑤ ガ ス売上高に関す る情報

(2)ガ ス需要家管理,メ ーター管理 に利用 されている情報

① 需要家に取付 けて あるガ スメーターの規模別の個数集計

② ガ スメーターの検定 期間管 理に必要 な各種分類情報

③ ガ スメーターの異動状況に関する情 報

④ ガ ス需要家の使 用契約変更 に関する集計情報

⑤ 需要家 内供給設備の保安状況,巡 回状 況に関す る情 報

(3)料 金回収状況,未 収管理 に利用 されてい る情 報

① 地域 別の調定後料金回収 の状況に関す る情報

② 支払方式別 の料金回収の状況 に関す る情 報

③ ガ スの売掛金,販 売器具の未収入金に関す る精算情報

④ 電気 ガ ス税の納入 に関する情報

(4)検 針,集 金制度及 びそ の管理 に利用 されてい る情報

① 支払方法(集 金,口 座振替,払 込)別 の件 数推 移

② 領収証 の発行状 況及 び件数推移

③ 需要家 の異動状況(件 数及 びその内容)集 計

㈲ 販売促進,需 要開発 の 目的で利用 されている情報

① 主要 ガス器具普及状況

② 大 口需要家の使 用実 績状況集計 の情報

③ 新設需要家の地域 別,用 途 別の ガ ス販売量 に関する情報
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④ 冷 暖房設備需要家 のガ ス販売 量に関する情報

(6)天 然 ガス転換関係 に利用 されている情報

① 需要家の所有器具 の情報

② 需要家の異動情報

③ 転換時の精算情報

5.2導 管 工 事 シス テ ム

5.2ユ 導管工事 システムの概要

(D導 管工事の概要

導管 は先に述べた ご とく大別 して

切 製造工場 か ら需要家 の敷地前 の道路に到る本支管

ω 本支管か ら分岐 して敷地 との境界 までの供給管

⑰ 敷地 ・建物 内の内借

に分類 される。

この うち,本 支管 と供給管 はガ ス事業 者の資産 であ り,内 省につ い ては

原則 として需 要家に売 り渡 される。

ガ ス事業では,上 記の導管 に関 して膨大 な量の工事 を施行 して いる。(

東京瓦斯 の場合:年 間30万 件 を超 える需要家新設工事 をは じめ200万m

に およぶ導管埋設工事等)。

導管に関す るこれ らの工事 は,都 市へ の人工 集中 と旺盛な ガ ス需 要に応

え増加の一途 をた どっている が,昨 今の環境条件の変化お よび諸物価 ・人

件費の上昇は導管敷設費の高騰 ・導管保安対策費の増大 をもた ら し,総 合

収 支を大 き く圧迫するに至っている。

(2)導 管工事 シ ステ ムの 目的 と内容

前述 のよ うな導管工事の状 況か ら,導 管 投資計画お よびその管理 ・統制

は経営上の重要問題 であ り,合 理的 ・効 率的 な計画作成,計 画遂行に関す

る正確 ・迅速な管 理統制 が特に必要で ある。 また そのための情報把握 に関
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しシ ステ ム化 に対す る期 待は極 めて大 きい。

導管工事 の システ ムとしては,前 記toに 関す る本支管工事 システム と,

㈲ ・(ウ)に関する装置工事 システムが開発 されている。 しか し,こ の導管工 事は,

小規模 土木工 事 と しての性格 か ら制度 ・体制 が複雑な ため,シ ステ ム化に

際 してはその前提 と して制度 ・体制面の整 備 ・標準化 とい う困難な作業 が

伴な うため,そ の歴史は比較的浅 く,昭 和43年 に本支管工 事道路 復旧費

の精算業務 がシ ステ ム化 されたのが第1歩 である。

以後今 日まで,

θ 合理的 ・効率的計画作成 お よび正確迅速 な管理統制のための情 報提供

(イ)精 算 ・集計業務 を軽減 し,計 画管理 ・技術管理施行管理 を強 化す る。

を 目的 として概略以下の業 務につい て システ ム化 を完了 している。

① 本支 管工事 システム

○

○

○

○

○

○

○

○

本 支管請 負工事費の積算 ・購 買業務

工 事 日報 ファイ リング(工 程管理情報の ファイ リング)

本支管工事材料費の精算業 務

本支管請 負工事費の精算業務

単価契約工事費の精算業務

本支管工事道路復 旧費の精算業務

地 区 ・埋設年度 ・落成 図面別導管延 長 ファイ リング

諸管理 資料 の作成

上記 に関す る主 たるイ ンプッ トは,工 事設計情報 ・工事 日報 ・落成

図面情報等 である。

② 装置工 事 シ ステム

○

○

○

○

装置工事材料費の精算

装置工事労務費の精算

受注工事代金の見積(対 需要家)

受注工事代金の請求および入金処理
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○ 受注工事代金の未 収管理

○ 供給管工事道路復旧費の精算

○ 諸管理資料 の作成

上記に関する主たる イ ンプ ッ トは,工 事の落成図面情 報 ・工事代 金入

金報告 等で ある。

以上の シ ステム化に よ り,精 算 ・集計業務 の合理化情報収集の迅速化,

計画作成用 の諸原単位把握,計 画の総 合的達成状況把握,個 別工事 の進

捗状況把 握等の メ リッ トがあが ってい る。他 システムとの有機的結合,

導管情報 の総合化は 今後の課 題で ある。

5.2.2導 管工事 システムによ リ得 られ る計画および管理に必要な情報

(1)本 支管工事 システム

① 本支管計 画等 の計画作成 に利用 される情報

○

○

○

○

○

工 事内容別 ・導 管 口径別の労 務費 に関す る情 報

工 事 内容別…導管 口径別の材料費 に関す る情 報

工事 内容別 ・導管 口径別の道路 復旧 に関す る情報

導管修理に関す る情報

圧 力 ・口径 別の導管延長に関す る情報

② 本支管工事費用の管理に利用 される情報

○ 労務費 ・材料費 ・道路復旧費の各種実績集計情報

○ 費用の計画値対実績値の比較および差異分析情報

○ 月別支払予定に関する情報

○ 各種費用の原単位に関する分析情報

③ 工程管理に利用 される情報

○

○

○

○

個別工事の進捗状況に関する情報

業者別手持 ち工事量に関する情報

設計か ら落成に至る各段階の工事量把握のための情報

個別工事の標準工期情報
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④ 導管の管理に利用される情報

○ 落成図面 ・地区 ・埋設年度 ・口径 ・管種別の出来高延長集計

○ 同上の資産処分延長集計

(2)装 置工事システム

① 新設計画 ・供給管計画等の計画作成に利用される情報

○ 内管工事の労務費 に関する情報

○ 内管工事の材料費 に関する情報

○ 供給管工事の工事内容別 ・条件別の単価に関する情報

○ 供給管率に関する情報

② 装置工事費用の管理に利用される情報

○ 内管工事の労務費 ○材料費の各種実績および分析情報

○ 供給管工事の労務費 ・材料費 ・道路復旧費の各種実績および分析情

報

○ 費用の業者別実績および分析情報

③ 工事代金回収状況 ・未収管理に利用 される情報

○ 工事代金の回収状況および領収証の残証管理に関する情報

○ 未収入金の内訳に関する情報

○ 未収入金に関する精算情報

④ 工程管理に利用 される情報

○ 工事申込みから落成に至る各段階ごとの所要 日数に関する統計

○ 工事内容別作業量に関する統計分析情報

○ 業者別稼動状況に関する情報
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5.3TGCS(製 造 供 給 自動 調 整 シ ス テ ム)

5.3.lTGCSの 背景

都市 ガスの製造 と供給にお ける顕著 な特徴 と して以下に述べ るよ うな ことが

挙げ られよ う。

(1)時 間的需要変動 とその対応

暖房用 エネルギ ーとして の性格が強 く冬期お よび夏期におけ る需 要の格

差は需要家件数増 とともに年 々大 き くなっている。(図5-3)冬 は 夏の

約3倍,そ の差は1日 当 り約1,200万Ms(5,000k・xze換 算)に まで至 って

いる。

また同 じ冬期の1日 を とってみて も,天 候要因によ り日毎の変動が激 し

く昭 和48年 では1日 の平均気温が1℃ 以上する ことに"1日 当 り60万MS

(一 般家庭で約1,000年 分の使用量)も の変動が起 きている。

さらに1日 の中での時 間的変動は図5-4の ようにな っている。1時 間

当 りの需 要量 をとってみ る と最高最低比 が約15倍 に もなる とい う,激 し

い変 動に ガ スの製造供給 が対処 しなければな らないこ とを示 している。

その1つ の手段 としてガ ス製造 プラ ン トの稼 動 を需要に追従 させ て変動

させ る方法 が考 えられる がそ の場合 ピーク日の ピーク時間 帯に あわせ た能

力を もつ必 要があ り他の大部分 の時期においては過剰設備 とな り得策 とは

言 えない。 また稼 動変動 が困難 なプラ ン ト(例,コ ークス 炉)も あるので

この方法 は実際的 でない。

そこでいきおい時間的需要変動の吸収は ガスホル ダーに頼 らざるを得な

いが,用 地 難,建 設費等 でそ う多 くは保有で きず製造量 に対す る保有率 も

下降傾向にある。 また地下貯蔵方式 も日本の地 質条件等 によ りまだ もって

成功 していない。

従って,ピ ーク期の1日 の需 要変動 を完全に吸収 し,コ ンスタ ン ト製造

を行な えるだけのホル ダー容量 を持つ ことはできない。 一方 ガスの供 給不

足は絶対に許 されず,従 って,時 々刻 々,天 候等 の変化 を予 測する ことに
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!時間 変 動)

図5-2月 別1日 当り平均ガス送出量の推移

(5,000kαz9)

よっ て ガ スの需 要 を適確 に予 測 しつ つ,製 造 工 場 の稼 動 と供 給 な らび に ホ

ル ダ ーの 稼 動 を厳 密 に コ ン トロ ールす る こ とが必 要 に な って い る。 この条

件 は年 々 きび し さを増 して お り,近 年,こ の コ ン トロ ールは 極 め て複 雑 化

す るにい た っ て い る。

5.3.2TGCSの 概 要

以 上 の よ うな背 景 をふ ま え今 後 の製 造 供 給 を適 確 に コ ン トロールす る ため に

開発 され たTGCSは 以下 の よ うな機能 を も っ てい る。(図5-3)

① 正確 な状 況 把 握 と需 要 予 測

現 在時 点 まで の送 出量 お よび そ の時 間的 パ タ ー ン,プ ラ ン ト稼 動 状 況,

ホ ル ダ ー在 高 等 を正 確 に捕 えか つ 当 日の 天候 予 測お よび過 去 の傾 向 を考 慮

し,当 日の 送 出 量 パ タ ー ンを予 測す る。 ま た そ れ らは 時 々刻 々の変 化 に も

対 処 で き る よ うに な っ て い る。

② 製造 レベ ルの 決定

① で予 測 され た送 出量 パ タ ー ンを満 足 し,か つ工 場 停 電 等,緊 急 時 で も

復 旧可能 な製 造 パ タ ー ンを想定 し各時 間帯 に お け る製 造 レベ ル を決定 す る。

③ 各 工 場 製造 量,各 ホ ル ダ ー在 高パ タ ー ン各 ガバ ナ ー圧 力 パ タ ー ン決 定

各 プ ラ ン ト製 造 能 力,原 料 使 用 量,ホ ル ダ ー在 高等 を考 慮 し,製 造 原価

が最 小 とな る よ う最 適 化計 算 に よ り プラ ン ト稼 動 を決 定 す る。
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なお,原 料使 用計 画に対 しては,長 期間にわたる最 適化 を考慮 しなが ら,

現在時点 での最適化 をは かる必要 があ り,そ のことが全体 をさ らに複雑化

`

する要因にな ってい る。

④ 導管 網 の解析

③ で決定 した各パ ター ンで導管 ネ ッ トワーク末端での所要圧 力が満足 さ

れるか どうか ネ ッ トワー ク解析 を行ない検定 する。

現在 までの当日送出量

↓

送 出量

パ ター ン予 測

、 '

製造レベル

決 定

'、

各工場製造量

決 定

w

各 ホル ダ ー

パ タ ー ン決 定

、'

各GS圧 力

パ タ ーン決 定

、'

導管網解析

Ψ

一{ 過 去5年 間 の気 温,水 温,天 候,風 向,風 速,送 出量,送 出量パ

タ ー ン,曜 日,当 日の天 気 予報

一{
各ホルダー能力

天然ガス転換状況

停電時の復旧パターン

一{
原料 計 画,タ ン ク残,加 熱 燃 料,定 修 計 画

プ ラン ト製造 能 力,変 動 費,ガ ス組成,ガ ス量,原 料 使用 量

プ ラン ト間 条件(燃 焼 性,カ ロ リー)

副 産物 歩 留,原 料使 用 量

一{ パイプロ径お よび延長,結 びつき情報,切 断情報

各地区需要量

図5-3導 管網 の解析
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(2)製 造供給方式 にお ける制約 の増加 と多様化

石炭か ら石油へ さらにLNGへ とい う新 しい ガス原料 の導入に より製造

供給方式におけ る制約 お よび 自由度はそれぞ れ増加 し,以 下に述べるよう

な状 況が新 たに発生 して きた。

①LNGの ご とく使用で きる量 が年間契約 で決 ってお り,受 入パ ターン

もガスの需要の 夏冬 の変動にかかわ りな くコンスタン トであって貯蔵設

備 も高価 であ り,し か も年間の使用 パタ ーンによって他 の原料の使用量

が大 幅に変化 し結果 と して ガ スの製造 コス トが大 き く変動す る原料 が出

現 した こと。

② 原料 とプラン トとが一対 一には対応せず,そ れぞれ代替手段 と して使

用で きるものが現われた こと。

③ 原料価格 の動 きが早 く敏感に製造原価 に影響 し原料選択におけ る優先

順 位が流動的に なったこ と。

④ 天然 ガ ス転 換に伴 い,供 給地域 に ブロック化が進 んだ こと,そ の他環

境問題等 による ガ ス製造設備の改廃 さ らに需要増に よる製造設備 ホルダ

ーの建設等 が複 雑にか らみ あって従来の方式 では変化に対応 し適確 に コ

ン トロールす る こ とが年 々困難に なって きたのである。 も し不満足 であ

れ ば③ に戻って,③ →④ の繰 り返 しで満足 した結果 を得るまで続行する。

また,こ れに よ り工 事におけるパイプライ ンの切断 の可否等 のチェ ッ

クが可能 となってい る。'

⑤ コ ントロール

各 目的に応 じて階層的計 算機組織 をもちそれぞれの間で収集デ ータの

転送,最 適 ガイ ド値 の伝送 を行 ない リアル タイムで適確 な指示 とサ ービ

スとを行 な う。(図5-6)

5.3.3TGCSよ り得 られ る計画および管理に必要な情報

(Dガ ス販売計画作 成に利用 され る情 報

③ 日毎の ガス送 出量
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lBM

360/65

IBM

37(レ'155

各工場

計算機

IBM

225↓)

製造供給

調整シス
テム

TM{ぱ ダーTM

コ ン ト ロ

② 日毎 の気 温,水 温,風 向,風 速

(2)ガ ス製 造 計 画に 利 用 され る情 報

① 工場 別,プ ラ ン ト別,原 料 別産 気,ガ ス組 成,カ ロ リー比 重

② 加 熱燃 料 割合,自 家使 用 割 合

③1日 の供 給 パ ター ン

④1日 の ガ スホ ル ダ ー稼 動 パ タ ー ン

⑤ 月別送 出量

(3)ガ スホ ル ダ ー計 画 に 利 用 され る情 報

① 各 整圧 所 の デ ー タ

ガバ ナ ー最 大 流 量(ピ ー ク 日)

② ピー ク日の 供給 パ タ ー ン

③ ピー ク 日の ホ ル ダ ー稼 動 パ タ ー ン

④ 現 有 ガ ス各 ホ ル ダ ーの 有 効稼 動 量
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6.必 要 情 報 一 覧 表

分 類 情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利用部門
必 要 度

A.B.C

充 足 度

A.B.C

景 気 総合景気指数 経企庁 月 企画 A A

国民所得統計
(産 業別)

〃 4ヵ 月 〃 A A

四半期予測 日 経 セ ンタ ー 4半 月 〃 A A

日銀短期経済観測 日銀 2ヵ 月 〃 B A

法人企業統計季報
および年報 大蔵省 年 〃 B A

機械受注統計 経企庁 4半 月 〃 B A

生産動態統計 通産省 月 〃 B A

卸売物価指数 日銀 〃 〃 B A

消費者物価指数
経理府
統計局

〃 〃 A A

商業動態統計 通産省 〃 〃 A A

商業販売額および
在庫額指数

〃 〃 〃 B A

海外経済指標 経企庁 〃 〃 A A

建築着工統計 建設省 〃 営業 A A

住宅金融月報 金融公庫 〃 〃 A A

エ ネ ル

ギ ー
総合エネルギー統 計 通産省 年 企画 A A

FinancialAnaiysls

ofaGroupsof
Pertroleum

Companies

TheChase

Manhattan

Bank.N五

〃 〃 A A

Capitallnvastment

oftheWorld

Petroleum

Industry

〃 〃 〃 A A

Petroleum

Situatlon
〃 〃 〃 A A

Outlookfor

EnergyinU.S.A
〃 〃 〃 A A
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分 類 情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利用部門
必 要 度

A.B.C

充 足 度

A.B.C

興銀調査 興銀 月 企画 A A

エ ネ ル ギ ー統 計 OECD 年 〃 A A

StasticalYear

Book 国連 〃 〃 B B

石油統計年報 通産省 〃 〃 A A

石炭 コークス
統計年報

〃 〃 〃 A A

人 口 人 口動態統計 経理府
統計局 月 〃 A B

国勢調査報告 〃 5年 〃 A A

わ が国人 口,世 帯
数の将来統 計

厚生省人 口
問題研究所

〃 〃 A B

'

東京都区市町村別
将来人口の予測

東京都総務
局統計局

年 〃 A B

神奈川県将来人 口
の予測

神奈川県企

画調査部企

画課

〃 〃 A B

住 宅5ケ 年計画 東京都 〃 企画・営業 A C

経 理 企業経営分析 三菱総研 年 経理・企画 A A

主要企業経営分析 日本銀行 〃 〃 A A

有価証券報告書 大蔵省 半期 〃 A A

会社年鑑 日本経済
新聞社

年 〃 A A

会社四季報 東洋経済 四半期 〃 A A

新設
計画

都営 ・県営住宅

建 設計画

日本住宅公

団 ・住宅供

給公社

A B

マ ン シ ョ ン ・ ビ ル

建 設 計 画 A C

宅地 造成 ・分譲地
開発計画

大 手

デ ベ ロ ッパ ー
A B

世帯数予測値 人[]問題
研究所

A B
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分 類 情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利用部門
必 要 度

A.B.C

充 足度

A.B.C

昼夜人口予測値
人 口問題

研究所
A B

各地域の
需要家件数

CIS A A

各地域の撤去件数 〃 A A

各地域の
低圧導管延長 導管情報 A A

工事能力 A A,

器具販
売計画

器具の普及率 器具調査 年 A A

〃 購 入率 〃 〃 営業 A C

〃 買替率 〃 〃 〃 A B

〃 共有率 〃 〃 〃 A C

〃 市販率 〃 〃 〃 A C

ガス販

売計画
ガス販売量 CIS 日 営業 A A

日毎 ガス送出量 TGCS 〃 〃 A A

検針 日程 CIS 月 〃 A A

需要家新設
計画件数

新設計画 〃 〃 A A

新規 大 口ビル冷暖

房,地 域 冷暖房,

需要 家見込使用量

〃 〃 A B

器具販売計画台数
器具販売

計画
〃 〃 A A

日毎気温および
平年気温 気象庁 日 〃 A A

1。C当 り

ガス増 減 量
TGCS 月 〃 A A

新設1件 当 り
平均使用量

CIS 〃 〃 A A

器具一台当 り
ガス使用量

器具調査 〃 〃 A C

器具市販率 〃 〃 A C
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分 類 情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利用部門
必 要 度

A.B.C

充 足 度

A.B.C

ピー ク

日送 出

量 予測

月別送出量割合 TGCS 月 供給 A A

最大送出量係数 〃 年 〃 A A

天然 ガ
ス転換

計画

地域 別,用 途 別

需要 家件数
CIS 月

天然 ガス
転換

A A

用途別,灯 数別
器具普 及率

器具調査 〃 〃 A A

大 口工業需 要家
ガス使用量

CIS 〃 〃 A A

器具別作業時間の
実績

天 然 ガス転
換 システ ム

〃 〃 A B

大 口器具
作業時間の実績

〃 〃 〃 A B

低圧導管情報 導管情報 〃 〃 A B

月別 ガ ス需 要量

(ピ ー ク日)
CIS 〃 〃 A A

ガス製

造計画

単位原料使用量別

の ガス発生量

(工 場 別,プ ラ ン

ト別,原 料 別)

TGCS 月 生産 A A

副 産 別歩 留

(工 場 別,プ ラ ン

ト別,原 料 別)

〃 〃 〃 A A

加熱燃料 割合

(工 場別,プ ラ ン

ト別,原 料 別)

〃 〃 〃 A A

自家 使要 割 合

(工 場別,プ ラ ン

ト別,原 料 別)

〃 〃 〃 A A

ガ スの 組成

(工 場 別,プ ラ ン

ト別,原 料 別)

〃 〃 〃 A A

カ ロ リ ー

(工 場 別,プ ラ ン

ト別,原 料 別)

〃 〃 〃 A A
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分 類 情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利用部門
必要 度

A.B.C

充 足 度

A.B.C

比 重

(工 場 別,プ ラ ン

ト別,原 料 別)

TGCS 月 生産 A A

変 動 費

(工 場 別,プ ラ ン

ト別,原 料 別)

経理 システム 〃 〃 A B

供 給 パ ター ン TGCS 〃 〃 A B

月別送出料 〃 〃 〃 A B

気温 〃 〃 〃 A B

ホ ル ダー稼 動 量 〃 〃 〃 A B

副産物
販売計
画

鉄鋼生産予想量 鉄連統計 生産 A B

鋳物生産予想量 〃 〃 A B

GNP予 測 経企庁 年 コ ー ク ス A B

産業部門別予測値 〃 〃 〃 A B

直売店,販 売店
の希望数量

〃 A A

コー クス生 産 能 力 設備計画 〃 A A

製造設
備計画 原料費 技術情報 生産 A A

補助材料費 〃 A A

修ぜん費 〃 A B

減価償却費 〃 A A

人件費 〃 A B

その他諸経費 〃 A B

原料単位 あた り
ガス発生量

TGCS 年 〃 A A

副生産歩留 〃 〃 〃 A A

組成 〃 〃 〃 A A
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分 類 情 報 の 名 称

/

情 報 源 頻 度 利用部門
必 要度

A.B.C

充 足 度

A.B.C

カ ロ リ ー TGCS 年 生産

'

A A

比重 〃 〃 〃 A A

各種技術情報 外部 A B

環境規制に関する
情報

法令 ・条令 A A

ガ ス ・

ホル ダー

計画

特別路 線 データ TGCS 月 供給 A A

ガバ ナー最 大流 量

(ピーク日)の 伸 び率
〃 〃 〃 A A

供 給 パ タ ー ン 〃 〃 〃 A A

ホルダー保有率 〃 〃 〃 A A

ホ ル ダー稼 動
パ ター ン

〃 〃 〃 A A

本支管
設備投
資計画

'

新設件数 新設計画 A A

新設1件 当 り延長
CIS本 支 管

工 事 システム
A A

需 要 家1,000件 当

り改 善 延長
統計 ・計画 A

一

需要家件数 CIS A A

道路関係工事
実績延長

本支管工事
システム

A A

道路工事増加率 A B

共同溝延長 A B

労務費 材料費 道
路復旧費実績単位

本支管工 事
システム

A A

供給管
ガス
メータ

設備投

資計画

供給替 新設件数 新設計画 A A

供給管率 統 計'装 置
工 事 システム

A A
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分 類 情 報 の 名 称 情 報 源 頻 度 利用部門
必 要 度

A.B.C

充 足 度

A.B.C

新設区画数 新設計画 A A

供給管1本 当り
実績単価

装置工事 シ
ステム統計

A A

ガ ス

メ ー タ
新設件数 新設計画 A A

撤去件数 〃 A A

実績の ガス メータ
能 力別構 成率

CIS・ 統 計 A A

需要家件数 〃 A A

検定年度別
能力別取付数

〃 A A

ガス メ ー タ

庫 出単 価,簿 価

貯蔵 システ
ム固定資産

システ ム

A A
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7.ま と め

以上,都 市 ガ ス事業の経営活 動に必要 となる情報の種類 と,そ の収集利用 の

検討 な らびに ニーズに対す る充足度等 の調査 を行なった。前に も述べた ごとぐ,

都市 ガ ス事業は巨大都市におい ては,そ の機能 を支 える基幹の事業 であ り,都

市ガ ス事業 の経営 においては経済社会の動 向,都 市の状態の変化や,社 会的 諸

要請 をは じめ とす る事業環 境の変化 を適確 に把握 してい くことが不可欠である

が,そ のための情報収集利用において,い くつか の問題点 をあげる ことができ

よ う。

この調査 におい て も明白なように,必 要 とされる事業環 境の情 報は多様広汎

にわた り,特 に都市の状態 に関する必要情報は老大な ものである。 問題点 も,

主 と して,こ の種の情 報の収集利用の上での非効率に ある と言 うことがで きる。

ま とめにか えて,2,3の 問題点 につい て述べ ることにす る。,

(1)都 市機能 を支 え,都 市にお ける生活 を保証 してい くための主た る事業主

体は,都 市 ガ ス事業 を含め数 多 くあるが,そ れ らの事業主体は ・首都圏に

おい ては,原 則的 には相互独立 に,そ れぞ れ 自前の情報 をベ ースに事業の

計 画 をたて,そ れを推進 してお り,相 互 の調整は個別の接 触段 階にお ける,

そのつ どの調整に よる場合が多い。 昨今の,都 市 ガ スと電力のLNGの 共

同導入 とい った よ うな計画調整 は大 きな進歩であるが・都市計画の 中での

諸事業主体 ρ総合的調整は,未 だ しと言わ ざるを得ない。 従って,都 市の

情報収集においては,重 複 があった り,ま た不十分 にな らざるを得ない部

分 が発生 しやすい。他事業主体 の計画情報は特に不足 しがち とな る。 また

人 口や世帯数 とい った予 測に して も,自 治体 ごとの予測手法がか な らず し

も統 一 されて お らず,困 難を感ず る とこξ)も大 きい。

(2)事 業環境 の情報 も,都 市全体 のマク ロな情 報よりは,あ る小 地域 の情 報
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の ニーズが高いが,地 域情報 と して,ま とめるべ きブ ロックが明確に なっ

ていない。町,丁 等の 区域 もかな り自然発生的 であり,計 画主体 と してそ

の単位で の とり扱 いが最 も適切 である とい った区画では ない。 都市計画法

の用途指定区域 も,か な り,自 然発生 的な条件 を入れて の 「地域 の用途を

指定す る」 とい った対物療法的 ともい える区画である。 そこを単位 として

都 市の計画に必要 とされ る情報 をす べて一元的に集約 し,諸 計画 を調整 し

ようとい った積極的 な利 用が な されてい る とは,か な らず しも言 えないの

ではなか ろ うか。

諸計画 を同 じベ ースで組み立てるための計画単位 と,そ の単位 ご との情

報収集体制が確立 しないか ぎ り,事 業主体の活動推進は 多大 な労 力を必要

とするこ とになる。

(3)更 に,都 市の機能 を支 え,都 市の生活 の改善 を計 る意味 で,各 事業主体

共通に利用すべ き情報 の種類 の洗い出 し作業 と,そ れを着実 に収集,利 用

するための体制 の碓i立がい まだな されている とは言 えない ことも大 きな問

題である。

現在,国 勢調査等の情 報 を小地域 ご とに集約 しようとす る努 力が行なわ

れよ うと してい るもよ うであ るが,更 に 「都市計画のために必要 な情 報収

集」の積極的 な体制が必 要であ ると考 え られる。

(4)と ころで,日 本の都市の区域の と らえ方が』,区,町,丁 とい った ブ ロッ

クであ り,平 面 である ところに,情 報収 集においての進歩 をむずか しくし

てい る問題があ る と考 え られる。 これは スッシュとした場合 でも同 じであ

ろ う。 都市の機能 を支 える諸サ ービ スは,殆 ん どすべ て道路 とい う血管 を

通 じて行なわれてお り,そ れにそって,す べての活動の計画は推進 される

こ とになる。 日本においては ライ ン単位 の情 報お よび平 面(ブ ロック)単

位 の情報 を利用 目的 に応 じて能 率的 に集約化する ことは,ヨ ー ロッパ,ア

メ リカの場合に比較 して難 しい と言 える。'

以上 の幾 つか の問題点 の解決は,大 いなる田舎 といわ れる 日本の都市の
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諸問題 を解決す る場 合の基礎 となる ものであ り,都 市 ガ ス事業に とどまら

ず,関 連する諸事業 に とって共通する重大な 関心事である とい うことがで

きよ う。

一143一



1
う



弓

ピ 三

楽 無 断 転 載

財 団法 人 日 本 情 報 処 理 開 発 セ ン タ ー

東京 都港 区芝 公 園3-5-8

機 械 振 興 会 館 内

TEL(434)8211

有 限 会社 三 恵 プ リ ン ト

東 京都世 田谷 区北烏 山3-13

TEL(308)5066

47-ROO2



'

●
〉

}

`
、

,

(

マ

P-

'
、

「

、'-

.
ノ
主

こ

星

'

'

芸▲

三 三 二
`1
,

〒

's

 

.

'

'

・

◆

」



'

÷ノ

 

㌔

、
、

「

◆

'

一

'

一

、

'

F

ノ
ノ

/
,

止
ー

ー

.

◎



ザ

プ ＼ ぜ'^

、、 、 、

へ 、

、 三 二 ∵ 一 ∵ 。^∵ こ ∵

〆 一 、 、 ノ 、 へ

、^㌔ ∫ ∫
.ミ<ノ ヤ

■ → 、 必

"'
、r、!"、

ヂ 、 ・■`ワ ぐ 〉

、 、'←

'い`一"・1・ バ 、:.一>1

、 〈 》 、 、 鵡
、'

、,～ ド λ 、.ち ご
)wぐ

・ 一'^.ン 、 ＼「 ・ べ.ノ'㌔,

^

F+・'=＼.、 〉 、 つ

」 、 、 し
、 、 〉,'㌘

＼ ・ご!'・ ㌦ ㌧ ・・ 亡.'こ へ ∵ ㌧ へ

、 冒,,^,

二"・.:一 ・-t・ ぺ こ㍉ ご'1㌻'∴

一.ご'こ"P'Ψ イ 》

.ぶ.一 一 ・",!,・ 」 、:

")ケ ・1・ 、 、LL

・ 、'ごcs～^ .、 二

・∴ ・ ∴ ∴ ・〔 ひ ご ・∵ ㌧う
へ 　 　 へ し

、 イ^1
^尋`へ ～'㌔

,「 ㌔、',、'

ち 、^、,・.,"ご 、'.,)＼

' -r・1'〇 一 ∵ ＼Y'・-L∵
s

ノー 、'^"、

、 、 、、(

.、 ㌧ ♂..い ぺ ㌧ 一 ・'・ 、 ・・
.r、,..ぺr>≡

、 、 ㊥ も へ 、 ぺ 、 、

,
,;^一'一)A'ノ Ψ'叩 ・`・'

ご こ き 、.＼ ・ ・ 一}'二 ～,

㌔ ㌔㌔:ξ ㌻ ∵ ㍉'ご ゴ 三'・ 三
'

r三:〉 一 、.・ 〉 マ'、 ジ
ニ ⇒'、 〈:シnF、

"㌧ 、 〉 シt

'＼
、 一,'㍗ 〕 】 ぐ 三 、 シ

、^T」 、trc

・・ ∴ パ
'・ ・て 一 、.玉 ＼ パ ・ こ

・ ㌦
、sh-}f

/一 、 ＼"
～ 二 ぶ ＼ ㌔ 」'、"㌔ ノ

㌧'^㌻ も －t'`s頃 ㌔ ▲..・:
'

、 ＼ ミ:i1、 一 ・N:～ い べA-

∨

子^'..、^w-、^,'・ 一 、S

、ぺ 巳 〉 、 ＼A^》;、

へ今 一 、 、

・ ・♪ 〆 ぺ'
、'・ ぐ 一う ト':'一'、;.・ 寸 「・tイ

♪ 一 、 ・〕 卓 一=tr,」 ㌦ 、 「=「 、

,、 、 、.㌔ 、A,'一

∵^.T^'・ 、 一・・ ∵ く.ミ ・1.一
へ^、 〈 、 ● 》 一

..、 千 、

・ 膓 フ㌧ ～ ヂ ピ^',へ'

・ ㍉ 一 し こ' 一▼ ＼1へ 、 ～
「 、

.eし'、 、 、 一 「

, ]㌦ ■i{.sc,、

:
.㍉ さ'『 ㌧s'、"、"・s

ミ^!♂>v、F ・v
、

ヘ レ ヨ ヘ へ

■ 、 ド 、 、 、 ナ 、'ベ イ プ 、

'～ ・ノ 、 、 へ 、sA',べ

st、 一<a、 ■'守

tr,'r

_・.:二'ぷ 、 ・.、

}、 、二 、 ギ へ154s亨 ㌔ 一 「9
、 ヒ

し.Pへ ◆へ 、 、'、 、'
一'二'

〉 《 ↓_,、'

、 へ 、 、;..」 、-〉 ・

ド二二
、?^㌧ ぐ ン ・ ・一三 ㍉'一 バ こ

、

,

・

〆

'

-

.

こ

づ
;

ノ

『
}

⊃

(

」

、

'

∨

」

'
、

(:

'

、日

》

、

ぺ

。
(
'

亡

`
'
〉

へ
^

】

ラ

ト

予

ミ 、 ∀,

才'

`{〆 つ ム

"

'㌔
.㌧ メ

ーイ'
、

■、 一 〆'、

、,、つ マ ・

"

ノ ■"
-T・ ご ゾ ρ 一

一㌻ 、 、 メ 」

,こ 一 こ パ,・ ㌻'"三 三 つz.}'・_-1㍉".、 ・ニ ペ ・ ..

、 ～・`'1}∵ ∵ 〉 ∵
_1.・ ・'二 、 ズ ニ バ ・ ∵ ∵ ‥P・{

一 一,一'■ 「
、r「'.、r-・'ご 二'一 ⊃.、 ・'

弓 ∴ 二 ∴ ∵ ∵∴,㍉..㌧ 三 ㌧.∵ 二 二㍉ ご'ご ・
、 ・ 尺 二.乙 二',.こ ら'「 ♪ 言∨ 一 、a・'-'、 ←

」 ご'、"・ ∵ い 「 に.㌔ 、 一'、('一"、 ヲ"一:

〔 、 一 ▼ ㌧ ・ 【 ～.ン メ ー ・・'`「 ×

.∴ 二三 ∵ 三 ∵ ・:こ 一・ 、㌧き∵ ∴ ミ<・ ∴ こ
・/

へ ∨.・'二.'二 一 ∵ ・.二 ・・ξ,'、"㌧ 一㌔'。,＼

/一.バ ㌧f"・"・i"w・ ご'一^'
、-r、'、 、'「 ・ ←

、,へ'4h、
Jづ ・「 〉 、

・,二 つ".・ ノ ㍉ 《:ご ‥",、 ジ. ',

こご∵1: .ご 三 ご 三1＼ 《・〉ご ご∴ ご ご㌧:∵,
}・ ペ プ"㌦

ノ 、 ・・
.・ 二 二 ご 一'』 ・.'Vt.、 一 ・ 、 一'・ ・(・ ・;∵ テ

∴ ごs.∵ 一と 三 ・ ゴT-ll、 二 、(一'- 一.、

ご ∴∴ ∴∴:∵'∵ 、'∵∵1∴ 一:ご ☆'ジ
ーb"づ,A～ 〉 、tS

、 、 一・ 甲 ← ト/,

・ ヤ ～ ㌔'ノ'こ,】 → 、,,
`

、 、to"ロ ∨'、 ㌧ 〔,
t-

<'、-、 」 一 ヤ[〆

へ'・ 、 一、 ・."〆 ＼ ㌧ ニ ー'=・
,ゾ

;→-ny♂ ・ ヂ 、

、 、 」
'〆 ぶr、

、

】 、,

、

戊

∨

、

夕

、

、

ノ

〉

下

、

、

、

し

〔

,

∨

(

'

"

'、

、

ノ

～

'

、

∨

∵

う

・,

・

+

、
:

:

'
三

二

:

三

"
、

マ

ニ

'

、

一

-

＼

、
、

・

「

玉、

・

ヂ

ペ

♪

・

、

"

7

'
↓

、.

'

三

㍉
、

'・

、

・

∫

'

㌻

二

,

「

一

"

、

÷

,メ ～ 一 、

.⊥ ,'二'へ 、 ～い こ ご
一

戊 一』揚メ ← 三、 、 × 、 ㌔ ㌧ 》 ・、

、 ザ ∨ い ∨ ⇒ ∀ 、 ⊇<

.',,三'≒ ご 二 ・

へ、 × 、∴ 、 ・.へ 〉^(
←;㌧PtL"4＼ 一

＼
、' 、 ゴ ーミ'r－ ㍉ 二 、 り ・

㌔'モ'.へ 了 、'
〔一

,～veu・ ・ －tピ'、 ち 心

一 ＼ 〒)ノt、tk'』r_5⌒
」 〆'-ew>

,'〔`、

㍉ →qts、 「 、 、-L.,、 、'

～"》cこ'、 、 ぐ_
・

一 、'こ 一 》、.、.こ 三 ≠

兵'」

ノ ヘ ノ
'

、 甲('、 ザ 〈

、、's-'「 、 二 ご 一・ _:二

、 ノ{

r・ ㌧.、 ご.:♂ 〉

、'

,一 、ベ ベ 、戸'、^ノL,

'fラ ㍉ 〆'×

馳,、_メ`

r=、 ∠

+↓

'ピ へ 〉 、 へ つ

一 ・㌧ べ ・L＼ 、 ・1、 ・

一 〒c4、P ノ
～ ㌣.

㌦ ン7、 、

^イ^

,"、 ク"⑱
♪ 、1

↑'
、 、 へ

_一1/1、 、

三 七 乏^t、1r

'P、 ● 一 、,

,',1Aへ ーA
《へ 、 γ

.ご ・ .・ ∴ ・'∵.＼ ∴'、'＼ ∴ イ
`P、 、

「ノ'、

イ 「 弍 、 、

_、,↓ 、、
〉 べ 、

一 よ}'〔 、 へ

∪ 、,、'～ 」 、 〉 、 哨'

"㌔ ノ ア 、 「 ㌔ 、 ・ 「1・ 一,、

"1〔 ∋A`

べ
」'⑱ ∨Aノ ー

〔 ＼ 、 一

∫ 、 汀'、 ピ 〔 、

1べ
∵ア.＼ ㍉ 》 パ,〆 ・^・ ∨ ・ 一.・ 二 ・.、 寸

一 一'"十 ,イ,.

一 、:-v"、 一 ・ 、 ♂ 丁 二L、 ・:`ン
ナ
・ 二

、 ご ▽ 九 ㌧c.㍉ ご 二;二 ・.、 ㌔ 、:1

"㌔ ぺ'、 ∵"＼
一 ∴ ・4J・ ㍉ ・・'

、'い 〉""丁 、 ～f⇔ ・ 一 ← 、,1:」

ε"「 ・ 、 、L－ し .

,≡ 〆 ㍉.一 い ∵・〉 ＼.、 ∵ ・三 ㌔ ∴'＼ ≡ 一、
・f: 呼∫.シ ■.7、tL

、r'r"jroマ
、 ト 〉"ゾ'写

一∨'∀ 一 〉 ぺ}',^

・ 〉 、}v二'∀ ≠ 、,・

こ → 可,.、 ♂ 、 、 へ"一^一"

、 ㌧'ヤN・'"』 、4

、 」'≒r'、^'

;'=・ ・'、 、'."1、,{ニ ジ".㍉'

㊥Lノ,,、 、t'4L-♂,}

ノ 、'→ 一,、 一..'・'バ ・ ㌧ ㌔ 、、

∧'→ 、 の 、 、

ト ㌔ ㌧ 戸 二 」,一,_、 ∨ ▲ 、

三 ∵ ∴ い1＼ ○ ∴ らi `・ 三 ∵ ・二二∴ ・1:一

ご
,、 ㌔ こ 、、^'、 ∴ 、 ・"よ ・'

・一 声"
、Lこ.`'x'_'・ ・ 一

、'・ ・1'、.ご へ ・ 一 、'、tL'・ 、"㌦,,'L'」'

.・ 一 ＼ 一 三 ニ ベ"㌧.・ バ 、 べ}'.・ 、 、

'、 ・ ド 〉 、'一 、'ふ'

・∴ ご∫≡ ご ＼1∵F・
一.ビ ニ ∵ ㌔ ・∵.

ミ 、 ←＼'・ ∵ ㌦ り"㌦!べ'ご 、'ご ・;

・ ・ ←'
一 ～ 轟'、'、 く よ.

')1;一
、～lt-・ ン ∴','〆'L∵ バ':"

∨ ・'ご1∴ 一"・9ひ … 一'、 ・ ・

.一㌔'iぺ'い ニ ベ ビ ・'1-`∵f -、'㌦:マ)

.い{一 ・← ＼ ＼ ・'",、 、 ぶ 」 二'一 ■ 、

＼-s　 ・、 ・ ・ ㌦"～ ・'㌦
〉 、."

kア ・ ミ ♪4、z",

－t亀 、-,一,、 一 寸

て 、 、.;2.∴."・ 」ミt.1・.,一 ・一∵'・ ・ ∵
、 ヤ'バ 、 ,ぺ 、`ワ 、

・ ♪'t .ちtP、 こ ・'寸.ti、'>t、 、 一

－s'

、;.:'+一 ←'ゴ ー ㌔ ∵ ・t'、 ニ ー 杏1こ 、

☆ ざ 三∴ 二 ぐ 、=:∴ ∵ ・:∴∵∴1:
ヘ フ'、 二 一 、'

ρ へ 、 三、 、, 一=、 、

・ ジ ジ ミ ー ご 二 ∵: 一∵:
㌦ ・.ご 、∵ 一 二

,二 、 一,・ ㌧ 二.、 ‥ ト ∵ 、 ・ ・ ㌔ 、 ビ ・二 、 一 、


